
3.研究活動



3. 1 共同研究コロジェクト

3. 1. 1 特別事業

琵琶湖水資源・水環境調査研究

京都大学では、 1965年から1974年までのユネスコ

主唱の国際水文学十年年計画(IHD)に呼応して、防

災研究所水文学研究部門（昭和53年に本水資源研究

センターヘと発展的解消）が中心となって「琵琶湖流

域水文観測特別事業」（昭和41~49年度）を実施し、

琵琶湖流域における主として水および土砂の収支問

題を学内の理工農の研究者と共同で研究した。これ

らの研究成果は英文の年次報告No.1 (1967年）～No.6

(1972年）および総括報告(No.7, 1974年）として発表

されている。

表ー 1 琵琶湖水資源・水環境調査研究分担表

昭和50年度一平成元年度

分祖繹題名

隣水と薫発

特定地蟻の水収支

瀾減と湯内Ill墳

緩遷及び遍絡国当研究瓢門等

災書気饒研究瓢門
暴l1.爾災害研究瓢門 (54年度より）

内＊災害研究“門

河川災害研究瓢門

溶存物質・底質・プうンクトン I地形土じょう災害研究瓢門
（襴内の物質とプ9ンクトン）

祖・水質の監躍と操作 (*li1•*＂|＊文学研究8lll'9(52年m:まで）
の冒璽と躙Iii)，総括 ＊愕瓢研究センター (53年度より）

平成2年度以隣

分祖鐸麗名 経題及び遍絡担当研究部門寄

気候変動に伴う隣水遍覆の賢勤 災害気帳研究諏門

地畏ー大気間の熱•水輸送遍匿 曇風厨災害硫究昴門

広域水収支と地下水濃動 内水災害研究郎門

湖流と瀾内罵墳 河Ill災害研究薦門

流人河/II・湖沼系のダイナ tックス 蟷形土じょう災害研究瓢1'9

流水管理と水質・曰墳詈遷．総括 水賣鯛研究セン,-

標記の「琵琶湖水資源・水環境調査研究」は、同 け、それぞれ防災研究所の関連部門が経理および研

じユネスコ主唱の国際水文学計画(IHP;1975年～） 究連絡を担当し、学内外の理工農の研究者と共同し

に呼応して、上記の「琵琶湖流域水文観測特別事 て実施してきた。これら分担課題は図ー 1、2に示

業」に引き続いて琵琶湖を含めた近畿地方の水害、 す琵琶湖水資源・水環境調査の枠組みを考える上で

水資源、水環境の総合的調査研究として昭和50年度 基本となる諸要素とその相互関係をベースに構成さ

より開始・推進されてきたものである。以来20年余 れている。

り経過し、その間学内の60名を越える関連研究者の この間に得られた成果と継続中のものを平成元年

共同研究のもとに、数々の成果を挙げてきた。これ 度までと 2年度以降の関連分担ごとにまとめると以

らの成果は昭和55年度より発行を開始した当水資源 下のようである。詳しくはセンター報告第12号（平

研究センター研究報告に「研究報告」として、それぞ 成4年 1月発行）に掲載している。

れの研究グループ・サプテーマ毎にある程度まと

まった段階で随時掲載し、その件数は70件に上ろう 1.降水と蒸発、気候変動に伴う降水過程の変動、

としている。しかしながら、この調査研究の成果は 地表ー大気間の熱・水輸送過程

それらに網羅されているわけではなく、数多くの学 (1)琵琶湖流域の気候特性の研究、 (2)琵琶湖周辺山

術誌、報告書等にも掲載されており、またほとんど 域における降水特性の研究、 (3)琵琶湖流域における

公表の機会のない貴重な生の観測データ、調査資料 降．積雪特性の研究、 (4)琵琶湖からの蒸発による水

等も数多く蓄積されてきている。 損失の研究、加えて(5)琵琶湖流域の気候特性の変動

この「琵琶湖水資源・水環境調査研究」は表ー 1 の研究、 (6)琵琶湖における降雨・降雪の変動とアジ

に示すように、昭和50年度～平成元年度までは 5つ アモンスーンとの関連の研究を継続している。

の分担課題、平成2年度以降は 6つの分担課題に分
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琵琶湖及び湖沼沿庫域の

水量・水質管環

淀川中下流域の

水量・水質管這

図ー 1 琵琶湖水資源・水環境調査の枠組みを考える上での基本となる諸要素とその相互関係ーその 1

2.特定地域の水収支、広域水収支と地下水流動

(1)田川流域の地下水に関する研究、 (2)愛知川上流

域の水収支特性に関する研究、 (3)巨椋低平流域にお

ける内水に関する研究、 (4)複合タンクモデルによる

広域水収支解析、 (5)転換期を含む地域の水田用水量、

(6)水田圃場における用水需要構造の実態に関する研

究、 (7)流域蒸発散量の水文気象学的推定に関する研

究、 (8)野洲川扇状地における地下水流動解析、 (9)琵

琶湖流入河川水系における農業用水管理方法に関す

る研究、 UO)水田群からの汚濁流出に関する研究、 Ul)

愛知川扇状地における地下水利用に関する研究、加

えて、 (12)田川流域の地下水に関する研究、 (13)愛知川

上流の水収支特性に関する研究、 (14)複合タンクモデ

ルによる水量・水質解析、 (15)地下水と水田用水の相

互作用を継続している。

3.湖流と湖内環境

(1)琵琶湖南・北湖間の交流特性に関する研究、 (2)

琵琶湖南湖の吹送流と密度流に関する研究、 (3)大戸

川のウォシュロード、 (4)琵琶湖における湖流と物質

の滞留・拡散特性の研究、 (5)3次元解析法による琵

琶湖湖流の研究、加えて、 (6)湖における水温変動に

関する研究、 (7)湖の浮遊物質濃度に関する研究、 (8)

大戸川のウォシュロード、 (9)琵琶湖南湖における短

時間の水温成層形成・破壊過程に関する 3次元解析、

(10)琵琶湖の湖流と水質現象の解析を継続している。

4.溶存物質・底質・ブランクトン、流入河川・湖

沼系のダイナミックス

(1)琵琶湖周辺山地における地下水涵養が琵琶湖水

資源系におよぽす影響、 (2)河川水の化学組成と溶存

物質の輸送量に関する研究、 (3)湖底地下水の化学組

成に関する研究、 (4)河川および湖内の水質調査のた

めの分析法に関する研究、 (5)天野川河口域における

河川水の分散、 (6)植物プランクトンと魚類および底

生動物の関連性、 (7)琵琶湖赤潮プランクトンの増殖

機構、 (8)流入河川による水と土砂の運搬に関する研

究、 (9)表流水（湖水）と地下水との相互作用に関する

水文地球科学的研究、 (10)河川および湖内の水質調査

のための分析法に関する研究、 Ul)天野川河口域にお

ける河川水の分散、 (12)植物プランクトンと魚類およ

び底生動物の関連性、 (13)琵琶湖赤潮プランクトンの

増殖機構、加えて、 (14)比良山地から琵琶湖への溶解

物質および土砂の流出、 (15)表流水（湖水）と地下水と

の相互作用に関する水文地球科学的研究、 (laフッ素

を用いた琵琶湖流域の各河川の水質区分、 (11)天野川
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河口域における河川水の分散と流動、 (18細菌と植物

プランクトンの関係、 (19）小起伏斜面における土壌パ

イプが浸透・流出に及ぼす影響、 (20)外来魚による琵

琶湖沿岸帯の生態系の擾乱、⑳湖沼における揮発性

有機イオウ化合物の動態、四河川水の水質変動が湖

内の水質変動に及ぼす影響、 (23)河口域における河川

水の分散と流動、⑳赤潮の発生に関わる水質指標の

研究‘(25)外来魚による琵琶湖生態系の擾乱を継続し

ている。

5.水量・水質の管理と操作、流水管理と水質・環

境管理

(1)降雨の時間・空間分布特性、 (2)レーダ雨量計情

報を用いる短時間降雨予測、 (3)雨水流出の機構と予

測、 (4)裸地蒸発量の観測研究、 (5)琵琶湖における長

時間湖面蒸発量、 (6)琵琶湖北部地域の積雪・融雪・

流出の解析と予測、 (7)渇水の評価と利水安全度の評

価、 (8)流域地形効果を導入した雨流出モデル、 (9)リ

アルタイム洪水予測のモデルと手法、 (10)ダム貯水池

の実時間操作、 (11)琵琶湖南湖における一般汚染の調

査、 (12)琵琶湖南湖における臭気生成藍藻の調査、 (13)

琵琶湖発生臭気の微生物分解の研究、加えて、 (14)流

域場情報システムの構築と降雨場の解析、 (15)分布型

・広域・構造化流出モデルの開発、 (10人間ー流域系

の管理とシミュレーション、 (17)琵琶湖発生臭気の微

生物分解の研究、 (1$琵琶湖への流入農薬排水の制御

とリスクアセスメントの研究を継続研究している。

一方、これら琵琶湖水資源・水環境調査研究に連

動しつつ、センターの専任スタッフ、客員教官が主

導するプロジェクト研究も立ち上がっており、平成

4 ・ 5年度については

(1)降水物理と降水予測システム

(2)広域水循環ー琵琶湖プロジェクト

(3)水利用行動からみたリスクマネジメント

(4)環境・水利用技術の影響評価

平成 6・ 7年度についてはそのフォローアップも

含めて

(1)降水・流出系モデルのスケールアップ・ダウンの

方法論

(2)河川の生物群集と物理的環境の関係

(3)ダム整備と水環境創出の影響評価

(4)大都市の複合災害と水利用システムのリスクマネ

ジメント（阪神・淡路大震災を契機に）

のプロジェクト研究が進められている。

さらに平成 8年度防災研究所の改組にともない水

資源研究センターが「都市・地域規模および地球規

模での水資源を取り巻く自然・社会現象とその変化

を多角的にとらえ、ジオシステム、ソシオシステム、

ェコシステムの総体としての水資源の保全と開発の

システムを総合的に研究する」ことを目的に、地球

規模水文循環研究領域、都市・地域水文循環研究領

域、地域水利用システム計画研究領域から構成され

た。それにともない防災研究所に共同研究を実施す

るための特別事業費が配当されることになり、当セ

ンターの琵琶湖水資源・水環境調査事業がセンター

主導型のプロジェクト研究重視型にシフトする可能

性が高まり、従前から実施してきた分担課題は一部

各関連部門と共同して継続するとともに、そのいく

つかはセンター主導型に総合して、改組後のセン

ターの研究目的にさらに符合する形での新たなテー

マヘの発展系を展開した。その結果が平成8・ 9年

度にかがげた以下のプロジェクト研究である。

(1)地下水の利用と保全

(2)琵琶湖プロジェクト

(3)大都市の複合災害と水利用システムのリスクマネ

ジメント

(4)AI技術による水資源システムの管理支援

(5)都市の水辺環境創出に関する理論的・実証的研究

(6)河川の浸食・堆積環境と生物の棲み場所構造の関

係

琵琶湖及びその周辺域は自然的・社会的にも変化

しており、その実態を理解するための観測・調査の

継続とメカニズムの解明、シミュレーションと予測

にもとづく開発と保全策など、本調査研究の活用場
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面は多い。最近では、これら流域にあっても広域の 査研究は我が国とIHPとの研究面での窓口的役割も

大気・陸域の相互作用に支配される内容の高まりも 従前にもまして重要になってきている。その意味で

ましてきている。さらにIHPはphaseNを終え、 phase も本センターは研究面はもとよりIHP活動の運営面

Vに入り、比較水文学・（湿潤地域の）水文水資源を での役割が益々高まることは必須である。

主たる研究テーマのひとつとして掲げており、本調

> 衛星観測

濁物質流入
、 水質浄化 Uノ ,,. (流出試験地観

湖面蒸発
a -

湖流観測 千キ
- • I 

る I --・、COD負4 必 ー 、-‘‘: 2 地・空相互作用実験

動・分散・再配分
BOD 

｀ ̀ ・ ・・--

三•ヽ· ヽ タ ｀コンフリクトマネジメント

図ー1琵琶湖水資源・水環境調査の枠組みを考える上での基本となる諸要素とその相互関係ーその2
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3.1.2 特定共同研究

8P-1 構造物の衝撃的破壊メカニズム

の解明と防止

研究代表者：野中泰二郎

研究分担者：大野友則（防衛大学校土木工学科）、日

下彰宏（鹿島技術研究所）、小林秀敏（室蘭工業大学

工学部）、憂丸谷政志（室蘭工業大学工学部）、高畠

秀雄（金沢工業大学工学部）、谷村員治（大阪府立大

学工学部）、坪田張二（鹿島技術研究所）、三村耕司

（大阪府立大学工学部）

1.研究の背景と目的

1995年1月17日未明に発生した兵庫県南部地震は、

我が国有数の近代都市に壊滅的な打撃を与えた。倒

壊・大破した建築・土木構造物の多くは、現耐震設

計基準制定前の古い構造物であり、その破壊形状も

従来の地震に見られた水平地震動による部材の曲げ

あるいは曲げせん断破壊であったが、従来の地震被

害例とは全く異なるパターンの構造物破壊あるいは

損傷も発生した。それらの中でも特に直下地震特有

の地震動によって生じたと見られる現象に注目する

必要がある。例えば、鉄筋コンクリート造橋脚に発

生した輪切り状の水平ひび割れや圧縮破壊による損

傷、鋼製橋脚の堤灯座屈や輪切り状破損、鋳鋼製橋

脚の脆性破壊、鉄筋コンクリート造煙突の引張破壊、

鋼管柱や重量鉄骨部材の脆性的破断、場所打ち杭の

ひび割れ損傷などである。これらの現象は従来から

見られた様な繰り返し載荷あるいは揺れによる損傷

とは考え難く、地震の衝撃的作用に基づく損傷が起

因となった可能性がある。建築構造の分野では爆発

や衝突など特殊な問題以外、衝撃現象には深い感心

が寄せられることは無かったが、地震による異常な

被害に遭遇し、にわかにこの問題が着目されること

となった。衝撃問題は機械、造船、航空、土木など

の分野では、かねてよりそれぞれに関連する種々の

問題について相当の研究成果が蓄積されてきた。そ

こで将来の地震に備え、同様の被害を防止・軽減す

るためこれら先達の協力を仰ぎつつ、標題に示す特

定共同研究を企画した。本共同研究の具体的目的は、

主として、直下地震などの強震動に基づく建築・土

木構造物の衝撃的破壊現象について、その発生メカ

ニズムを解明するための基礎研究を遂行すること、

更に、将来の地震に備え、そのような破壊を防止・

軽減するための方策を探ることである。

2.研究経過の概要

・室蘭工業大学の研究者グループと共同でコンク

リートの衝撃引張試験を行った。

・大阪府立大学研究者グループと鋼パイプモデルに

よる衝撃圧縮試験と衝撃汎用プログラムDYNA2

D, DYNA3 Dによる地盤・構造物系の数値解析

を分担、遂行した。

・防衛大学校研究者グループと衝撃載荷のもとでの

コンクリートの復元力特性を実験的に調べた。

・鹿島建設株式会社技術研究所グループと共に、

1995年兵庫県南部地震による構造物の衝撃破壊事

例を調査した。

•金沢工業大学研究者グループとはDYTRAN、

MARC、DYNA等の汎用ソフトの有効性を比較・

検討したのち、現実的な建物の解析を遂行しつつ

ある。加えて、地震の専門家も交えて地震による

跳び石現象のシミュレーションを行いつつある。

3.研究成果の公表

本共同研究報告書に加えて、 1998年3月現在で、

国際学術誌掲載論文 1編、国際会議発表論文2編、

シンポジウム発表論文6編、解説・総説文3編の成

果を得た。
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8P-2 西南日本における地震活動の定

量的評価の研究

研究代表者：渡辺 晃

1.研究目的

西南日本では、フィリヒ゜ン海プレートによる南海

巨大地震に先行して内陸部にいくつかの大地震が発

生することが歴史的に確かめられている。 1995年兵

庫県南部地震は西南日本内陸部が再び活動期に入っ

たことを示すものと考えられている。このような内

陸部のM7級地震の予知は、現在のところ困難であ

るとされているが、この地震を貴重な資料として、

その前兆現象としての地震活動度を表す諸項目の時

間的・空間的変化を定量化し、有意な変動を取り出

して、客観的な判定基準を確立するための研究を推

進しなければならない。しかし、この判定基準は地

域により、また地震の規模によって異なってくる可

能性がある。このような観点から、中部地方から近

畿、中国、四国地方にいたる広範囲の過去の地震活

動データを集積し、統合データベースを構築して、

上記の研究を行うことを目的とした。

2.研究組織

研究代表者渡邊晃

所内担当者 渡辺邦彦、松村一男、竹内文朗、

伊藤潔、西上欽也、澁谷拓郎、

許斐直、片尾浩、大見士朗

所外担当者 前田直樹（関東学院大）、河野芳輝、

3.研究成果

古本宗充、平松良弘（金沢大）、

中村正夫、三浦勝美（東大地震研）、

西田良平（鳥取大）、

木村昌三（高知大）

1)西南日本内帯の地震活動

京大防災研究所の上宝、北陸、阿武山、鳥取の 4

観測所（網）が過去に実施してきたドラム観測、初期

テレメータ観測などの地震観測結果を整理し、西南

日本内帯の地震観測所統合震源データファイルを作

成した(1976年～1994年、約10万個）。基本的には、

各観測網の震源データを統合したものである。 1995

年以降については、システムの改変と兵庫県南部地

震のために、現在検討している。

2)西南日本外帯の地震活動

西南日本内帯の観測結果に加えて、同徳島観測所、

東大地震研究所の和歌山、広島観測所、高知大の1985

年～1994年の10年間の震源資料を統合して、西南日

本の地震活動の概要を示した。特に地域メッシュに

区切った深さ分布に着目した震源分布、および発震

機構解の分布を主結果とする。

3)地震活動度の解析

上記の広域地震活動度データおよび各観測網の観

測結果に基づいて、以下の地震活動解析を実施した。

活断層に関わる地震活動を定量的に評価するため

に、 GISを応用し、活断層の影響が周辺の地震活動

に及ぶ範囲の推定、および活断層周辺の地震発生密

度を定義して、個々の活断層の地震活動度の比較を

行った。

中国・近畿～中部地方内帯の地震活動の深さ分布

を量的に評価する方法を考案した。これによると、

地震活動の下限の分布は、地形の高まりと対応して

おり、これは熱構造と関連することが推定される。

また、深さ分布が急変する地域に活断層が発達して

いるようでもある。これらから、内陸大地震の発生

に関する仮説を構築しつつある。

丹波帯の地震活動について、地殻内の不均質の指

標である Q値を、周波数帯別のコーダ波の解析から

議論した。特に地震活動度に関連する Q値の中心周

波数が3.0Hz帯および4.0Hz帯であることから、不

均質構造のディメンジョンを500m~1000mと推定

した。また、発震機構解の決定精度の地域分布を論

じ、データ解釈の基準を示した。

1946年南海地震の余震分布を考察し、震源断層を

再検討した。また現在の四国地方の地震活動が低下

-26-



傾向に有ることを指摘し、南海地震を発生させる南

北方向の応力増加に着目した地殻応力状態を推論し

た。

西南日本の地殻下地震の分布を吟味して、異なっ

た進行方向や傾斜角度を持った 3つのスラプの存在

を指摘した。また南海地震の予測には、地震活動度

や発震機構解の時間変化が有効であることを示した。

4.研究成果の公開

本研究の成果は報告書「 8P-2」として刊行さ

れている。また地震観測データは、種類によっては

公開されているものもあり、基本的に公開の方向で

整備を行っている。

8P-3 高速地盤崩壊現象

研究代表者：佐々 恭二

（京都大学教授）

1.研究目的

地すべり（高速）、斜面崩壊、土石流、火砕流、斜

面液状化、落石など高速地盤崩壊現象は、地震、豪

雨、融雪、火山噴火、あるいは長期間のクリープの

後に突発的に発生し、人命を伴う大災害を引き起こ

す。これらの現象のメカニズムの解明と発生予測の

学際的・総合的研究に対する社会的要請は極めて強

い。本特定共同研究では高速地盤崩壊現象が特に問

題となった平成8年12月の長野県南小谷村蒲原沢土

石流、平成 9年 5月の秋田県鹿角市澄川の地すべり

•土石流、平成 9 年 7 月の鹿児島県出水市針原川で

注目された「崩壊誘起土石流」現象について国内お

よびカナダ、米国、国連ユネスコの研究者と共同で

研究を進めた。

2.研究組織

佐々 恭二（研究代表者）教授京都大学

高橋 保教授京都大学

奥西一夫教授京都大学

千木良雅弘教授京都大学

古澤 保教授京都大学

太田猛彦教授東京大学

中村浩之教授東京農工大学

丸井英明教授新潟大学

土屋 智教授静岡大学

林 拙郎教授三重大学

矢田部龍ー教授愛媛大学

岩尾雄四郎教授佐賀大学

岩松 暉教授鹿児島大学

山田 正教授中央大学

諏訪 浩助教授京都大学

海堀正博助教授広島大学

福岡 浩助教授京都大学

泉 典洋助教授東北大学

竹内篤雄助手京都大学

渡辺直喜助手新潟大学

森山聡之助手九州大学

洪 勇助手中国・長春科技大学

（京都大学防災研究所共同研究者）

田中耕平室長科技庁・防災科研

森脇 寛室長科技庁・防災科研

門間敬一室長建設省土木研究所

遠藤秀典室長通産省地質調査所

井口 隆主任研究官通産省地質調査所

中里裕臣主任研究官農水省農業工学研

星野 実専門職建設省国土地理院

関口辰夫係長建設省国土地理院

岩橋純子研究員建設省国土地理院

牛 山 素 行 研 究 員 科 学 技 術 振 興 事 業 団

沼本晋也大学院生東京大学大学院

古谷 元大学院生京大院・理学研究科

郎 華大学院生東京農工大院・農

Dmitry Vankov 院生京大院・理学研究科
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3.研究成果の概要

平成8年12月に発生した長野県小谷村蒲原沢の崩

壊誘起土石流災害、平成9年5月の秋田県・澄川の

地すべり・土石流災害、平成9年7月の鹿児島県・

針原川の渓床堆積物の採取、およびリングせん断試

験を通じて崩壊誘起土石流の発生、流動機構の研究

を行った。平成9年 1月29日および2月26日、平成10

年1月31日に共同研究者が京都大学防災研究所に集

合し討論会を開催した。本共同研究において近年発

生した高速地盤崩壊の実体とその素因・誘因に関し

て多くの情報が得られた。その成果は多岐に及ぶが、

防災研究所を中心とした研究成果の概要をまとめる

と以下の通りである。

1.蒲原沢、澄川、針原川の各崩壊誘起土石流災害

の発生、運動メカニズムについて各現場を合同で

調査土の採取を行い、リングせん断試験機を用

いて「すべり面液状化」の実験的検証を行った。

2.針原川の源頭部試料についてリングせん断試験

機を用い間隙水圧を上昇させる試験を行い、豪雨

時の地すべり再現試験を行ったところ、破壊線到

達後、すべり面液状化が発生し高速運動が再現で

きた。

3. リングせん断試験機内ですべり面液状化による

高速せん断運動中、排水／非排水条件の切り替え

を行ったところ、非排水条件で体積変化は起こら

ないが、排水条件下では粒子破砕による体積収縮

が継続した。粒子破砕による透水係数の減少が確

認され、試験後の試料断面の観察と粒度分析によ

り、せん断ゾーンで粘土化が進行していたことが

わかった。

4.鹿児島県出水市針原川の斜面崩壊のリングせん

断試験による再現試験では、せん断箱を排水状態

に保った状態での試験においても、せん断ゾーン

での著しい粒子破砕と体積収縮および粒子破砕に

よる透水係数の低下のために、せん断開始後、せ

ん断ゾーンでは高い過剰間隙水圧が発生すること

が確認された。

5.秋田県澄川地すべりの現地調査および応力制御

非排水リングせん断試験による研究では、再活動

地すべりの運動土塊がゆっくりした速度で飽和し

た安山岩質の渓床堆積物に乗ることにより、堆積

物内部のせん断ゾーンにおけるすべり面液状化と

非排水載荷があいまって極めて低い摩擦角が発揮

されることが確認された。この実験事実は、低速

度の地すべりが、なぜ緩勾配の渓床を高速で移動

する地すべり運動に転化したのかを説明し得るも

のである。

6. 非排水試験と乾燥試料についてのリングせん断

試験を行い、粒子破砕による体積収縮の程度とす

べり面液状化の発生しやすさの定量的解析を行っ

た。

4.研究成果の公開

月刊「地球」において「崩壊誘起土石流jの特集号

(Vol.19,No.10, 1997)を出版する他、学術雑誌等に

17篇の論文を発表した。

8P-4 河口領域における災害水理に関

する研究

研究代表者：高山 知司

（水災害研究部門教授）

1.研究目的

本研究は河口領域における災害水理の現象の解明

と予測手法の発展を目指し、 4つのサプテーマ、す

なわち、 1)洪水出水と高潮の相互発生特性、 2)河口

部における洪水と高潮の相互干渉、 3)河口部におけ

る洪水と波浪の相互干渉、 4)河口部における土砂輸

送にわけ、共同研究を実施した。

2.研究組織

所内のメンバーは以下の通りである。

高橋 保（教授）

-28-



井上和也（教授）

椎葉 充晴（教授、現京都大学大学院）

間瀬 肇（助教授）

中川 ー（助教授）

戸田 圭一（助教授）

立川康人（助教授）

吉岡 洋（助手）

里深好文（助手）

所外のメンバーは以下の通りである。

砂田 憲吾（山梨大学、教授）

端野道夫（徳島大学、教授）

神田徹（神戸大学、教授）

後藤智明（東海大学、教授）

真野 明（東北大学、教授）

澤井健二（摂南大学、教授）

堺 茂樹（岩手大学、助教授）

清水 康行（北海道大学、助教授）

渡邊明英（広島大学、助教授）

由比政年（金沢大学、講師）

吉田 弘（徳島大学、助手）

3.研究内容

大阪における台風性降雨と高潮の同時生起性の実

態を80年間460個の台風について最大潮位偏差出現

時およびヒ°ーク雨量発生時の台風位置を求め、降雨

と高潮に関する回帰分析を行った。さらに確率的台

風モデルとそれによる高潮、降雨のシミュレーショ

ンを行い、ヒ°ーク降雨量と最大潮位偏差の関係がほ

ぽ実測値の全般的傾向と一致した結果を得た。それ

らに基づいて、 Markedpoint processes理論により台

風時ピーク降雨と高潮最大潮位偏差の年最大値等の

リターンピリオド線の推定法を提案した。流れおよ

び水深の急変化を考慮した拡張型非定常緩勾配方程

式を用いて、河口部周辺の波浪変形計算を行った。

波向線法では焦点が形成されるケースでの回折効果

を考慮することができた。また、現在流れの効果を

考慮したブシネスク方程式を誘導している。

新潟県の姫川と関川をとりあげ、過去に大規模な

土砂流出があった時点からの河口地形の変動を詳細

に検討した。とくに関川は河口部の直江津港におい

て導流堤や突堤工事が繰り返され、上流部では砂防

ダム建設が継続し、それらによる土砂のせき止めに

よって汀線が変化してきた。最新の資料を追加して

平成 7年の大規模土砂流出に伴う変化を追跡し、将

来の地形変化を予測するモデルを構築している。

高潮と洪水の重畳災害の危険性を大阪湾と淀川を

対象として、高潮と洪水のピーク生起時差と河川水

位、断面平均流速の関係について考察し、さらに氾

濫解析の結果を用いて防災対策を検討した。河川に

は1次元解析を海域には 2次元解析を用い、河口部

において接続して両者の同時計算を行った。接続に

際しては河川から海域へは河川流量を流量フラック

スに変換して与え、海域から河川へは河口部におけ

る水位を下流端条件として与えた。高潮ヒ°ークが満

潮時におきると想定し、洪水ヒ°ークと士 3時間(7

通り）の生起時差を与えて計算した結果、上流では

重畳による影響はあまり見られなかったが、下流で

は生起時差ー 1時間の時に高い水位上昇が見ら

れ、＋ 3時間のときに流速の増加が見られた。台風

モデルによっては最大水位上昇が堤防天端高に達し、

越流する結果を得たが、氾濫解析の結果では氾濫域、

浸水深ともに軽微であった。しかし河道内の波浪や

風力を考慮すれば重畳時の危険性は十分認識してお

く必要がある。

4.研究成果

平成 9年度の防災研究所講演会で他大学の共同研

究者に発表をお願いし、 3名の先生が発表を行った。

その成果は平成10年中に刊行される防災研究所年報

第41号に登載の予定である。その他、海岸工学論文

集、水工学論文集に投稿中である。
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8P-5 メソ異常気象現象の数値シミュ

レーション

研究代表者：光田 寧

（大気災害部門）

本研究は、現在気象庁の数値予報が対象としてい

る20km格子よりもさらに細かい 1km程度の分解能で

のメソ気象予報を行う数値モデルを実用化し、集中

豪雨、竜巻、突風などのメソ異常気象の予測につな

がる数値シミュレーション手法について研究するこ

とを目的とするものである。米国オクラホマ大学の

CAPS (Center for Analysis and Prediction of Storm)で

開発された数値予報モデルARPS(Advanced Regional 

Prediction System)と米国YSA社の山田哲司博士が開

発したメソスケール気象モデルHOTMACを導入し、

データベースを含めた計算環境の整備、いくつかの

事例への適用研究を共同研究者で分担して実施して

きた。また研究集会を平成8年度に 3回、 9年度に

2回開催し、モデル開発者による講演、情報の共有

と成果の検討を逐次行った。

ARPSを用いた研究では、まず国土地理院の国土

数値情報に含まれる標高データをモデルに導入する

ためのインターフェースの作成、地表面パラメータ

算出に必要となる土壌・植生データベースの調査を

行った。次に、海陸風循環と内部境界層の発達、地

峡における風速の強化を例題にモデルの性能検証を

行った。また、北九州を対象に実地形を入れた計算

を行い、地形解像度と計算結果の関係について調べ

た。さらに、 1997年 8月 7日の箕面の集中豪雨のシ

ミュレーション、石狩湾周辺地域での適用計算を実

施した。中国西北部で発生するダストストームのシ

ミュレーションも試みた。

HOTMACを用いた研究では、肘川あらしのシ

ミュレーション、京都市北部での局地循環と大気拡

散のシミュレーション、複雑地形上での強風と乱流

のシミュレーションを実施した。

研究集会の実施では、平成8年11月に第 1回の研

究集会を実施し(17名参加）、 Hotmacの開発者であ

る山田哲司博士の講演とHotmac使用法の実習を

行った。平成8年12月に開催した第 2回の研究集会

では、米国オクラホマ大学名誉教授の佐々木嘉和博

士の講演、 ARPSの基礎方程式の説明、簡単な計算

例の紹介を行った。平成 9年2月には第 3回研究集

会を実施し、 ARPSを用いたシミュレーションの報

告、 Hotomacを用いた肱川あらしのシミュレーショ

ンの報告が行われた。さらに、メソモデルの入力と

して有効な、レーダーデータの解析について報告さ

れた。平成 9年 5月の第 4回研究集会では、山田哲

司博士の講演とARPSによる内部境界層シミュレー

ションの報告が行われた。平成 9年10月の第 5回集

会では、 ARPSによる中国東北部のダストストーム

のシミュレーション、石狩湾周辺における冷気張り

出し時の雪雲形成に関するARPSを用いた検討、

ARPSへの地形土壌データの取り込み等が報告され

た。

2年間の共同研究により、モデルの運用環境が整

備され、日本の地形情報を用いたシミュレーション

を行う体制ができた。しかし、適用計算の結果は必

ずしも満足できるものではなく、特に降水の予報を

精度良く行うためには、基本場の温位や比湿の鉛直

分布、擾乱の初期場の情報を精度良く与える必要が

あることが示唆され、数値モデルの導入と平行して

データ解析による現象の解明を進める必要が再確認

された。今後は、気象庁のGPVデータの導入などの

計算環境の整備を行いながら、実際の事例への適用

を重ねて、メソ異常気象の数値予測手法の確立を目

指す。
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8P-6 わが国の自然災害研究体制の

ネットワーク化に関する研究

一災害の地域性とその変貌ー

研究代表者：河田 恵昭

1.研究目的

これまで、自然災害総合研究班によって、全国 6

地区の地区部会が構成され、災害の地域性に関する

研究が行われてきた。しかし、その研究の大部分の

視点は、地域毎に災害の特徴がどのように発現する

かということであり、過去に起こった被災事例を資

料解析的に研究する方法が採られた。この方法に

よって、地域毎に災害の特徴が明らかになった反面、

同種の災害について地域間比較する作業が残されて

きた。そのために、災害の地域間の共通性について

の知見は少なく、それが共通の災害対策の提案など

の遅れにつながっている。そこで、災害のネット

ワーク的研究体制を構築し、これを活用して、都市

における自然災害とその基本対策に関する共同研究

を実施する。

2.研究組織

研究代表者

巨大災害研究センター教授河田恵昭

防災研究所内担当者名

巨大災害研究センター教授林 春男

助教授西上欽也

客員助教授 松林宇一郎

水災害部門 教授椎葉充晴

地震災害部門 教授佐藤忠信

他大学の研究者：約25名参加

3.研究成果

防災は優れて学際的な課題である。しかし、「学

際的」の意味するところは決して明確ではない。既

存の学問分野の寄せ集めではだめで、個々の学問分

野を相互に結びつける「共通言語体系」を構築する

ことが必要である。すなわち、防災学の中心となる

学問分野は決まっておらず、ある学問分野もほかの

学問分野と関連するネットワークを構成しており、

一つのプログラムを構成している。つまり、ある学

問分野の成果がほかの分野の境界条件あるいは初期

条件になる。したがって、このレベルの情報を共通

言語化することが重要である。本共同研究によって

共同研究の候補課題が多く提案されており、そのい

ずれもが既存の学問領域からのアプローチでは不十

分であることが確認された。

とくに、国際的な災害調査ネットワークをどのよ

うにして作るのか、南海東南海地震津波による広

域被害対策を進めるための研究体制づくりをどのよ

うにして実現するのかについて集中討議され、その

実現のために科学研究費に応募することが提唱され

た。

4.研究成果の公表

各担当者が論文等で公表する。

9P-1 都市空間の安全質向上のための

生産・管理システムの構築に関す

る研究

研究代表者：鈴木祥之

（京都大学防災研究所）

1.研究目的

阪神・淡路大震災は技術的な教訓のみならず、都

市の安全性を確保すべき社会システムにおいて多く

の問題を指摘した。本研究は、構造物単体だけでな

く都市空間としての地震防災の問題を検査システム、

生産システム、品質管理システムの観点から分析・

解明することによって、次世代の性能設計・都市設

計を担う設計・施工システム、維持・保全システム

を構築することを意図しており、幅広い分野から都

市空間の安全の質を向上させる方策を提案すること
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を目的として、以下の検肘課題に取り組む。

1)建築基準法の改正と性能規定

建築基準法性能規定化の問題点、性能規定化に

よる性能設計法の開発、設計・施工の問題、耐

震診断・耐震改修・耐震補強法の開発

2)性能評価・性能保証システム

性能評価・表示システム、検査制度および性能

保証制度、損害保険のリスク評価と保証制度、

国際標準規格

3)都市防災の方策

都市の地震被害予測・推定、建築物および都市

の保全・再生、性能規定化の都市防災ポテン

シャルヘの効果

研究期間は平成9年度と10年度の 2年間であり、

以上の課題について、大学の研究者のみならず、

設計・施工の実務者、行政および保険等の担当者

と年に数回の研究会およびワーキングを開催しな

がら議論を進める。

2.研究組織

研究代表者：鈴木祥之（防災研究所）

研究参加者：藤原悌三（防災研究所）、岡田憲夫（防

災研究所）、亀田弘行（防災研究所）、萩原良巳（防災

研究所）、多々納裕一（防災研究所）、岩井哲（防災研

究所）、北原昭男（防災研究所）、古坂秀三（京都大学

大学院工学研究科）、布野修司（京都大学大学院工学

研究科）、大井謙一（東京大学生産技術研究所）、横

尾義貫（京都大学工学部）、巽和夫（福山大学工学部）、

鎌田輝男（福山大学工学部）、斎藤幸雄（圏日建設計

名古屋事務所）、長能正武（圏竹中工務店技術研究所

基礎研究部）、坪川博彰（損害保険料算出会地震保険

部）、斉藤大樹（建設省建築研究所第三研究部）、俣

野博（（樹竹中工務店大阪本店）、林康裕（清水建設株

式会社和泉研究室）、谷山英利（京都市消防局防災対

策室）、又木義浩（圏竹中工務店技術研究所）、福山

敬（鳥取大学工学部社会開発システム工学科）、吉村

昌宏（清水建設株式会社設計本部）、村上ひとみ（札

幌市立高等専門学校）、寺尾厚子（大阪市計画調整局

建築指導部）、田中辰明（お茶の水女子大学生活科学

部）、真鍋純（建設省住宅生産課）

3.研究の経過と成果

平成9年度は、主として問題提起と問題解決への

アプローチについて検討を行うため、研究会等を開

催して議論を進めた。実施した研究会等は、以下の

通りである。

第1回研究会 平成9年8月7日（木）、防災研究所

国際セミナー室

横尾義貫「建築構造の立場から防災論や施工管

理」、巽和夫「建築計画の立場から建築生産システ

ム」、斉藤幸雄「実務者の立場から設計・施工の問

題」、斉藤大樹「現在検討中の性能設計」

第2回研究会 平成 9年12月5日、防災研究所国際

セミナー室

又木義浩「建設業界の立場からの建築基準法性能

規定化の問題点」、坪川博彰「損害保険の立場から

リスク評価の問題」、長能正武「震災緊急対応シナ

リオ・シミュレーション」

第3回研究会 平成10年3月16日（月）、京都リサー

チパーク

テーマ：住宅の性能評価・表示システムについて

巽和夫「性能評価・表示システムの基本構想」、

真鍋純「現在までの取り組みおよび今後の展開」、

田中辰明「性能表示の普及等について」

今後は、住宅等性能保証に関連する検査制度と保

険制度、都市防災について議論を進める。また、シ

ンポジウムを開催して研究成果を発表するとともに

報告書にまとめる。
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9P-3 大気接地層における乱流輸送過

程の観測法に関する研究

研究代表者：林 泰一

（災害観測実験センター

気象海象観測実験領域）

最近、エルニーニョをはじめとする異常気象現象

の発生に伴い、豪雨による洪水、台風による強風や

大雨による気象災害が頻発するようになった。これ

らの異常気象現象の機構を解明し、発生を予測して

いくためには、大気のエネルギーの循環を正しく評

価することが必要である。このためには、人工衛星

などの遠隔測定によって、地面大気間の運動量や顕

熱、潜熱の乱流輸送量を広範囲に、長期間にわたっ

て観測し、モデルを開発することが現在最も重要な

課題になってきた。しかし、遠隔測定の結果が正し

いかどうかを検証するためには、実際に地面付近で

の観測地をGROUNDTRUTHとして、絶えず校正す

る必要がある。またモデルの初期条件や結果の検証

には、実際の観測値がどうしても必要である。大気

接地層中での乱流輸送量の測定には、超音波風速計

や赤外線湿度変動計のような応答の早い気象計測器

が開発されて、価格も低下してきたため、以前に比

べると簡単に観測が行われてきている。しかしなが

ら、これらの計測機器での観測値には考慮すべき問

題点があり、正しい乱流計測結果を出していくため

には検討すべき点がある。しかし、これらの機器が

普及するに連れて、これらの議論なしに研究が進め

られているのが現状である。この研究では、現在実

施されている乱流観測の問題を検討し、より合理的

な乱流輸送量の評価方法を確立する。研究者は15名、

大学院生 7名が参加しており、下記のような研究課

題について研究を進めている。

(1)大気接地層における乱流輸送量の長期観測

(2)大気接地層中の熱収支観測

(3)大気接地層の乱流場における組織運動

(4)大気境界層における雲と日射の乱流輸送に及ぼす

影響

(1)は潮岬風力実験所を観測基地として、乱流計測

を長期観測を継続し、長期モニタリングとして、 10

年程度連続して進める準備をした。また、これまで

中国のゴビ砂漠で入手した乱流計測資料や、この特

定研究のメンバーの何人かが参加する、 GAME/

Tibet(GEWEX Asia Monsoon Experiment)の観測資料

も用いて、相対湿度が10％以下の低湿度極限状態や

強不安定状態での乱流計測の問題点を明らかにして

いる。 (2)も潮岬風力実験所における長期モニタリン

グ計測を実施している。とくに、簡単な地表面温度

の評価法である「強制復元法」の適応限界を確かめ

た。 (3)は風洞や水槽実験で明らかになった乱流境界

層における組織運動を、大気接地層でも、複数の計

測機器を配置して、その発生機構を明らかにする。

(4)は京都大学超高層研究センターとの共同観測で、

MUレーダー観測所において、ソーダーとMUレー

ダーを併用し、地上付近から数km上空までの大気境

界層全体のふるまいを明らかにしていくことを目的

とする。

突発災害調査

1.バングラデシュ、タンガイル県の竜巻の被害調査

(1996年7月実施）

1996年5月13日、バングラデシュ人民共和国タ

ンガイル県において竜巻が発生し、死者518名、

負傷者60,000人を越える被害が発生した。防災研

究所では、林泰ー（災害観測実験センター）と桂順

治（大気災害部門）が1996年6月27日から 1週間、

現地調査を行った。実際に被災地に入って被害の

現状を調査するとともに、地方の役場で被害分布

地図や被害統計を入手した。また、バングラデ

シュ気象局や宇宙遠隔探査研究機構で地上気象観

測結果やレーダーエコーなどの資料を収集した。

これらの結果は日本気象学会、日本風工学会、自

然災害シンポジウムで発表した。

2.和歌山県白浜町における海上竜巻の調査
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(1997年 5月実施）

1997年 5月13日、和歌山県白浜町の沖で海上竜

巻が発生した。発生当時、南紀航空が遊覧飛行を

実施しており、この竜巻のビデオ撮影に成功して

いた。防災研究所では林泰ーと芹澤重厚（災害観

測実験センター）が白浜町の南紀航空や和歌山県

警航空隊に出向き、現地取材した。また、和歌山

県地方気象台白浜空港出張所で気象資料、潮岬測

候所で高層観測資料、室戸岬測候所でレーダーエ

コーの資料を入手した。

3.九州北中部の強風災害の被害調査

(1997年11月実施）

1997年10月14日九州中北部において、メソ気象

擾乱が通過して、気象災害が連続して発生した。

とくに、熊本市においてはゴルフ練習場のネット

の支柱28本が倒壊し、周囲の家屋に甚大な被害を

発生した。同日、長崎県壱岐では竜巻が 2つ発生

し、死者 1名の被害が発生した。防災研究所では、

林泰ー（災害観測実験センター）と丸山敬（大気災

害部門）が現地調査を実施した。熊本の被害は極

めて局所的な被害であり、熊本地方気象台、陸上

自衛隊などで資料収集の結果、ダウンバーストの

可能性が示唆され、被害の実態から風速の推定な

どの検討がなされている。壱岐の竜巻は目撃者が

あり、被害から風速の推定がなされた。日本風工

学会誌に報告した。

4.東京都八丈町において、竜巻の被害調査

(1998年 3月実施）

1997年11月17日、東京都八丈島で竜巻が発生し

た。この竜巻は、島の中央部を横断して、全壊家

屋 xx棟の被害が発生した。防災研究所では、今

本博健、林泰一（災害銀測実験センター）および河

内伸治（技術室）が現地調査を行った。被害現場で

の調査をはじめとして、八丈町役場、八丈島測候

所などにおいて、被害統計、被害分布地図、気象

資料などを収集した。

9P-4 実物大建築物の強風応答計測法

の確立

研究代表者：河井宏允

（東京電機大）

研究組織：桂順治、奥田泰雄、丸山敬、松本勝、白

土博通（京大）、谷池義人、谷口徹郎（大阪市立大）、

丸田栄蔵、神田亮（日本大）、岡南博夫（大阪高専）、

松本武雄（金沢工大）、河井宏允、藤波潔（東京電機

大）

1.研究目的

台風などの強風による災害を最小限に食い止める

ためには、強風の性状とそれに伴う風力および構造

物の応答を構造物の設計段階において正確に予測す

ることが必要である。このために使われてきた手段

のひとつが風洞を用いた模型実験である。模型実験

による予測が正確であるかどうかは、構造物が建設

された後の実測との比較によって行われる。エッ

フェル塔やエンパイヤステートビルでの風観測以来、

この目的で非常に多くの実測が行われてきた。しか

し、風洞のように人工的に環境が制御できる模型実

験とは異なり、自然が相手の実測の場合、様々な困

難があり、得られたデータの信頼性に疑問が投げか

けられることも多い。

実測結果を風涸実験結果と比較する場合、最も大

きな問題は、実測では風洞のように基準となる風速

と基準となる静圧を正確に評価することが難しい点

である。基準となる風速や静圧の条件としては、そ

れらに建物の影響が及ばないことが期待されるが、

そのような場所を実測で見つけるのは非常に難しい。

また、自然風のように風速、風向が大きく変動する

気流の中で静圧（大気圧）を正確に測定する方法も確

立されていないという計測上の問題点もある。

本研究は、実測と風洞実験結果の比較の決めてと

なる基準風速と基準静圧を正確に測定する方法を確

立するとともに、実測から判明した静圧の性状を詳
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しく分析し、既存の台風設計の問題点や強風災害の

原因を明らかにすることを目的としている。

2.研究成果

本研究では次の事柄について研究した。

(1)この問題に対する国内外の既往の研究をまとめ問

題点を摘出した。

(2)建物の影響が風にどのような影響を与えているか

を、風洞実験と実測の比較から検討した。

(3)自然風中で静圧を測定する測定装置を開発し、潮

岬風力実験所で実測を行った。

(4)潮岬風力実験所内に風洞実験模型よりも 1オー

ダー大きい模型（中間模型）を設置し、その室内圧

と静圧との関係を研究した。

(5)静圧を測定する方法として有効とされている地面

に開けたマンホール内の圧力を測定し、中間模型

の静圧と比較するとともに、静圧と上空風速との

長周期変動の関係を明らかにした。

(6)数値シミュレーションにより、静圧の空間的、時

間的構造を解明し、静圧変動の原因を風速変動と

の比較によって検討した。

3.研究成果の公表

研究成果は建築学会大会、土木学会大会などで順

次、口頭発表される他、今年12月に行われる第15回

風工学シンポジウムでも本研究に関連した数編の論

文が発表される予定である。また、来年の 1月には

防災研究所において、研究成果の発表会を開催し、

その結果をまとめて正本として発行する予定である。

9P-5 桜島火山の地下水・熱水系に関

する研究

研究代表者平林順一

（東京工業大学

草津白根火山観測所教授）

研究組織

大場武 ：東京工業大学

草津白根火山観測所助教授

野上健治：東京工業大学

草津白根火山観測所 助手

田中良和：京都大学理学部

地球熱学研究施設火山研究センター助教授

橋本武志：京都大学理学部

地球熱学研究施設火山研究センター助教授

西田 泰典：北海道大学大学院理学研究科

地球惑星化学専攻教授

茂木 透：九州大学工学部資源工学科助手

坂元隼雄：鹿児島大学理学部

地球環境科学科教授

石原和弘：京都大学防災研究所教授

山本圭吾：京都大学防災研究所助手

1.研究目的

本研究は桜島火山の山体内での熱水流動系の実態

と地下水・熱水の起源について調べることを目的と

して、自然電位の観測と併せて島内の湧水・温泉水

の化学組成と同位体組成を調べ、物質流動の立場か

ら桜島の山体構造と火山活動との関連について研究

する。

2.研究成果

平成9年度は、桜島火山の南部から西部の海岸地

域および春田山、引の平地域の自然電位調査および、

電気探査を実施し、地下水・熱水の分布状態および

その流動などについて検討を行った。その結果、引

の平周辺では流体の上昇域の存在が確認された。ま

た、 5月には桜島島内およびその周辺に分布する温
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泉、水井戸、水に溶存するガスなどについて調査し、 3.1.3 -—船t~I司碍fgg
その化学組成、安定同位体組成などについて検討を

行った。その結果、桜島島内の深部には古い地層を

起源とする温泉が存在すること、島の東部～西部の

海岸地域には最近の火山活動に伴う温泉が湧出して

いること、島の西部～北部の海岸近くには天水起源

の水の層が存在することなどを明らかにした。さら

に、桜島南部の地下に存在する熱水系の時間変化に

ついて調べるため、同地域の銀測井の水温・水位の

連続観測とその周辺の自然電位の連続観測を開始し

た。

10年度は、 9年度の調査結果を踏まえ、調査範囲

を拡大し自然電位観測と電気探査を実施する。併せ

て未調査の井戸水・湧水などの調査、 9年度調査時

点での繰り返し観測などを実施する。これらの観測

・調査の結果と既存の各種資料とを併せ、桜島島内

の地下水熱水系の分布、その流動機構、化学的構造

などを明らかにするとともに火山活動の水位を把握

9G-1阪神・淡路大震災における建造物

被害と人的被害との関係に関する

調査研究

研究代表者：西 克治

（滋賀医科大学）

所内担当者：林 春男

研究期間平成9年 4月 1日～平成10年 2月28日

研究場所 滋賀医科大学法医学講座・京都大学防災

研究所

参加人数 4名

滋賀医科大学法医学講座・教： 授：・西 克治

巨大災害研究センター・教 授・林 春男

滋賀医科大学法医学講座·取］教：授：・~村t明儒

巨大災害研究センター・助 手・田中 聡

するための観測地点ならびに観測項目の選定などを 1.研究目的

行う。 兵庫県監察医が調査した西宮市における阪神・淡

3.成果の公開

これまでに得られた成果については、平成9年度

防災研究所研究講演発表会で発表した。平成10年度

の研究終了後には、成果を報告書としてとりまとめ

印刷する。

大場武•平林順一・野上健治・石原和弘・山本圭吾：

桜島火山の地下水・熱水系

橋本武志•田中良和·西田泰典・茂木透・石原和弘：

桜島火山の自然電位分布

路大震災の直接的外力による死亡者のデータと建造

物被害のデータとを対比する事によって、建造物被

害と死亡者個々の死因との因果関係ならびに地震災

害における人的被害のrisk factorを明らかにする事

を目的とする。本研究によって明らかになったrisk

factorを検討することによって特に個人レベルで行

ない得る防災対策を考案し、広く啓発することを目

的とする。

2.研究成果

地震災害における人的被害推定、特に死亡者数の

推定は、従来より、地震災害における被害推定の重

要な部分を占めるものであった。死亡者数の推定方

式の代表的なものとして、東京都が用いた推定式、

LoglOD=O. 95987 ・ LoglO(H + F)-1. 02912 

D:死亡者数、 H:建物被害数（全崩壊＋0.2・半壊

数）、 F:建物焼失数があり、各自治体の被害推定
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システムの中でよく用いられているが、 1)建物被害

を実数として把握する必要がある、 2)死亡者数を過

大に評価しがちである、という問題点があり、必ず

しも実用的な推定式とはいえないものであった。 1)

については建物被害率を用いることのできる推定式

の開発、 2)については死亡者数の発生分布D:死亡

者数、 H:建物被害数（全崩壊＋0.2・半壊数）、

F:建物焼失数があり、各自治体の被害推定システ

ムの中でよく用いられているが、 1)建物被害を実数

として把握する必要がある、 2)死亡者数を過大に評

価しがちである、という問題点があり、必ずしも実

用的な推定式とはいえないものであった。 1)につい

ては建物被害率を用いることのできる推定式の開発、

2)については死亡者数の発生分布における非正規性

の補正が必要であると考えられる。そこで、今回は、

西宮市が罹災証明発行の目的で行なった建物被害調

査結果と兵庫県観察医が行なった被災死亡者数の調

査結果をもとに“探索的データ解析手法(Exploratory

Data analysis : E D A)"を用いた人的被害推定式の

開発を行なった。

西宮市の建物被害調査では、全壊24,049、半壊

17,650であり、死亡者総数は1,010名であるが、今

回は受傷場所が特定できた857例について検討を行

なった。西宮市における400余りの町丁目各々の建

物全壊率に対する人口1,000人当たりの死亡者数の

と従来の最小自乗法による 1次回帰ならびに 2次回

帰に比べて高く、この式をもとに西宮市全体の死亡

者数を推定すると769名となり、最も実数に近い推

定を得た。今回用いたデータは実際の西宮市の死亡

者数1,010名に対して857名であり、約150名の未確

認の死亡者が残されている。この未確認データを加

えて解析の精度を向上させることが、今後検討すべ

き課題である。

3.成果の公開

•福島誠志・林春男・河田恵昭•田中聡・西村明

儒： EDA手法用いた人的被害の推定法の開発、

地域安全学会論文報告書、 7、pp.52-55、1997

•林春男・河田恵昭•田中聡·西村明儒·福島誠

志： EDAを用いた人的被害手法の開発、第16回

日本自然災害学会学術講演会講演概要集、 1997年

10月吹田、日本自然災害学会、 pp161-162

9G-2 鉄骨溶接柱はり仕口の塑性変形

能力の改善法

研究代表者：井上一朗

（大阪大学工学部）

所内担当者：中島正愛

分布を調べたところ上方への歪みが明らかとなった。 研究分担者：森田耕次（千葉大学工学部）、立山英二

このため、従来の最小自乗法を用いた回帰では分布 （近畿大学理工学部）、甲津功夫（大阪工業大学工学

の歪みの影響を受けて過大評価に傾くことが分かっ 部）、田渕基嗣（神戸大学工学部）、上場輝康（神戸大

たので、分布の歪みの影響を受けにくい中央値をも 学工学部）、南二三吉（大阪大学工学部）、森迫清貴

とに回帰を行い、建物全壊率から人口1,000人当た （京都工芸繊維大学工芸学部）、多田元英（大阪大学

りの死亡者数の推定式として、 工学部）、田中剛（神戸大学工学部）

If X >25、Y=0.0044X2 -0.1589X +1.2603、

Otherwise Y=O ; R2>0.61 1.研究目的

が得られた。この推定式によれば、建物全壊率が 1995年兵庫県南部地震において露見した鉄骨造建

25％に満たない町丁目では死亡者の発生を見ず、 物溶接柱梁接合部の脆性破断は、現行の耐震設計・

25％を越えた場合、 2次関数的に死亡者が増加する 施エプラクティスによる鉄骨造建物の耐震安全性に

ことが明らかとなった。この式の分散寄与率は61% 疑問を投げかけている。このような脆性破断が続出
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した原因を同定すること、また柱梁接合部により高 必ずしも有効ではないことが明らかになった。

い耐震性能を付与することは、いずれも緊急課題で 載荷速度：地震時に受ける動的な載荷と、構造実験

ある。これらの課題に一つの回答を与えるべく、こ で多用される準静的載荷による、塑性変形能力の違

こで組織した研究グループは、 1996年度に、統一し いを吟味した結果、当初の予測とは異なり、動的載

た材料・寸法・接合詳細・載荷方式による、計86体 荷によるほうが高い塑性変形能力が得られやすいこ

の実大柱梁接合部試験体に対する構造実験を実施し とがわかった。またその有力な理由の一つとして、

た。本研究では、これらの結果を相互に吟味し、柱 載荷中の顕著な温度上昇と温度上昇に伴う鋼材のじ

梁接合部の塑性変形能力に及ぼす諸要因を特定する ん性向上が挙げられることを、実験時の温度測定と、

とともに、各要因が塑性変形能力に及ぼす影響を定 温度変化による鋼材吸収エネルギーの推移分析から

量化し、耐震設計に供する情報を提示することを目 明らかにした。

的とした。各要因別の影響度については以下の所見

を得た。 3.成果の公表

すべての実験結果の詳細と、結果の分析から得ら

2.研究成果の概要 れた所見をまとめた報告書を作成するとともに、日

接合詳細の影響：従来から多用されているスカ 本建築学会主催の報告会において、その内容を関係

ラップ形式（従来型）に加えて、スカラップ孔による 諸兄に披露し批判を仰いだ。

応力集中を緩和することを意図した、二種類の新し

いスカラップ形式（改良型）を考案した。改良型スカ

ラップを用いることによって柱梁接合部の塑性変形

能力は一般に向上すること、ただじん性が高い材料

を用いた場合には、改良効果は限られていることが

明らかになった。

エンドタプの影響：現在エンドタブには、スチール

タブとフラックスタプが併用されている。フラック

スタブを用いる方が高い塑性変形能力を与える傾向

が見られるが、フラックスタブは施工技量に依存さ

れやすいこと、また接合形式によってはスチールタ

ブを用いる方が塑性変形能力を確実に保証できるこ

とも明らかになった。

溶接積層方法：梁フランジとダイアフラムを結合す

る完全溶け込み溶接において、大入熱 1層 1パス溶

接を施すと早期破断が続出するなど、厳正な入熱管

理による 1層多パス溶接の必要性が明らかになった。

接合形式の影響：現行プラクティスでは、いわゆる

工場溶接形式と現場溶接形式の二種類の溶接形式が

併用されている。両者がもつ塑性変形能力はほぼ等

しいこと、現場溶接形式ではフラックスタブ利用が

9G-3コーダ液励起による不均質性分

布の検出とそれに基づく新しい地

質潜在的危険度の評価法

研究代表者：蓬田 清

（広島大学理学部）

所内担当者：西上欽也

研究期間平成9年4月1日～平成10年2月28日

研究場所広島大学理学部

参加者数 4名

研究報告

高周波地震コーダ波は、地殻中のキロメートル以

下の微細な不均質構造を検出できる数少ない情報だ

が、これまでは空間的に一様なランダム媒質で十分

な観測精度しかなかった。高密度・高精度の最新観

測により、ある深さや地域に不均質性が局在する可

能性が指摘され始めた。本研究では、 1995年兵庫県

南部地震の余震観測網を用いて、コーダ波振幅より
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局在する微細不均質性を検出し、地震断層との関係

を調べ、将来的には内陸地震発生の危険度評価の基

本的な情報となることを目的とする。

用いたデータは、兵庫県南部地震の余震観測のた

めに、防災研究所が中心となって阪神淡路地域に設

置した地震観測網の波形記録である。67観測点で100

個の地震に対してコーダ波が明瞭に記録されている

計8713の地震記録を用いた。まず、コーダ波振幅の

時間減衰率（コーダQ値）の安定性が明確に示され

た。

次に、断層系の外の震源からのコーダ波振幅を用

いて、各観測点のサイト特性を求めたところ、概ね

表層地質分布によるものの、低周波数領域に比べて、

高周波数領域ではバラッキが大きくなることが示さ

れた。この結果は、カリフォルニアや日本の他地域

での広い領域の結果と調和的だが、狭い地域を密に

調査した例は数少ない。

最後に、上で求めた各観測点のサイト特性の補正

を用いて、断層系付辺での余震についてのコーダ振

幅を観測点毎に比較した。多くの場合は、サイト特

性の補正後は、コーダ振幅はすべての観測点ではほ

ぼ一定となり、従来の不均質性が空間的に一様なラ

ンダム媒質で説明できる。ところが、震源が淡路島

野島断層下の深さ約10kmである場合に限って、野島

断層沿いの観測点でのコーダ波振幅が系統的に 2

~3倍他の観測点より大きくなる。しかも 1~4Hz 

の周波数帯のみ、この現象がみられる。これは、野

島断層下深さ10km前後に不均質性が局在することを

示唆している。コーダ振幅異常が観測される周波数

帯から、その不均質性の大きさは0.5~1.Skmと推定

される。このように局在化した微細不均質性の存在

を明確に示したのは本研究が初めてであろう。

局在化した不均質性が野島断層下のみ、しかも深

さが地殻物質のductile-brittle境界付近であることは

興味深い。活動的な地震断層だけにこの特徴が見ら

れる可能性があり、地震危険度の評価にも新しい展

望が開ける可能性がある。

9G-4 形インバージョン法による火山

噴火の力学的モデルの構築

研究代表者：田中 和夫

（弘前大学理学部教授）

研究組織

田中和夫（弘前大学理学部教授）

小菅 正裕（弘前大学理学部助教授）

為栗 健（弘前大学理学部大学院修士課程）

井口 正人（京都大学防災研究所助教授）

1.研究目的

桜島火山において発生する火山性爆発地震と B型

地震を対象に、震源のメカニズムを求め、両者の相

違と共通点を明らかにすることにより、山頂での中

心噴火を繰り返す火山での噴火機構を明らかにする。

桜島火山 2個所において長周期地震計による爆発地

震と B型地震の観測を実施する。波形インバージョ

ン法により、これらの地震のモーメントテンソル解

を求める。

2.研究成果

本研究において中帯域地震計により観測され、波

形解析された爆発地震は 5個、 B型地震は 3個であ

る。波形インバージョン法により、これらの地震の

震源メカニズム解（モーメントテンソル解）を求めた

結果、爆発地震、 B型地震ともにnondouble couple 

（非双力源）成分が卓越する体積膨張型に近いモーメ

ントテンソル解が得られた。しかしながら、両者の

モーメントテンソルの成分比を比較すると、爆発地

震のMzz成分（鉛直方向）はB型地震のそれより顕著

に大きく、またその絶対値も大きいことが明らかと

なった。この事実は、爆発地震の発生が火口直下に

作用する鉛直方向の外向きの応力に大きく依存して

いることを示している。この結果はまた、爆発地震

には対応する爆発的なブルカノ式噴火が見られるが、

B型地震には、比較的弱い噴煙放出あるいはストロ

-39-



ンボリ式噴火が見られることと調和的であり、噴火 2.研究経過の概要

は地震発生の際のMzz成分の大きさによって規制さ 1997年 8月22日～24日、新潟県大潟町にある京都

れていることが示唆される。 大学防災研究所附属大潟波浪観測所の桟橋を利用し

3.成果の公表

為栗 健：桜島火山におけるB型地震、爆発地震

の発生メカニズム、弘前大学理学研究科修士課程論

文、 1997年度

為栗 健•井口正人・田中和夫•石原和弘：桜島

火山で発生する B型地震および爆発地震のメカニズ

ム、 1997年度地球惑星科学連合同学会にて発表

為栗 健•井口正人・田中和夫・石原和弘：桜島

火山で発生する B型地震、爆発地震のメカニズム、

1998年度地球惑星科学連合同学会にて発表

96-5 二酸化炭素の大気ー海洋間の交

換に関する研究

研究代表者：大滝英治

（岡山大学環境理工学部）

所内担当者：山下 隆男

研 究期間平成9年 4月 1日～平成10年 2月28日

研究場所 京都大学防災研究所大潟波浪観測所

参加者数 8名

研究報告

1.研究目的・趣旨

大気中の二酸化炭素濃度が着実に増加している。

二酸化炭素濃度の増加のメカニズムを明らかにする

ためには、地球表面の大きな割合を占める海洋が二

酸化炭素の吸収に果たす役割を把握する必要がある。

本研究の目的は、京都大学防災研究所附属大潟波浪

観測所の桟橋を利用して、大気ー海洋間の二酸化炭

素の交換量を知ること、 Webb et al. (1980)補正に

ついての理解を深めることである。得られた結果を

報告する。

て、大気ー海洋間の二酸化炭素(CO2)の交換量を測

定した。桟橋は、海岸から250m沖に張り出し、先

端部では横方向に100m展開している (T字型）。観

測は桟橋の先端部で行った。測定場所での平均水深

は約 8mであった。渦相関法センサー（三次元超音

波風向風速温度計、炭酸ガス・水蒸気変動計等）は

海面上10mの高度に設置した。また、海面上 lmと

13.4mでのCO濃度差、表面海水中のCO2濃度(pC02)

と海面上13.4mの高さのCO2濃度差を測定し、 CO2

フラックスを空気力学的傾度法とバルク法によって

測定した。さらに、岡山大学と九州大学で独自に開

発されているpC02測定器の比較を行った。

3.研究成果の概要

今回の結果で興味がある点は以下のことである。

1. Webb et al.(1980)の考えにしたがってCOク

ラックスに寄与する 3つの項の大きさを評価した。

変動法で測定した生のフラックス値は昼間約一

0.05mgm-2 s -1、夜間は正の値で乱れが大

きい。午前 3時には最大値1.4mgm -2 s -1を

示した。また、昼間における顕熱と潜熱による補

正項の大きさは各々約0.03mgm-2 s - 1と

0.06mgm-2 s -1であった。以上より、 CO2フ

ラックス (3つの項の和）は終日正となり、 CO2が

海洋から大気中に放出されていたことを示した。

上向のCO2輸送は、観測が海水温度が高い夏季に

実施したことに起因している。測定法によるフ

ラックスの乱れは、使用した拡散係数やバルク係

数の値に問題がある。

2. 8月24、25日の昼間、 C02(13.4m)がCO2(1 

m)より高濃度となり、空気力学的傾度法のみが

CO2の下向輸送を示した。 CO2の勾配を測定した

高度に問題があったのかもしれない。 CO2のプロ

ファイルを測定する必要がある。
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3. 岡山大学の測定器は少量の試料水中の pCO灌ll

定、九州大学の測定器はpC02の高速測定を狙っ

て開発された。 pC02値は最大30ppm程度の相違

を示したが、両者の時間的な変化傾向は良く似て

いた。測定値を合わせるためには、 pCO2の測定

時間を一致させるなど、明確な測定条件下での比

較観測が必要である。

と実測された地表風の間の風向偏角および風速比に

ついて、風向に伴う変化を調和解析により Fourier

級数の和で近似した。

また、一方では、平成9年12月9日には、研究集

会「台風による風災害の研究」を開催し、気象学、

建築学、農学、損害保険の各方面の研究者から台風

風災害の定量的予測に関する話題を提供してもらっ

た。後日、その内容について、話題提供者から原稿

を提出してもらい、本研究の報告書（冊子体）を作成

9G-6 台風の強風による被害の確率的 した。

予測法に関する研究

研究代表者：藤井 健

（京都産業大学一般教育研究センター）

所内担当者石川裕彦

研究期間平成9年4月 1日～平成10年 2月28日

研究場所 京都大学防災研究所・京都産業大学一般

教育センター

参加者数 14名

研究報告

1.研究目的・趣旨

1991年の台風19号は強い風を伴っていて、日本全

土で68万棟もの住家に被害を与えた。もし前もって、

災害発生域と災害の程度が予測されていれば、被害

はかなり軽減されたものと考えられる。そこで、本

研究では、強い台風の本土接近中に、その後の風速

分布を確率的に予測して、住家の予測被害率の地理

的分布を作成する。さらに、強風発生予想域に対し

て事前に報告が可能なようなシステムを開発する。

2.研究経過の概要

1955年から1994年の40年間にわたって日本本土に

3.研究成果の概要

気圧場から算出した基本地表風を地形の影響を考

慮に入れた地表風に換算する方法が得られた。また、

中心気圧低下量から最大風速半径を求める経験式が

得られた。これらの関係および1991年の台風19号の

さいの最大風速と住家被害率の関係を用いて、上陸

2日前くらいから各地点の風向・風速を算出してい

き、災害の定量的予測を行う台風強風災害予測シス

テムの確立の見通しが得られた。

また、共同研究者からは台風の気圧場・風速場の

解析とモデル化および風速と被害の関係について多

くの知見が得られた。これらについては、台風強風

災害予測システムに可能な限り取り入れて行く予定

である。

9G-7 山地森林流域における水文及び

地形プロセスの相互作用に関する

研究

研究代表者：奥西一夫

（京都大学防災研究所）

上陸した51個の顕著台風について、台風の気圧場の 1.研究目的

数値解析をやり直した。その結果から上陸時の中心 降雨流出機構の解明は水文学の中心的課題であり、

気圧低下量と最大風速半径の間の関係が得られた。 過去に多くの研究がなされている。その結果、様々

また、解析により得られた気圧分布から算出した風 な降雨流出機構に関するモデルが提案されてきたが、
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起伏・地質などが降雨流出機構にどのような影響を

もたらすのかについては、従来充分に解明されてい

るとは言い難い。特に、大起伏急傾斜の山地流域に

おける降雨流出機構については、未だ実験すらほと

んどなされていないのが現状である。そこで、本研

究では基盤地質の異なる 2つの大起伏で急峻な山地

流域（中古生層、および花閾岩基盤）において、流出

特性を中心とした水文観測を行った。また流域の地

形判読および微地形調査を行い、大起伏山地におけ

る水循環と地形変化の相互作用の解明を試みた。

2.研究組織

辻村真貴（愛知教育大学教育学部）

恩田 裕一（名古屋大学農学部）

奥西一夫・齋藤 隆志（京都大学防災研究所）

田中 幸哉（福井大学教育学部）

3.研究成果

空中写真判読によると、花岡岩山地には、多くの

崩壊跡地が見られるのに対し、中古生層山地には、

地すべりまたは大規模崩壊跡地が見られた。微地形

判読によると、花閾岩流域では、小規模なHollowと

それに続く水流が密に分布しているのに対し、中古

生層山地には、水流は斜面下部に見られるのみで、

その上部は主に崖錐斜面となっていた。

花岡岩地域の流域では、すばやく非常に高い流出

が見られた。一方、中古生層地域の一流域において

は、 2次ヒ°ークを持つ緩やかなハイドログラフを持

ち、また隣接する流域では、低い 1次ヒ°ークを持つ

ものの、 2次ヒ°ークは見られなかった。降雨に対す

る圧力水頭の変化を解析したところ、中古生層流域

では主に鉛直下方方向の地中水の流動が卓越するの

に対し、花閾岩流域では斜面に平行な向きに動水勾

配が生じ、側方流が発生していた。以上の結果から、

両流域における地中水の挙動と地形変化との相互関

係を考察すると、花固岩流域では、降雨にともない

飽和側方流が頻繁に発生するため、表層崩壊が数多

く発生し、谷頻度の高い地形を形成するのに対し、

中古生層山地では、降雨浸透水は飽和側方流とはな

らず、深部浸透水となって流動する。この深部浸透

水は、時には基盤すべりを発生させる可能性が高く、

谷頻度の低い谷地形を形成するものと考えられる。

4.研究成果の公開

研究成果を日本地形学連合の機関誌「地形」に投

稿中。

9G-8 土石流観測への画像解析手法の

適用に関する研究

研究代表者：新井宗之

（名城大学理工学部）

所内担当者澤田豊明

研究期間平成9年4月 1日～平成10年2月28日

研究場所京都大学防災研究所高千穂砂防観測所・

名城大学・滋賀大学

参加者数 4名

研究報告

土石流の流速観測には、従来ワイヤーセンサ一方

法が多く用いられてきた。これは土石流の発生・流

動が突発的であり、多くが豪雨時で観測環境もかな

り悪条件下であるためデータ収集の確実性が求めら

れていたことに基づくものであろう。ワイヤーセン

サ一方式は構造が非常にシンプルであるため信頼性

は高い。しかし一度使用すると再設定までにかなり

の時間を要し、断続的な場合や、間欠的な現象では

それら全体を観測することが難しい。このため音響

センサーや振動センサーなどが用いられている。し

かしこれらは設定が難しく誤動作が多いようである。

一方、観測施設や観測システムが整備されていると

ころでは連続的な記録を行い、突発的な発生に対応

している。いずれの場合も近年その情報量の多さか
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ら映像の記録を行っている。しかしこれらの映像記

録による流速解析の手法は必ずしも十分でなく改良

の余地がある。そこで相関法を用いた画像解析手法

の適用による流速解析を行った。

穂高砂防観測所の観測流域（足洗谷流域）で渓流の

表面流速測定を行った。ここでは映像記録として高

速ビデオ(200コマ／sec.)とデジタルビデオ(30コマ

/sec.）で行った。画像の安定性でデジタルビデオ

(DV)がかなり優れていたのでDV映像を解析に供し

た。そして画像解析の検証のため、河道の草を浮子

して流し、表面流速を測定した。画像解析において

参照する領域（テンプレート）の大きさによって解析

結果が変化するが、ここでは15ヒ°クセル四方以上の

領域で安定した結果を示し、浮子による流速結果と

よい一致を示した。さらに中国・雲南省・蒋家溝に

おける土石流の映像データに適用し良好な結果を得

た。ただしここでは解析における参照領域は足洗い

谷流域での適用結果を用い、映像スケールが特定で

きないため画像内の縮尺は試行錯誤的に決めている。

これは今後の課題である。

現在は記録された映像を解析しているがコン

ピュータ等の処理速度の向上とあいまってリアルタ

イム計測への適用をすすめる予定である。

これらの成果は国内の研究発表会や国際会諧で発

表あるいは発表予定である。

9G-9 高周波サイスミックスノイズの

観測による地殻応力状態のモニタ

リングに関する研究

研究代表者：笠原 稔

（北海道大学理学部）

所内担当者：渡辺 晃

研究期間平成9年4月 1日～平成10年 2月28日

研究場所 京都大学防災研究所・阿武山観測所

参加者数 7名

研究報告

雑微動の数lOHz以上の周波数領域は、高周波サ

イスミックスノイズ(HighFrequency Seismic Noise, 

HFSN)と呼ばれ、近年、主にロシャ（旧ソ連）の研究

者により研究されてきた。我々は、 HFSNの振幅変

化と媒質に作用する応力変化との間に相関関係があ

るという結果に着目し、これを近畿地方において検

証するために、阿武山観測所におけるHFSNの観測

と研究を企画した。観測坑道内で1997年 5月から10

月までの約半年間、ロシャや北海道大学えりも観測

所等で使用されている固有周波数30Hzのロシヤ製

共振地震計と二種類の 1秒速度型地震計による同時

比較観測を実施した。第一にこれまでHFSN観測に

用いられている共振地震計がどの程度正確に地動を

記録しているかを知る必要があると考えて、その検

証を行った。その結果、昼間の比較的振幅が大きい

記録については波形の一致がよく、この振幅領域で

は共振地震計が理論特性どおりに地動を記録するこ

とから、ロシヤ製の共振地震計が優れた特性を持っ

ており、狭帯域周波数帯HFSN観測には有効である

ことが確かめられた。共振周波数帯域だけでなく広

帯域のHFSNの周波数特性やその時間変化を見るた

めに 1秒速度計のHFSNのパーワースペクトルが調

べられた。 10-lOOHzのスペクトルその時間変化を

見ると、 70Hz以下の周波数帯域では人間活動に伴

うとものと考えられる明瞭な日変化示した。また強

風時のHFSNの振幅の増加も示され、人工的なもの

や自然現象によるHFSNの地域的な振幅レベルが評

価された。地殻の応力変化との相関を調べるために、

スペクトルの時間変化の記録から地球潮汐の主要13

分潮の周期成分が最小二乗法により取り出された。

しかし、今回は伸縮計で記録された潮汐変動との相

関はほとんど認められなかった。これらの観測結果

についてロシャの研究者を交えた数回の研究会が開

かれた。今回のHFSNの観測から、地震計の信頼度

が評価されたこと、そして人間活動と風などの自然

現象による地域的なHFSNのレベルを見積もること
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ができたことは重要であると考えられた。一方、地

殻応答によるHFSNの振幅は人工的なノイズに比べ

非常に小さいことから、今後位相に注目した解析が

重要であることや、観測の精度を上げるとともに、

長期間の継続観測が必要であることが示された。

96-10姶良カルデラ噴出物の年代学的

・岩石学的研究

1.研究目的

研究代表者：巽 好幸

（京都大学大学院理学研究科教授）

研究組織：宇都浩三

（エ態術院地＂饉所主任研究官）

周藤正史

（京都大学総合人間学部日本学術振興会特別研究員）

石原和弘

（京都大韓災研蜘観）

本研究は、大規模火砕流の発生とカルデラ形成に

ともなうマグマ供給系の進化を明らかにすることを

目的とする。この目的を達成するために、典型的な

カルデラ火山である姶良火山に対して、カルデラ周

囲全域に渡る先カルデラ火山活動の時空変化を、年

代学的・岩石学的手法を用いて明らかにする。

2.研究成果

1)鹿児島湾西岸吉野台地域では 1Maから0.5Maに

かけて玄武岩•安山岩・デイサイト・流紋岩溶岩

の活動が起こり、比高600m以上底径約10km程度

の複合火山体を形成した。その後この山体はカル

デラ形成により消滅し山体の西部のみが残った。

2)鹿児島湾北西岸加治木地域では0.9Maから0.5Ma

までの安山岩溶岩の活動のほかに0.04Ma頃に流

紋岩溶岩の活動が見られる。

3)鹿児島湾北東岸国分地域では、 l.43Maと0.06Ma

の安山岩溶岩の活動のほかデイサイト質の火砕流

が多数存在する。 0.06Maの敷根安山岩の年代は

それを直接覆う 0.04Ma頃の流紋岩の活動が存在

した。

4)鹿児島湾南東岸牛根地域は0.4Ma頃の玄武岩、お

よび0.04Ma頃の流紋岩の活動が存在した。

5)姶良カルデラ東縁部外側斜面に小規模分布する安

山岩溶岩の噴出年代はl.4-l.2Maである。

以上をこれまでの成果に加えると姶良カルデラの

先カルデラ火山活動は、 (1)現在の鹿児島湾南東岸の

3Maの安山岩の活動、 (2)西岸・北西岸の lMaから

0.5Maの玄武岩・安山岩・流紋岩の活動、 (3)南東岸

の0.4Maの玄武岩の活動、 (4)北西・北東・南東岸の

安山岩・流紋岩の活動、と変化した。特に0.4-0.5

Maの玄武岩と0.04Maの流紋岩は、カルデラ縁の対

岸で同時期の噴火であり、カルデラ地下のマグマ溜

まり進化を考える上で重要である。

3.研究成果の公開

宇都浩三、内海茂、坂口圭一：姶良カルデラ東側

外側に散在する第四期安山岩類のK-Ar年代、火山

（投稿中）

周藤正史・巽好幸・宇都浩三・石原和弘：鹿児島

湾岸先姶良カルデラ溶岩試料のK-Ar年代、火山

（投稿中）

9G-11水圏底層部に現れる無酸素状態

の地球化学並びに水圏化学的研究

研究代表者：奥西一夫

（京都大学防災研究所）

1.研究目的

水圏環境の富栄養化は、赤潮やアオシオ現象とし

て目視されているが、このような目視しうる現象と

並行して、水域の深層部では沈積した有機物の分解

が進行し無酸素状態と呼ばれる極度の還元状態が生

じる。本研究は琵琶個の底層部の化学的観察を行い、

-44-



無酸素に向かう過程を電気化学的に考察し、加えて、 45-55%、にくらべて、湖の酸化還元的特性が長期

水環境の将来予測と保全のための基礎を確立するこ にわたって維持されていることが分かった。 45-

とが目的である。仮に無酸素層が出現すると、この 55％の溶存酸素飽和度をもって、将来の湖の変化の

時期をもって湖の特性は不連続的に変化するのであ 方向やその速度の基準値とすることができると考え

る。 てよい。

並行して実施した安曇川水質の 3年間の調査から、

2.研究組織 この河川が輸送する栄養塩濃度の基準値に近いもの

堀 智孝（京都大学大学院人間・環境学研究科） を求めることができた。各栄養塩は、格別に降雨の

杉山 雅人（京都大学総合人間学部）

奥西 一夫（京都大学防災研究所）

3.研究成果

多い時期を除くと、定常的な値を示している。詳細

は別報するが、この河川に特徴的な濃度が、自然に

調節される機構が備わっているように見える。

琵琶湖に次のような観測点を配した。北湖と南湖 4.研究成果の公開

を代表する点としてそれぞれIe-1とNb-5を、この 投稿予定の論文： Distribution of some chemical 

両者を湖の中心線に沿って北から南に結ぶ点として components in Lake Biwa during 1997-1998, Trans. 

Kc-3、Le-4、Lc-3、Mb-3を、南湖の東西 Research Institute of Oceanochemistry. 

両岸を代表する点としてNb-2とNa-3を、そして

最も富栄養化の激しい点として、赤の井湾内にAkanoi

を置いた。特に、 Ie-1では、表層から底層に向かっ

て深度を変え(0、1、5、10、15、20、30、40、50、

60、70、73m［底］）、各々の深度で試料を採取した。

以上9観測点から合計20件の試料を、 1年間に 4回

(97年2月、 5月、 8月、 11月、 98年 2月）採取して、

溶存酸素、水温、 pHを計測するとともに、栄養塩

元素(P、Si、N03-N、Kj-N、Am-N)の増減を

化学分析によって確かめた。また、流入河川の代表

として安曇川を選び、流域に沿って配した15点で 3

回の観測(94年 5月、 95年5月、 97年 5月）を行い、

湖周辺から持ち込まれる化学成分の増減を記録にと

どめ、湖を考察するための比較対象資料とした。

湖の底層部における夏期から秋期にかけての溶存

酸素飽和度の低値は、 66-67%(97年 8月）および

52-53%（同年11月）であった。近年の暖冬により、

湖水の冬期循環が弱く、底層部への大気中酸素の供

給が十分でないとの予測に反して、上記の結果は、

湖の底層部が依然良好な酸化的状態にあることが分

かる。すなわち、十数年前(73~75年）の観測値、

9G-12阪神・淡路大震災後、一年間の

市民生活の変動と対応一被災体験

記の重ね合わせ分析により一

研究代表者：田中 重好

（弘前大学人文学部）

所内担当者：林 春男

研究期間平成9年4月 1日～平成10年 2月28日

研究場所 弘前大学・京都大学防災研究所

参加者数 3名

弘前大学人文学部 教授田中重好

京都大学防災研究所教授林 春男

弘前大学人文学部 講師山下祐介

1.研究目的

大震災は一般市民にさまざまな影響を与え、それを

各個人の生活資源などを利用して対応してきた。こう

した被災後一年間の生活再建過程を社会学的に再構成

するために、ばくだいな量にのぼる体験記を重ね合わ
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せ分析することにより、年齢、性別、被災程度、健康、 こうした分析と平行して、西宮プロジェクト（研

経済的地位、関係的資源の量などに類型化して、生 究代表京大防災研林春男教授）のインタビュー記録

活再建過程を明らかにする。こうした体験の全体像 や地下鉄サリン事件記録をあわせて検討し、突発災

の整理は、今後の防災対策の最も基礎的資料となる。 害時の共同活動の形成過程に関して検討した。一般

2.研究成果

本研究は、 1995年に生じた阪神・淡路大震災後を、

災害に直面した当事者の体験を重ね合わせることか

ら検討する「災害体験」アプローチによる研究であ

る。本研究では次の二つの方法を併用した。

「災害体験集」の研究

本研究では、第一に、災害後に発行された「災害

体験集」を系統的に分析することで、被災体験の全

体像を明らかにするという方法をとった。具体的に

は、 (1) 「神戸大学震災文庫」が提供しているデー

ターベース、 (2)21世紀ひょうご創造協会編「阪神・

淡路大震災関連収集資料目録」、 (3)兵庫県立図書館

郷土資料室の資料目録を利用し、体験集の全体像を

捉えた。これらの体験集を、主体、執箪時期により

区分し、「阪神・淡路大震災体験集リスト」を作成、

成人と生徒による体験集に分けて分析した。それぞ

れ性別、年齢別、体験の種類別に分類・分析し、共

通する体験と時間の経過とともに分化する体験を

おった。

「新聞への投書」研究

第二に、被災地神戸の地元紙・神戸新聞の発災後

約 1年間の阪神大震災関連の投書の分析を行った。

「発言襴」 1995年2月2日から1996年 1月31日間で

の間にこうした投書は861件を数える。これらを投

書者フェイス（性別・年齢・居住地・職業）、主張内

容により区分、データーベース化し分析を行った。

両者の分析を通して、災害体験が長期間におよぶ、

現実の状況と関連しながら変化して行くものである

ことが明らかとなった。しかしながら、定量的な分

に災害ユートピア論では発災直後被災者の間に共通

の感情が芽生え被災コミュニティが自然と現れてく

るといわれているが、両災害では、認識レベルにお

いてすら「被災者」という共通認識が現れてない

ケースが見られた。発災後の共同活動が生起するに

は、認識の共同、非日常的な行動コードヘの変換、

状況定義の共有化、マスコミを含めた他者からの状

況定義の修正あるいは追加という条件が必要である。

3.研究の公開

・林春男・重川希志依：災害エスノグラフィーから

災害エスノロジーヘ、地域安全学会論文報告集、

7、pp.376-379、1997

・重川希志依・林春男：災害対応従事者から見た災

害過程の研究（阪神・淡路大震災）、地域安全学会

論文報告集、 7、pp.370-375、1997

9G-13日向灘地域におけるヒィリッピ

ン海プレートの高角潜り込みに伴

う強い負の重力異常の調査

研究代表者：志知龍一

（名古屋大学理学部）

所内担当者：古澤 保

研究期間平成9年4月 1日～平成10年2月28日

研究場所 宮崎県全域・大分県南部・熊本県南部の

一帯

参加者数 7名

析の対象となりにくい体験集のデータは分析が困難 研究報告

で、今後、 ドキュメント・データ分析方法の開発の 1.本研究の目的と主旨

必要がある。 1994年霧島火山の全国共同観測を契機とし、九州
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南部地域において重カデータの蓄積が進み、九州南

部地域の理解が進んだ。その結果浮かび上がってき

た課題として、極めて顕著な日向灘の重力異常が持

つ地球物理学意味を筆頭として、その北側の別府一

島原地溝までの中部九州地域のテクトニクスを解明

することの重要性が認識されるに至った。本研究は、

これに向けて重力から迫ることを目的として計画・

実施した。

2.研究経過の概要

本研究で、名大が宮崎全域・大分県南部・熊本県

東部の一帯で2,167点の測定を実施し、島根大が熊

本県南部地域で672点の合計2,839点の測定を実施し、

名大重カデータベースに集録した。本研究以前のも

のとして、名大重カデータベースに集録済みのもの

が、名大： 3,596点、島根大： 215点、東大震研： 521

点、京大理： （陸上553点・別府湾104点）、愛媛大： 96

点、国土地理院： （新データ1,489点のほか旧データ

が1,210点）、地質調査所： 2,015点の合計9,799点が

あり、これらを全て合わせたデータの総計は12,638

点に達した。名大重カデータベースがまだカバーし

えていない北部九州と薩南の地域には、既に地質調

査所地殻物理部でデータベース化されている膨大な

資料があい、両者は互いに完全に相補的分布をなす

ものとしてできあがった。この両者を統合すれば、

あと天草と大隈・薩摩両半島先端部の僅かな地域で

データ補充するだけで、九州全域で完全無空白・緻

密分析・高精度の重カデータベースができ上がる。

本研究の遂行によって、これを達成するための条件

整備が整った。

3.研究成果の概要

本研究で、明らかになった重力異常の特徴を箇条

書きにする。

a)ブーゲー密度の問題：四万十帯や秩父累帯・三波

帯の中古生界では密度2.67、一方火山地帯では

2.30当たりが最適で極端に密度構成が異なる。密

度分布を取り入れた重力異常図の作成方法の開発

が、重要な課題として浮かび上がった。

b)四万十帯南帯と日向灘の強い負異常：宮崎市北部

に中心を持つ極めて強い弧状負異常が極めて顕著。

四万十帯南部の北部では宮崎層群との境界が水平

変化勾配の急変点をなすが、南部では四万十帯の

中に食い込み、日向灘の顕著な負異常の成因が深

部構図、特にヒィリッヒ゜ン海プレートの沈み込み

形状に支配されたテクトニクスに起因することを

強く示唆する。

c)四万十帯南帯・北帯境界：この境界がノッチを形

成。延岡から南西延長上に師房山の花囲岩体、人

吉盆地の負異常へ極めて直線性の良いつながり方

が特徴。

d)仏像構造線・臼杵一八代構造線・大分ー熊本構造

線の特徴：仏像構造線は大崩山コールドロンを境

に東側で重力異常の峰を形成、西側では顕著な特

徴がない。一方臼杵一八代構造線は西側でシャー

プな峰を形成、東側では特徴がない。大分ー熊本

構造線は顕著な北落ち構造を形成、この特徴から

判断して従来緒論の絶えなかった中央構造線の位

置がここに存在するという考え方を支持する有力

なデータとなった。

e)大崩山コールドロン：四万十北端と秩父帯に跨っ

て形成され、 ringdykeはほぼー30mgalコンターに

位置する。巨大なバソリスの伏在(Takahashi、

1986)を裏付けるようなきれいなパターンが描か

れた。
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9G-14京都盆地における広帯域強震動

予測

研究代表者：大倉敬宏

（京都大学総合人間学部助手）

所内担当者：岩田 知孝

（地震災害研究部門 助手）

京都盆地周辺には、花折断層や黄槃断層（いずれ

も確実度 1、活動度B)をはじめとする数多くの伏

在活断層が存在する。これらの断層を震源とする大

地震が起きた時、京都盆地内に大災害がもたらされ

る可能性は高い。兵庫県南部地震以降、これらの活

断層の活動性および活動履歴を明らかにするための

物理探査やボーリング及びトレンチ調査が実施され

てきた。しかし、地震災害の軽減対策を講ずるため

には、想定断層の断層運動によって生じる強震動を

予測することが必要不可欠である。精度良い強震動

予測のためには、現状の到達点においては、実記録

に基づいた表層地盤による地震動の増幅特性評価と

地盤構造モデルに基づく地震動の理論的なシミュ

レーションや小地震記録をグリーン関数として用い

る経験的グリーン関数法が有効であり、そのために

は該当地域で地震動観測を行い、地震動記録を得て

おくことが重要である。

本研究においては、 (1)京都大学構内における広帯

域強震動観測の開始及び観測維持、 (2)京都盆地及び

その周辺部において設置されている強震観測点の調

査及びデータ取得状況、 (3)(1)、（2)で得られた強震

データの解析、 (4)シナリオ地震に基づく強震動予測

手法の調査、それに必要な情報収集、 (5)実記録を用

いた京都盆地における強震動予測を目的とし、 (1)

~(4)を中心課題として研究を遂行した。

(1)従来より京都大学本部構内及び宇治構内において、

地震動研究グループにより実施保守されてきた強

震観測点に加えて、本研究により、総合人間学部

においても強震観測が開始することができた。こ

の地点においては1998年2月までに約10個の近地

地震が記録された。

(2)関西地震観測研究協議会、滋賀県、防災科学技術

研究所によって設置されている強震ネットデータ

を収集した。京都盆地東部の観測点を図に示す。

(3)京都盆地内の観測点や周辺域の岩盤に設置されて

いる強震動記録を参照して同一のイベント記録を

4個取り出し、逢坂山のデータを基準とした場合

のサイト増幅特性を求めることができた。しかし、

信頼度の高い増幅特性を得るためには、さらに多

くの近地地震の記録を得ることが必要である。

(4)シナリオ地震に基づく地震動予測方法を検討し、

ハイブリッド手法のための地盤資料の収集を行っ

た。本研究の最終的な目的を達成するためには、

適切な地震動記録の蓄積と他の観測記録との比較

検討を進めて行かねばならない。現状はその研究

の端緒についたばかりであるが、今後も観測保守

を継続し、本研究課題(5)を進めていく予定である。

35・ 00' 

135'48' 

京都大学本部、宇治キャンパス近傍の強震観測点
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3.1.4 研究集会

8S-1 兵庫県南部地震の強震動は全て

わかったのか？

研究代表者：入倉孝次郎

（地震災害研究部門（強震動地震学））

兵庫県南部地震から 2年経ち、阪神・淡路大震災

の原因となった強震動の生成原因についての数多く

の研究成果が発表公表されている。しかしながら理

学的観点及び工学的観点からの研究は、目的はおな

じであっても全く別の機会（学会や研究集会）で発表

される場合が多く、重要な研究成果の系統的な検討

が困難な状況となっている。

本研究集会は、改組後の地震災害研究部門のス

タッフを中心として、兵庫県南部地震の強震動に関

連した最新の研究成果を一同に集め、互いに批判的

に議論することにより、我々はこの地震から何を学

ぶことができたのか、そして将来の地震動災害を軽

減するための高精度強震動予測の可能性を模索する

ために企画された。タイトルはやや刺激的ではある

が、「兵庫県南部地震の強震動は全てわかったの

か？」とさせていただき、理学工学の地震動研究者

にご発表頂いた。

研究集会の内容としては、 (1)本震記録や地震後に

進められた地盤構造調査結果についての調査研究、

(2)震度や地震動と地震動被害の関係に関する研究、

(3)特に湾岸地域の地盤の非線形特性、側方流動に関

する研究、 (4)震源過程と強震動、「震災の帯」に関

する地震動研究、 (5)建物被害に関する研究、のセッ

ションが行われ、おのおの最新の研究成果が発表さ

れ、議論がなされた。それらに加えて来日していた

3名の米国及びフランス国の地震学、応用地震学研

究者(J.Bielak教授、 J.Anderson教授、 M.Bouchon教

授）の特別講演も行われた。

研究テーマ(1)においては、神戸・阪神間で行われ

た反射法および屈折法探査、アレイ微動調査による

最新の地下構造調査結果の紹介がなされ、全国でも

類をみない精度の地盤構造モデルのための資料が示

された。 (2)においては、阪神・淡路大震災の地震動

被害調査と経験式との比較、過去の被害地震との比

較議論がなされ、阪神・淡路大震災の地震動からみ

た被害の特殊性と一般性が討議された。 (3)において

は神戸・阪神間港湾地域で顕著であった液状化災害

を観測された地震動、地盤変動情報から定量的に評

価する研究報告がなされた。阪神・淡路大震災にお

いて特徴的であった(4)及び(5)の研究テーマに関して

は、地震動のモデリングを通して震源及び地下構造

の地震動への影薯と、建造物被害と地震動特性の関

係について議論がなされた。兵庫県南部地震におけ

る神戸市街域の甚大な地震動災害には震源断層から

生成されたパルス状の地震動と堆積盆地境界におけ

る地震動の干渉効果によって説明されることが明ら

かとなり、同時に今後の強震動予測研究において、

理論的な強震動評価手法の有効性が示された。

また、特別講演では兵庫県南部地震と同じ都市直

下地震であったノースリッジ地震の最新の研究成果

の発表、波動場計算手法に関する研究成果の発表が

行われた。

最後に行われた総合討論においては、各研究発表を

通じて生じた理学、工学の研究者の疑問点を鏃論、

討論し合って相互理解を深め、本研究集会の目的は

達成された。

2日間に渡って行われた研究集会は、約100名の

収容人員の部屋で行ったにも拘わらず、常時立見が

出るほどの盛況で、質疑応答も通常の学会にも増し

て活発になされ、本研究集会の研究テーマの重要性、

トヒ゜ック性を再認識するとともに、次の地震災害に

向けて我々地震動研究者が解明していくべき問題点

の整理を行うことができた。
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8S-2 災害危険個所の抽出のための地

質学・地形学的手法

研究代表者：奥西一夫

（京都大学防災研究所）

開催期間平成9年 1月23日～25日

開催場所 京都大学防災研究所D570教室(23および

25日）・六甲山地(24日）

参加者数 34名

1.研究目的

自然災害の防止の重要テーマのひとつは災害の予

測である。もともと災害とは、 リスクが容易に予測

できず、個人レベルでの対応が困難な生活阻害現象

であり、その予測には多くの困難が生じる。本研究

集会はそのうち、災害危険度の高い場所を予測する

ために、地質学・地形学的手法をいかに活用すべき

かに焦点を絞った。この問題は防災研究所では、現

在の地盤災害研究部門を構成していた 3つの研究室

を中心に研究してきたものであるが、所内の研究者

でカバーできる研究分野は限定されている。そこで、

防災研究所が共同利用研究所として改組されるに際

し、全国の地盤災害研究者が防災研究所を中心とし

て結束する可能性とその方法を探る最初の集会とし

て本研究会を位置づけた。その具体的目的は、地盤

災害に対する地質学的・地形学的に共通した課題で

あるこの問題に対してどのようなアプローチを行う

べきであるか、そのためにどのような組織的活動を

行うべきかについて討論を行うことであった。

2.研究成果

学術会議の研究連絡委員会や関連学会と連絡をと

り、広い観点から話題提供者を決定した。同時に研

究集会開催日程のアンケートも行った。準備に日数

を要し、学年度末の諸日程と競合したが、幸いにし

て特色ある研究を推進している多くの研究者の話題

提供を得られ、大きな成果を挙げることができた。

3日間の日程のうち、最初と最後の日に防災研究所

で話題提供と討論を行い、 2日目には兵庫県南部地

震によって顕著な斜面変状を生じた南六甲で現地討

論を行った。

地形学的方法の部では、災害危険度の大きいマス

ムーブメントが起こる条件が準備される地形学的プ

ロセスの様式と時間のスケールをどのように特定す

るかについて議論が集中した。地質学的方法の部で

は、災害現象への成因論的アプローチ、地質学的成

果の災害科学的意義の考察と表現、災害予知精度の

向上などについて討論が深められた。六甲山地では

現地における観測技術の高度化や防災実務期間との

連携について多くの意見が出された。

3.研究成果の公開

話題提供内容と討論を記録した報告書「災害危険

個所の抽出のための地質学・地形学的手法」を印刷、

刊行した。

8S-3 河川水文データベースの構築と

そのネットワーク共用化

研究代表者：椎葉充晴

（京都大学防災研究所）

開催期間 1996年12月16日（月）、 17日（火）

開催場所 京都大学木質研究所・木質ホール

参加者数 58人（大学28、民間18、国立研究期間 2、

財団法人 5、建設省 5)

河川流域の水理・水文現象を解明し、土石流・洪

水などの災害防止や水資源確保、水環境保全のため

の研究を推進していく上で、降雨量や河川水位・流

量、河川水質などの河川水文データの収集・解析は

非常に重要な意味を持っている。従来、計算機資源

の制約やデータ収集の困難さから、水文現象の理解

・解析に基づく水文モデルの構築はあまり現実的な
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ものではなかった。しかし、最近では、大容量高速 局）「河川行政のこれからの方向と河川情報データ

の計算機が利用できるようになってきたこと、流域 ベース」、宝馨（京都大学防災研究所）「アジア・太

の標高データや地質データ等の空間情報が計算機に 平洋FRIENDを含む1HP-Vの活動について」、中根

読み込むことができるような形式で整備されている 和郎（防災科学技術研究所）「タイのクワエノイ川流

こと、気象レーダによって広域の時間的空間的な降 域での観測概要とデータセット作成作業」、内藤勲

雨データが得られるようになってきていることなど 夫（国立天文台）「日本型GPS気象学の構想」

を背景として、河川流域内で起こっている物理現象

に即して現象をモデル化し、解析していくことが可

能となりつつある。

こうした事柄に加え、近年の情報通信ネットワー

クの急速な発展は河川水文データの利用方法を大き

く変えつつある。現在、建設省は水文・水質データ

ベースを構築し、インターネットを通して部分的に

データの公開を開始している。防災計画、水環境計

画や流域水管理のために河川水文データをどのよう

に集積し、利用していくかの検討が必要である。ま

た、地球科学研究という観点から、河川水文データ

を他の地球観測データの公開•利用の中で考えてい

くことも重要である。

こうした背景をふまえ、水災害研究部門では、河

川水文データベースの構築とそのネットワーク共用

化を重要な研究課題のひとつとして取り上げ、標記

の研究集会を開催した。河川水文データベースをど

のように構築し利用していくかについて検討すべき

ことは非常に多く、さらに議論を継続していく必要

があるが、この研究集会で、河川水文データベース

について議論していくべき領域や議論の枠組みに関

する合意が得られたと思われる。

なお、上記研究会は以下のようなプログラムで行

われた。

12月17日（火） 9時～12時

牛山素行（科学技術振興事業団）「降水量情報の基

礎知識に関するホームページの開設とその利用状況

について」、守山聡之（九州大学工学部）「レーダ雨

量データの整備について」、有富孝一（建設省近畿地

方建設局）「河川管理現場における水文観測業務に

ついて」、木下武雄（（株）水文環境）「河川流量デー

タベース作成における第一段チェックの方法」、神

野健ニ・メラブレンータレク・王喜喜（九州大学工

学部）「福岡市の水源や、浄水場のデータベース」、

山下武宣（（財）日本建設情報総合センター）「河川

GISの取り組み状況」

12月17日（火）13時～15時

安部友則（（財）河川情報センター）「公開型水文・

水質データベースの構築」、安陪和雄（建設省土木研

究所）「GISとRDBを用いた流域環境管理システ

ム」、近藤昭彦（千葉大学環境リモートセンシング研

究センター）「地理情報システムによる水文情報の

データベース化一千葉大学環境リモートセンシング

研究センターにおける取組みの紹介ー」、陸曼絞（長

岡技術科学大学建設系）「琵琶湖プロジェクトにお

ける観測データの整備の方法」、立川康人・椎葉充

晴（京都大学防災研究所）「淀川水文気象データベー

12月16日（月）13時～17時 スの構築例」

椎葉充晴（京都大学防災研究所）「河川水文データ

ベースの構築とそのネットワーク共用化」、石井達

夫（（株）SRA) 「オブジェクトーリレーショナル・

データベースシステムpostgres95の概要および

W WWとの連携について」、廣木謙三（建設省河川
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8S-4 都市域におけるメタンの発生 2．研究集会参加者

研究代表者：村松久史 陽捷行、鶴田治雄、原菌芳信、宮田明、遠嶋康徳、

（大気災害研究部門災害気候分野） 水落元之、佐伯田鶴、森泉純、廣田道夫、牧野行雄、

開催期間平成8年11月26日

開催場所京都大学防災研究所

1.研究目的

大気メタンは、二酸化炭素に次いで重要な温室効

果気体である。全球的に増加傾向にあって、その動

向が注目されている。しかし、大気メタンの発生源

・吸収源は多様であり、それぞれの強度も見積もり

もまだまだ不十分である。地球規模においてもさま

ざまな要因によって、より高濃度になってきている

が、特に都市域では人間活動が集中し、特有の発生

・吸収源が存在している。本研究集会は、都市とそ

の周辺における大気メタンに着目して、これまでの

観測・解析結果を集約し、今後の研究方向を見極め

ることを目的にして開催された。研究集会は、以下

に述べるように、大気メタンの研究についての現状

を総括し、続いて観測方法・モデル・観測結果・都

市域における観測と解析結果•発生源など個別の課

題についての研究発表が行われた。

最後に、全体的な議論があり、非生態系（主に、

都市とその周辺）からの大気メタンの発生について

は、燃焼（固定・移動源からの）・ガス漏れ・下水・

埋め立て地などによるものと考えられるが、いずれ

も現在のところ定量的な見積もりがなされていない。

従って、個々の発生源とその大きさを確認する研究

が必要であり、また、特定の場所での観測値の解析

においては、生態系・非生態系の種々の発生源から

の寄与を考慮に入れること、大気メタンに加えて、

一酸化炭素 •NOx等の他の成分を同時に測定するこ

と、大気メタンの吸収源として地表の役割を考慮す

べきこと、などの結論が得られた。

青木忠生、松枝秀和、田井秀男、オ木義夫、岩嶋樹

也、猿渡英之、伊吹勝蔵、竹前道夫、文字信貴、石

田廣史、平木隆年、村松久史

3.研究集会成果報告書

講演集としてまとめられている。

8S-5 災害に強いまちづくりのための

社会システムの構築に関する研究

研究代表者：岡田 憲夫

（総合防災研究部門 教授）

1.研究目的

本共同研究集会で主催者が意図したことは、学術

的研究交流の場づくりによる＜防災の総合化＞のた

めの研究ネットワークの基盤を醸成することである。

その際、く総合化＞の機軸として、くまちづくり＞

とく社会システム＞を取り上げた。阪神・淡路大震

災が残した貴重な教訓もそのような機軸から都市防

災のありようを見つめ直してみることを要請してい

ると考えたからである。

2.研究集会の実施経過

本共同研究集会は、このようなテーマの下に、土

木・建築等の工学系の分野に止まらず、経済学、法

学、社会心理学等の社会科学の研究者・実務者の

方々にご参加いただいた。このように視点や関心の

異なる多彩な研究者・実務家が一同に会して、意見

を表明し、疑問を提示し、切り口を検証しあうこと

を狙いとして実施された。そのプロセス自体が創造

的な営みであり、く防災の総合化＞につながるとの

期待の下に、研究集会をできるだけ回を重ねる形で

連続性を持たせ、発表者の方々には異なったアング
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ルから多様な話題提供や議論の素材を提供しても りまとめている。

らった。

研究集会は、具体的なテーマを設定した小規模な

自由討論形式の「例会」と、例会の成果をもとに全

体のグループで発表と討議を行う「研究集会」によ

り運営した。開催は、それぞれ例会（自由討論）が 3

回（平成8年11月13日、平成9年 1月11日、同 3月28

日）、研究集会（発表と討議）が 2回（平成8年12月2

日、平成9年 3月4日）、都合 5回にわたった。

研究集会協力者の構成

社会心理

学

法学 工学

（土木）

参加者／延べ90名（平均 1回14名）

8k-1 地震時の斜面の不安定化メカニ

ズムの研究

研究代表者：沖村 孝

（神戸大学）

1.研究目的

地震時の切土・盛土斜面や自然斜面の不安定化メ

カニズムについては未解明な点が少なくなく、斜面

崩壊や地すべりの安定化のための対策工が合理的に

設計されているとはいいがたい現状にある。先の阪

神・淡路大震災や過去の大地震時における斜面の挙

動を調べ、その不安定化メカニズムを把握すること

が斜面や安定化対策工の合理的設計法の確立のため

には急務である。本研究集会ではこの問題に関して

研究を進めている研究者を全国から集め、最新の情

報交換を行うため、平成 8年12月17日～18日および

3.研究成果 平成9年 1月11日～12日の 2回行った。それぞれ18

毎回活発で広範な議論が沸騰するとともに、最終 名、 30名の参加があり、研究発表と活発な討論およ

的には参加者各自から成果メモ（ショートレポート） び防災研究所の地震時地すべり再現試験機等の実験

が提出されるなど、多くの意見と知識と認識の共有 施設の見学が行われた。組織、発表者と題目は以下

が図られた。特に、政策論的課題として、 の通り。

•都市計画法と建築基準法の「ニッチ（すきま）」を

補填するべき第 3の関連法

•都市診断士的な専門家の役割と権限の基盤の構築

と、養成の仕組みづくり

・マンション型居住のライフサイクルのマネジメン

トのための法的・保険論的仕組み

・ボランティアの災害時の役割とリスクの担保のた

めの法的・行政的・保険論的仕組み

などの重要性が指摘された。

これらの成果は、例会・研究集会の議事内容や配

布資料と併せて、平成9年3月に成果報告書として取

2.研究組織

沖村 孝神戸大学

佐々 恭二京都大学

鵜飼恵三群馬大学

大塚 悟長岡技術科学大学

岡田勝也国士館大学工学部

川邊 洋三重大学

楠見晴重関西大学

成田国朝愛知工業

福岡 浩京都大学
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山上拓男徳島大学 丸哲司「降雨時における斜面の安定性に及ぼす地

東畑郁生東京大学 盤の浸透特性の影響」／佐々恭二「地震時地すべ

小長井一男 東京大学生産研究所 り発生予測と危険斜面の判定」／福岡浩「過剰間

西田顕郎京都大学・院・農 隙水圧の発生と地震時斜面安定解析」／岡田勝也

三好 岩生 京都府立大学 「鉄道盛土の地震災害と対策」／中里薫「GISを

海堀正博広島大学 用いた斜面防災マップの作成」

Dmitry Vankov 京都大学 (2)第2回平成9年 1月11日～ 1月12日、於：木質

注 発武京都大学 科学研究所木質ホール、参加者：約30名

井口 隆科技庁・防災科研 佐々恭二「地震時地すべりの予知予測」／桜井

土屋 智静岡大学 亘「兵庫県南部地震による六甲山地での崩壊分

伊藤陽司北見工業大学 布」／東畑郁生「液状化地盤の側方流動」／小長

門間敬一建設省土木研究所 井一男「砂礫を主体とする斜面の地震時変形を評

桜井 亘六甲砂防工事事務所 価する上での課題」／西田顕郎「数値地形モデル

落合博貴林野庁森林総合研究所 を活用した、地震時崩壊斜面の微地形解析」／中

藤田 寿雄砂防地すべり技術センター 筋章人「地震後の雨による地すべりの拡大と斜面

佐溝昌彦鉄道総合技術研究所 崩壊」／平松晋也「地震発生後の山腹斜面の土砂

中筋章人国際航業 生産危険度変化に関する検討」／井上公夫「地震

平松晋也パシフィックコンサルタンツ に起因した大規模土砂移動の事例紹介」／藤田寿

井上公夫 日本工営 雄「建設省・地すべり防止施設耐震基準検討委員

植田康宏阪神コンサルタンツ 会の報告」／沖村孝「地盤工学会地震時の斜面の

粕田金一熊谷組 不安定化メカニズムと設計法に関する研究委員会

規矩大義佐藤工業 の報告」／三好岩生「表層土の崩壊形態と土質特

久慈雅栄前田建設工業 性の関係」／川辺洋「地震時に発生する崩壊の誘

黒田修一建設企画コンサルタント 因と素因」／海堀正博「兵庫県南部地震で発生し

篠原秀明応用地質 た宝塚ゴルフ場の地すべり地の撹乱試料を用いた

白石秀一 日さく 非排水三軸試験について」／福岡浩「地震時に発

中川信男 ダイヤコンサルタント 生する過剰間隙水圧と安定解析」／DmitryVankov 

中里 薫 パシフィックコンサルタンツ 「CyclicLoading Ring Shear Tests on Takarazuka 

山本 彰 大 林組 Golf Course Landslide Soils and Effect of Frequency 

横江憲一大成建設 on Pore Pressure Generation」/i王発武「Cyclic

吉丸哲司基礎地盤コンサルタンツ Loading Ring Shear Tests on Sands and Relationship 

between Stress Amplitude and Shear Displacement」

3.成果の概要 ／井口隆「歴史地震によって生じた地すべり・斜

(1)第 1回平成8年12月17日～12月18日、於：防災 面崩壊の予察的研究」／土屋智「静岡県周辺で発

研究所国際セミナー室、参加者：約20名 生した地震による大規模崩壊について」／伊藤陽

鵜飼恵三「地震時斜面の有限要素法解析：粘土 司「1994年北海道東方沖地震による地すべり・崩

地盤の全応力解析と砂地盤の有効応力解析」／吉 壊の特徴ー地すべり地形の斜面での変動ー」
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4.成果の公表

地盤工学会「降雨と地震から危険斜面を守る地盤

工学に関するシンポジウム」（平成 9年 4月30日

~5月 1日）論文集に以下の論文を所収：大塚悟

他：繰り返し水平・鉛直加速度に対する盛土斜面の

耐震安定性／沖村孝他：兵庫県南部地震による宅地

被害と対策について／鵜飼恵三他： Applicationof te 

Bounding Surface Model to the Dynamic Analysys of 

Saturated Soil Slope／鵜飼恵三他： DynamicAnalysis 

of Embankment by Large Deformation Theory 

風速の時系列データを風杯の運動方程式により数値

的に補正し、動特性の影響を減ずる方法を報告した。

森は気象庁型の風車型風向風速計(Aタイプ）とそ

れより少し小型でより軽量な材質で作られた風車型

風向風速計(Bタイプ）の 2台の風速計と超音波風速

計との比較観測を行った。 2つの風車型風向風速計

による平均風速、最大瞬間風速ともに超音波風速計

によるものと 2％程度以内で一致する。平均風向も

2度以内で一致する。一方、風向の標準偏差は、 A

タイプの場合、風速が大きいとき15％程度の過大評

価となる。 Bタイプは超音波によるものとほぼ一致

することを報告した。

8k-2 強風の計測に関する研究集会 塚本は回転式風速計の代わりに、今後ますます用

研究代表者：森 征洋 いられるであろう超音波風向風速計について、 3種

（香川大学教育学部） 類の市販の風速計の特性について比較検討を行った。

所内担当者：光田 寧 小型、軽量で低価格の超音波風速計を利用できるよ

開催期間平成8年12月16日

開催場所京都大学防災研究所 (D-1510)

参加者数 14名

研究概要

この研究集会では、次の 4件の報告に基づいて、

強風の場合を含む風の計測の基本問題について検討

した。

1. 回転風速計の動特性について

京大防災研究所林 奏ー

2. プロペラ型風速計と超音波風速計の比較観測

香川大学森 征洋

3. 3種類の超音波風速計の比較について

岡山大学塚本 修

4.気象庁における風観測の現状

気象庁藤谷徳之助

林は、風杯式風速計を用いて平均風速を求める場

合の周り過ぎの誤差について、新たに提案した風杯

の運動方程式によって数値計算を行い、従来より正

確な評価を与えるとともに、風杯によって得られた

うになってきているが、問題点も種々あることを報

告した。

藤谷は気象庁において現在全国展開が計画されて

いる95型気象観測装置について報告した。新しい観

測装置では、風観測は小型、軽量の風車型風向風速

計に変更される。ただし当面は両方の評価時間の観

測が行われる。

討論を通じて、回転式風速計を用いて強風の観測

など、研究目的で風を観測する場合の問題点につい

てさらに検討し、一般的な風観測法に関する総合報

告書を作成することの必要性が強調された。この研

究会を契機に、この方向に向けて研究を継続するこ

とが検討された。
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8k-3 流砂現象と地形変動から見た土 14: 00-14: 20 ステッププール形状の変化

砂環境問題 藤田正治（京都大学農学部）

研究代表者：澤井 健二 14: 20-14: 40 山地河川の河道変動

（摂南大学工学部） 長谷川和義（北海道大学工学部）

所内担当者：澤田 豊明 14: 40-15: 00 河川の縦断形状について

開催期間平成8年11月 1日～平成8年11月2日

開催場所京都大学防災研究所穂高砂防観測所

参加者数 19名

研究概要

11月2日午前9時より穂高砂防観測所において、

下記のプログラムで研究会を行い、午前中に 6件、

午後に 7件の話題提供をもとに討論を行った。

その中間には、ヒル谷観測点、および足洗谷観測

点を見学した。

平成8年11月2日

9 : 00-9 : 20 流域の土砂環境問題

澤田 豊明（京都大学防災研究所）

9 : 20-9 : 40 粘着性地盤の侵食試験

石川 芳治（京都府立大学農学部）

9 : 40-10: 00 土石流映像の画像解析法

板倉 安正（滋賀大学教育学部）

10: 00-10: 20 粒径別流砂量の音響計測

澤井健二（摂南大学工学部）

10: 20-10: 40 流砂運動のシミュレーション

関根 正人（早稲田大学理工学部）

10: 40-11 : 00 涸沼川における流砂観測

平林 桂（建設省土木研究所）

11: 00-13: 00 施設見学および昼食

13: 00-13: 20 眉山崩壊

宮本邦明

（鳥取大学地域共同研究センター）

13: 20-13: 40 雲仙水無川における土砂堆積

橋本 晴行（九州大学工学部）

13: 40-14: 00 計画土石流の設定と避難

中川 一（京都大学防災研究所）

泉 典洋（東北大学工学部）

15: 00-15: 20 河口の地形変動

田中 仁（東北大学工学部）

15: 20-15: 30 休憩

15: 30-16: 00 総合討論

参加者19名

長谷川和義（北海道大学工学部）

里深好文（京都大学防災研究所）

田中 仁（東北大学工学部）

藤田 正治（京都大学農学部）

泉 典洋（東北大学工学部）

石川 芳治（京都府立大学農学部）

平林 桂（建設省土木研究所）

澤井健二（摂南大学工学部）

高浜淳一郎（砂防地すべり技術センター）

宮本 邦明（鳥取大学地域共同研究センター）

関根 正人（早稲田大学理工学部）

桧谷 治（鳥取大学工学部）

澤田 豊明（京都大学防災研究所）

岡部健士（徳島大学工学部）

新井宗之（名城大学理工学部）

橋本晴行（九州大学工学部）

板倉安正（滋賀大学教育学部）

亀井規平（滋賀大学大学院）

中川 -（京都大学防災研究所）
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8k-4 断層解剖計画シンポジウム ても検討が必要である。

研究代表者：島崎邦彦 ボーリングの結果、野島断層の傾斜角は、 83度（小

（東京大学地震研究所） 倉500m深度での測定）、 82度（平林600m)、および84

所内担当者：安藤雅孝 度（平林1800m)とほぼ一定の角度と推定される。た

開催期間平成8年12月6日～平成8年12月7日

開催場所 兵庫県津名郡北淡町

参加者数約70名

だし、平林では78度(1100m)との解釈もあり得る。

破砕帯の幅は、水平方向に数十メートル程度と狭く、

破砕帯ガイド波の結果と矛盾しない。破砕帯内部で

は密度、弾性波速度、電気比抵抗が周辺と比べて数

十パーセント減少する。破砕帯には粘土鉱物として

1.研究概要 スメクタイトが、また炭酸塩鉱物が母岩の黒雲母や

断層解剖計画に関連するさまざまな分野からの発 普通角閃石を交代して産出する。これらは破砕帯に

表があった。特に、断層近傍での応力測定結果につ おける低温の変質作用によるものであり、おそらく

いて、有馬一高槻一六甲活断層系の各地域からの測 弾性運動に関連した中性の水の流入を示唆するもの

定結果が集まり、断層に垂直な最大水平圧縮軸方向 と考えられる。

は多大な関心を呼んだ。また、野島断層小倉および

平林のボーリング試料から推定される破砕帯の変形

および変質についても、多くの関心が寄せられると

ともに、変形・変質の程度をどのように定義するか

などの論議をまきおこし、今後関係者が相互に連携

を保っていくこととなった。また、温度計測、注水

試験、電磁気観測、地震観測、地殻変動観測、アク

ロス実験などの現状と今後の計画についての報告が

あった。

有馬一高槻一六甲活断層系で水圧破壊法およびボ

アホールブレイクアウトの測定が行われたのは、南

から育波（地調）、野島小倉（大学グループ）、野島平

林（防災科技研）、岩屋（同）、西宮市甲山（同）、宝塚

（地調）、池田（同）の 7点である。このうち、育波、

野島小倉、野島平林、岩屋、西宮市甲山ではいずれ

も水平主応力が北西ー南東を向いている。すなわち、

兵庫県南部地震の震源断層付近の各地点では、断層

に垂直な方向に最大主応力軸がある。はたして、こ

の結果が断層の横ずれによる応力解散の結果なのか

どうか、今後十分検討する必要がある。なお、最も

遠い池田では東西の最大水平主応力方向軸が得られ

ているが、宝塚では北東ー南西で有馬ー高槻構造線

2. :,.ログラム

12月6日（金） 兵庫県津名郡北淡町町民センター

(13: 00-14: 30 座長：西上欽也）

はじめに島崎邦彦

あ い さ つ 北 淡 町 教 育 長 堺 茂

人工地震による兵庫県南部地震震源域およびその周

辺地域の速度構造

朴 成実・岩崎貴哉•吉井敏剋・酒井慎一・武田

哲也・森谷武男・大村猛・山崎文人・伊藤潔

・嶋田庸嗣・山崎朗•田代勝也•宮下芳•宮

町宏樹

神戸市東灘区のポーリングと反射法断面にみる大阪

層群（招待講演）

衣笠善博

TK測線の反射法断面とポーリングの結果

河村知徳・荒井良祐・伊藤谷生・津村紀子

余震分布と活断層の深部構造

平田直

野島断層で観測されるトラッコ波と断層破砕帯深部

構造

桑原保人

の右ずれと矛盾する結果となっており、これについ (14: 40-16: 20 座長：平田 直）
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断層ボーリング

（住鉱コンサル試錐）阿部一郎

阪神・淡路活断層ドリリングー野島平林・岩屋

飯尾能久

甲山における掘削と応力測定ー地質調査所平林杭井

掘削による野島断層の速度・水理・き裂構造

伊藤久男

地質調査所平林コアにおける破砕帯内の変質と物資

移動の概要

藤本光一郎

(16: 30-17: 30 座長：伊藤谷生）

野島断層深度1,140m付近からの岩石コアによる破

砕帯の評価

小島健太・池田隆司•田中秀実・平野 稔•松尾

達生

破砕帯内物質移動深度別比較検討の概要

田中秀実

野島断層粘土の摩擦特性

嶋本利彦・青柳良輔・高橋美紀

野島断層沿いに観察された葉状構造の発達したカタ

クレーサイトーコアと地表との比較研究の概要

林愛明・重富素子

淡路島簡易保険保養センター

簡易ホール(1: 30-22 : 00) 

(19 : 30-20 : 50 座長：住友則彦）

ポーリング孔掘削の概要と今後の計画

安藤雅孝

小倉800m孔における地殻変動・地震観測

石井紘

小倉1800mポーリングコアから抽出したガスの化学

組成の深度による変化

新井崇史・奥津 保・塚原弘昭

小倉1800mポーリング孔で測定した地殻応力変形率

変化法(DRA)による応力測定

塚原弘昭・池田隆司・安藤雅孝・山本清彦

ASR計測による応力推定結果について

佐野修・辞自求

小倉800m孔での地震観測計画

西上欽也

(21 : 00-22 : 00 座長：小泉尚嗣）

1995年兵庫県南部地震によって生じた淡路島の湧き

水について

佐藤努

注水試験計画

島崎邦彦

野島断層ポーリング研究計画における地下水観測

北川有ー・小泉尚嗣・野津憲治・五十嵐丈二

野島断層における電磁気観測の概要

住友則彦

掘削孔における温度計測計画

山野誠

12月7日（土） 北淡町、町民センター

(9: 00-9 : 50 座長：山岡耕春）

小倉コア試料の概略や地質構造

竹村恵ニ・村田明広•宮田隆夫

小倉コアのフィッショントラック熱年代学からみた

活断層の運動による発熱現象

田上高広•長谷部徳子・蒲原秀典·竹村恵二

野島断層断層粘土の変質鉱物分析とESR年代測定の

意義

福地龍郎・今井登

(9: 55-11: 00 座長：嶋本利彦）

湾曲した断層条線と高速破壊

大槻憲四郎

断層岩からの摩擦構成則の再構築計画

大槻憲四郎

淡路島北西岸域の活断層の構造と横すれ変位量の推

定淡路淡路アクロス実験設備とその性能について

荒井良祐・伊藤谷生・小先章三・山岡耕春

現地（ボーリングサイトとアクロス）見学

(12 : 30-15 : 00) 
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8k-5 ネットワークMT研究会

研究代表者：村上英記

（高知大学理学部助教授）

所内担当者：大志万直人

（地震予知研究センター助教授）

1.研究目的

第7次地震予知計画の「海陸プレート境界のダイ

ナミクスの解明」の一環として東京大学地震研究所

を中心とし全国の大学が共同して、平成6年度から

全国4地域でNTIのメタリック線を利用し長基線電

場観測を面的に実施するというネットワークMT観

測を実施して来た。平成8年度はちょうど 5年計画

の中間にあたり、本研究会は、それまでの観測成果

と、これからの 2年あまりの観測・研究の方針を、

集中的に議論するという目的で、開催された。

について、特に重点的に議論がなされた。これは、

東北地域で実施されていた観測に比べ、西日本での

四国・中国山陰の観測線では、電車からの漏洩電流

のの影響がはなはだしく、解析のs/n比の向上に関

して重大な問題を抱えていたためである。これに関

しては、地域的な比抵抗変化を検出する手法を研究

するため、琵琶湖西岸地域で実施していた2年以上

の長期間にわたるデータを使用した、データ解析に

関する研究から、スタッキングの手法を一部改良す

ることで、ある程度のノイズ処理が可能になった。

地震研究所、高知大学、神戸大学、烏取大学等と協

力して、防災研究所が直接関係し実施した観測網を、

図に示す（ただし、淡路島の観測網に関しては気象

庁の観測網が含まれている）。四国中央構造線や烏

取の吉岡・鹿野断層を境に比抵抗構造の顕著な違い

を見いだしている。

5月と12月の研究集会の成果の一部は、国内の学

会・研究会はもちろん、 1996年7月に北海道の大沼

で開催された第18回国際電磁誘導研究集会でも発表

された。

さらに、今回の研究集会では、データのCD-ROM

化についての必要な資材を購入し、膨大な観測デー

タと、標準解析ソフトを標準フォーマットのCD-

ROMに収録し、各研究者それぞれに配付し、今後

の精密なデータ解析に関しての利便性をはかった。

これも、本の研究集会のひとつの成果である。

2.研究成果

研究会は、 1996年12月26日ー28日の日程で、京都

大学防災研究所内で開催した。総計38人の参加者で

あった。この研究集会は、 1996年5月17日ー19日に、

やはり京都大学防災研究所で開催した、第1回

「ネットワークMT研究会」を受けて、開催された

もので、ネットワークMT法を用いた東日本と西南

日本での地下の比低抗構造の標準モデルを構築する

ための観測で得られつつある膨大な観測データの効

率的かつ精密な解析方法に関し、および、ネット

ワークMT法の原理にかかわる基礎的な諸問題につ

いて、現在までに進んでいる解析結果を基にし徹底

的に議論し、成果を出すことを目的とした研究集会

であった。そのため、この研究集会では、学会方式

の発表会の形式を取らずに、テーマ毎に、現在まで

の解析結果・成果を基にした話題提供者を用意して、

あまり時間制限をせず、それぞれの話題に関し自由 JJ.J 

に議論を進めるという形式で、会を進行した。本研

i' …'  

匹

匹，

3“ 

、.NU"
＂r11'

究集会では、観測された電場データが、電車からの

漏洩電流等で、それほど良質でない場合の解析手段 図1:ネットワークMT観測網

JJ.1"‘‘”JI:u.0 9辺、35.9
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8k-6 マグマ探査一現状と展望一

1.研究目的

研究代表者：鍵山 恒臣

（東京大学地震研究所助教授）

所内世話人：井口 正人

（火山活動研究センター助教授）

火山においてマグマの所在を明らかにすることは、

火山に特有な構造やマグマの供給経路を解明し、火

山噴火予知にもつながる。これまでの研究では、地

震や地盤変動などの観測手法を用いてマグマ溜まり

の存在やマグマの動きが指摘されてきたが、マグマ

の存在を直接に示す証拠は得られていない。また、

近年、人工的なソースを用いた能動的な手法によっ

てマグマの存在を明らかにしようとする試みがいく

つかの火山で行われ、より精密な火山の構造も明ら

かになりつつあるが、その観測手法、解析手法とも

に完成されたものではない。本研究集会は、このよ

うな背景からマグマを捉える手法を幅広い分野から

再検討することを目的として行った。

2.研究成果

地球物理学的緒観測からみた火山の構造について

レビューされた。霧島・雲仙岳における人口震源を

用いた火山体の速度構造調査の最新成果について議

論するとともに、地球化学的手法、地球電磁気学的

手法を用いた構造調査、 ACROSSなどの火山体調査

の新しい手法についてその応用と可能性について討

論した。反射法探査の基礎理論を習得し、火山への

応用について議論した。

3.成果の公表

プロシーディングスとしてまとめ、印刷し、全国

の地球化学関連の講座に配布した。

主な参加者（計44名）

西田 泰典北海道大学理学研究科

地球惑星科学専攻教授

西村裕一北海道大学理学部

有珠火山観測所助手

田中 聡東北大学理学部

地震予知・噴火予知観測センター助手

鍵山恒臣東京大学地震研究所

火山噴火予知研究推進センター助教授

渡辺秀文東京大学地震研究所

火山噴火予知研究推進センター助教授

三ヶ田 均東京大学地震研究所

地震火山災害部門 助手

平 林 順 一 東 京 工 業 大 学

草津白根火山観測所教授

渡辺 了 富山大学理学部

地球科学教室助手

山岡耕春名古屋大学理学部

地震火山観測地域センター 助教授

清水 洋九州大学理学部

島原地震火山観測所助教授

周藤靖明京都大学理学部

火山研究施設助教授

角田俊喜鹿児島大学理学部

南西島弧観測所教授

石原和弘京都大学防災研究所教授

8K-7 地震時における建築内部空間の

安全性

研究代表者：北浦かほる

（大阪市立大学生活科学郁生活環境学科）

所内担当者：北原昭男

開催期間平成9年 1月17日

開催場所 大阪市立大学学術情報総合センター

参加者数約220人

研究概要

近年の建築の高層化と耐震化は、地震時における
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家具や家電機器の転倒、家財やガラスの破損散乱な

どの被害を拡大し広域化させており、建築全体に被

害がなくても建築内部では多大な被害を生む傾向を

助長させている。それはまた高層化した集合住宅に

おける人的被害や避難路の封鎖などの様々な安全上

の問題を改めてクローズアップさせた。

本研究集会では、地震時におけるそうした建築内

部空間の安全性に着目し、それに関わる様々な分野

の専門家すなわち建築構造、建築計画などの研究者

や建築設計、家具・家電機器の設計、開発技術者、

デザインなどに関わっているものが一堂に会し、地

震時による室内被害の発生メカニズムを明らかにす

ると共に、家財と空間の両面から多面的視点で室内

の安全性確保と向上のための方策について総合的な

議論を行い、各種家財に対するインテリアの耐震設

計の標準化に向けての第一歩を踏み出すと共に、社

会的啓発を図ることを目的と考えた。

研究集会は 1997年 1月17日に大阪市立大学学術

情報総合センターにおいて開催した。研究集会を開

催するに当たり、昨年10月にオープンした同セン

ター地下収蔵庫をはじめとする室内の耐震設計につ

いての見学会を研究集会開催 1時間前に実施した。

見学は設計者の日建スペースデザインシニアデザイ

ナー山本和仁氏の説明で行い、約90名の参加者を得

た。

研究集会は、午前10時から昼食の休憩を挟んで午

後4時30分まで実施し、約220余名の参加を得た。

司会は建設省建築研究所計画システム研究官古瀬敏

氏で、パネラーは下記に示す11名である。 1人15分

の報告終了後、会場からの発言も含めて意見交換を

行った。

l)阪神淡路大震災の住宅内部被害と家財の耐震化：

大阪市立大学教授北浦かほる

2)高層建物における室内被害と応答性状：京都大学

防災研究所教授藤原悌三

3)釧路沖地震と日本海中部地震による室内被害の特

性：京大防災研究所助手 北原昭男

4)家具の転倒防止と住まい方の工夫：京都工業繊維

大学助教授加藤力

5)箱物家具の転倒防止対策と設置方法：刈谷木材（樹

総合研究室開発課課長安田 清

6)カラーテレビの耐震設計： （樹日立製作所映像情報

メディア事業部主任技師佐藤力

7)台所設備機器の耐震設計：サンウェーブ（樹開発部

材料機器研究課課長 赤坂正明

8)オフィス家具の耐震設計：（樹イトーキオフィス商

品部開発部部長 小杉健一郎

9)公団住宅の家具転倒防止対策：住宅都市整備公団

設計課建築設計係長佐藤文昭

10)住宅メーカーにおける室内の耐震対応：ナショ

ナル住宅産業（樹部長石橋賞

11)行政における家庭内耐震化への推進体制：静岡

県総務部地震対策課参事 望月英明

討論ではまず、室内の耐震設計基準値を1000ガル

程度と考えることについての意見交換がなされ免震、

制震についての今後の動向が述べられた。次いで箱

物家具の固定についての議論がなされ、家具自体の

固定方法・固定強度・金具及び、室内側の壁下地の

構成・素材・防火上の問題・構造材の位置・金具・

実験時の強度・留め方・留める位置の問題について

様々な意見が出され、家庭用収納家具についての効

果的な固定方法が議論された。オフィス用のスチー

ル製収納家具については、業界として既にガイドラ

インが設定され対応されているが、簡易パーティ

ション及びシステム床・システム天井等が使用され

ているオフィスの現状を考えると問題解決になって

いないことが指摘された。また、今回の地震で問題

として浮上した、テレビや冷蔵庫、電子レンジなど

の家電機器については、現状では留め方の説明図が

付けられている程度の対応しかされておらず、留め

具の附属部品化の問題などを含めて業界としての取

り組み姿勢が問われた。さらに家電機器では、取り

付け位置が家具の基準位置よりも低くなるため、取

り付け壁面の設定の問題が再度議論された。その他、
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室内の被害実態のPRと具体的な安全対策の実施方

法についての啓発の重要性が、会場からも出された。

以上、安全性についての様々な議論が出され、到

底一定の結論を得る段階にまで議論し尽くすことは

出来なかったが、問題点が明確になり各専門分野の

相互認識が深められたと言う意味で有効な研究集会

を持つことが出来た。

8K-8 人的被害研究会

研究代表者：大西一嘉

すれば、私たちの力だけで被災の全容を解明しきれ

るものではなく、より広く専門家の英知と情熱を集

めなければなりません。また、阪神・淡路大震災の

実態のみで、人的被害研究の全貌が語れるわけでも

ありません。

今回の研究集会では、人的被害の構造を総合的に

議論することで、地震時における死傷の防止をはか

り、人的被害の総合的な解明をはかるための大きな

ステップにしたいと考えています。関心のある専

門家の皆さんのご参加をお待ちしています。

（神戸大学工学部建設学科） 2. ::,.ログラム

所内担当者：岩井 哲 司会／大西一嘉、副司会／宮野道雄

（テーマ別報告）

開催日時 平成8年12月26日（木） 午後 2時～ 7時 1.強震動域の震度分布

開催場所大阪市立大学文化交流センター・大セミ 中川康一（大阪市立大学）

ナー室（大阪駅前第3ビル 16階） 2.過去の地震での人的被害との接点を探る

〒530大阪市北区梅田 1-1 -3 -1700 村上ひとみ（札幌エ専）

電話(06)344-5425

主 催人的被害研究会（震災を契機に地震時死

傷問題に関心のある研究者などが自主的

に集まって作った研究会）（資料代： 1000

円）

1.研究目的

阪神・淡路大震災は、死者6千人、負傷者3万人を

越える戦後最大の人的被害をもたらしました。科学

技術や救急医療が進歩した現代において、なぜこれ

ほどまでに多大な犠牲を被らなければならなかった

のか。今後の災害に備えるためにも、この死傷の原

因を科学的に明らかにすることが求められます。

私たちは、地震時死傷をより組織的にかつ科学的

に明らかにすることが必要と考えて、地震学、地震

工学、建築構造、都市計画、住宅設計、防災計画、

救急医療、法医学など様々な分野の専門家が集まり、

「人的被害研究会」を発足させました。しかし、地

震における人間の命を守るという課題の重要さから

3. 人々はどんな住宅で亡くなったのか？

村上雅英（近畿大学）

4.生と死をわけたものは何か？

石井 昇（神戸大学付属病院）

5.大災害時の医療機関はどうあるべきか？

今泉恭一（鹿島建設）

6.大地震にも生き残る木造住宅にするために

鈴木 有（金沢工業大学）

7. 死ななくて済む住まい方を

室崎益輝（神戸大学）

（総合討論）

「阪神・淡路大震災からわれわれが学ぶべき事は何

か？」太田 裕（山口大学）

3.問い合わせ先

(078)803-1017 神戸大学建築系教室（大西）

(06)605-2834 大阪市立大学生活科学部（宮野）

人的被害研究会事務局 大津俊雄（シティーコード

研究所）
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TEL (06)231-0188 FAX (06)231-3788 

〒541大阪市中央区平野町3-3 -10 浅野ビル

（※当研究集会の実施にあたっては、京都大学防

災研究所の助成を受けています。）

8k-9 大スパン構造物の耐風制に関す

る研究集会

研究代表者：谷池義人

（大阪市立大学工学部）

世話人：桂 順治・丸山 敬・奥田泰雄

（京都大学防災研究所大気災害研究部門）

1.研究目的

大スパン構造物は一般に地震の影響よりも風の影

響を受けやすい構造物である。最近このような構造

物の耐風性に関する研究によって新しい知見が得ら

れてきている。そこで、「大スパン構造物の耐風性

に関する研究集会」と題して防災研究所の改組後最

初の研究集会を開催した。

2.研究成果

大スパン構造物の耐風性に関する研究集会に27名

の参加者があった。参加者は国内の風工学を専門に

する研究者だけでなく、企業の建築設計者や技術者

等幅広い参加が得られた。この研究集会に 8名の研

究者から現在行っている最新のテーマで話題提供が

あり、それぞれ大変活発な討論が行われた。提供さ

れた話題は以下の通りである。

1)屋根面上の円錐渦の可視化実験

（谷口 徹郎／大阪市立大学工学部）

2)陸屋根上の円錐渦と屋根面に作用する負圧につい

て （河井宏允／東京電機大学理工部）

3)低層大屋根の変動風圧のPOD解析

（菊池 浩利／清水建設技術研究所）

4)大スパン構造物の応答解析

（浅見 豊／大成建設技術研究所）

5)剛接合単層ラチスドームの振動特性と風応答

（植松 康／東北大学工学部）

6)一様流中における球形屋根上の風速分布と風圧分

布の関係 （本郷 剛／鹿島建設技術研究所）

7)大スパン構造物に加わる風力実測ー小規模供試体

の実測ー風洞実験

（川村純夫／川村風科学研究所）

8)距離座標の導入と非定常的相似則について

（桂 順治／京都大学防災研究所）

これらの成果を「大スパン構造物の耐風制に関す

る研究集会報告書」に纏めて公表した。

9S-1 都市地震防災のためのデータ

ベース構築と共有化の課題に関す

る研究集会

研究代表者：亀田 弘行

（京都大学防災研究所教授）

平成 9年度京都大学防災研究所共同研究集会

9S-1 「都市地震防災のためのデータベース構築

と共有化の課題に関する研究集会」は、平成 7年 1

月17日に始まった阪神・淡路大震災における情報課

題を検証するとともに、課題を解決するためのデー

タベースの構築やその基礎となる情報技術の問題点

を整理することを目的として、平成10年2月6日に

開催された。

阪神・淡路大震災は、都市基盤施設の激しい崩壊

による影響と多様な社会的対応が交錯する複合都市

災害であり、そこに的確な情報収集・処理・共有の

手段が欠如していたことが、緊急対応と復旧・復興

過程に種々の混乱を引き起こした。こうした問題点

は、震災発生後の 2ヶ月間に文部省緊急プロジェク

トとして実施された「兵庫県南部地震をふまえた大

都市災害に対する総合防災対策の研究」で行われた

災害過程の構造化の結果、物理的課題と社会的課題
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のインターフェースとして、情報課題が重要な位置

を占めるとの結論に至ったことにも示されている。

本研究集会では、震災発生から 3年が経過した時

点で、災害過程における実例をふまえながら、防災

情報課題に関して行われた研究的な取り組みの成果

を反映することを目指した。プログラム構成は、 (1)

防災情報システムの課題、 (2)災害情報収集の技術・

共有化の仕組み、 (3)基盤データベースの内容・仕組

みに大別し、これより、防災情報システムに求めら

れる基本的な枠組、システムとデータベースの構築、

必要な技術的展開、実現のための協力体制などを検

討することとした。

この研究集会を当初企画した平成 8年の時点では、

阪神・淡路大震災という膨大な複合都市災害のデー

タを収集・保存し、広く共有化するためのデータ

ベース化をどのように達成できるか、その問題点は

何かを討論することに主眼がおかれていた。しかし

その後防災情報の課題については、災害データの問

題にとどまらず、有効な防災情報システムの基本概

念や、その構築のために必要な空間情報の時間管理

など、新たな技術開発の必要性を含む多くの問題が

が提起されて、新たな展開を示してきた。こ状況を

ふまえて、実施プログラムの作成にあたっては、既

存の情報技術の活用だけでなく、次代の技術的展開

の方向付けを含む議論を可能とするよう心がけた。

研究集会は、京都大学防災研究所水資源研究セン

ター演習室で実施され、参加者は31名、 14件の発表

が行われた。発表者は大学の研究者6名のほか、行

政ならびに国の研究機関から 3名、空間情報の基盤

データベースに関わる企業の技術者4名、ライフラ

イン事業者 1名からなり、多様な立場から、具体的

な報告と提案を得ることができた。

ここで行われた討議はまだ緒についたところであ

る。今後も個別の取り組みに加えて、今回のような

横断的な議論の場を継続的に持つことが必要である。

9S-2 空間構造の自然災害時における

非線形挙動解明と抑止対策

研究代表者：國枝治郎

（京都大学防災研究所教授）

開催日時平成9年10月17日 9 : 30~17: 30 

開催場所京都大学防災研究所集会室

1.研究目的

共同研究集会を表題の下に開催する目的の背景を

簡潔に述べると以下のようになるであろう。

①近年いわゆる空間構造と呼ばれる建築物の建設が

社会生活の進展、多様化にしたがって急激に増加

している事実が背景にあり、この種構造物の安全

性を確保する必要がある。

②兵庫県南部地震時には教育施設、社会施設体育館

における被害が軽微で被災者の避難場所、宿泊所

として震災後非常に役立ち、都市計画上この種構

造物の適正な配置の必要性が広く認識された。

③空間構造にはコンクリート、鋼材（型鋼、棒鋼、

ケーブル材）、木材、膜材等様々な材料が用いら

れ、構造形式も使用材料に応じて様々であるため、

安全性確保のための基礎研究は多岐にわたる。

④我が国では空間構造に与える自然災害因子として

地震のみならず、風、雪等をも考慮する必要があ

るため、③と相まって解決困難な課題が多い。

⑤建築学会等では空間構造に対してこれら災害因子

に対応する設計指針が未だ作成されるまでには

至っていない。また、世界的に見ても空間構造に

おける自然災害時の研究は進んでおらず、この方

面では日本は指導的立場にあるといえる。

この研究集会によって地震、風、積雪等に対する

空間構造の静・動的応答挙動を出来るだけ明らかに

し、抑止方法を討議する。

2.研究組織

10名の研究者よりなる研究集会実行委員会を組織
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して集会発表論文の公募を行い、多数応募論文中よ

り24編を選出し発表依頼をした。集会は一般公開で

ある。

3.研究成果

シェル・空間構造という重要だが建築構造関係に

あってもかなり特殊な構造で且つ極めて限られた

テーマでの研究集会であって、集会そのものの成立

が危ぶまれたが、多数の参加者を得て非常に熱意の

あふれた有意義な研究集会となった。この様な非常

に限られたテーマでの研究集会は我が国では初めて

のことであり、世界的に見ても無いであろう。その

成果を纏めると

①現状における当該方面の研究の進展状況を研究者、

技術者共に十分に把握が出来て、問題点の存在す

るところが非常に明確になり、今後の当該方面の

研究の飛躍的発展に大きく寄与した。

②空間構造にあっては地震時下部構造の影響が予想

されていた以上に大きいこと、特に大規模構造で

は入力位相差が重要となる場合のあること、対称

形でない支持方法の場合の問題点等々が明確にさ

れ、設計上の留意点が種々明らかにされた。

③空間構造にあっても免震、制震機構が有意、有効

に作動しうることが明らかにされた。

④積雪時、特に偏載時における地震応答挙動が解

明され、設計指針が与えられた。

⑤その他地震、風等による種々な状態の応答挙動、

動的不安定挙動等の一部が解明された。

⑥応答挙動解析のための新たな有効な手法がいく

つか提案された。

その他多面的に非常に多くの成果が得られたと参

加者の間で合意されたが、これらの成果を実設計に

如何に反映させていくかが今後の問題であろう。

4.成果の公開

集会発表論文は論文集として刊行、配布した。

体裁： A4版226頁

9S-3 環境地盤災害の実態と対策の事

例研究

研究代表者：嘉門 雅史

（地盤災害部門教授）

表記の共同研究集会を、社団法人地盤工学会（廃

棄物の地盤材料としての利用に関する研究委員会、

委員長：嘉門雅史）との共催により平成 9年11月20

~22日に京都大学宇治キャンパスにて開催した。な

お、地盤工学会では第 1回環境地盤工学シンポジウ

ムを平成 6年 5月に東京で開催しており、本研究集

会は地盤工学会にとってはその第 2回として開催さ

れたものである。特別講演 1編、一般研究発表44編、

パネル討論等が行われ、 3日間を通じて延べ250名

の参加者を得た。

地盤環境をめぐる各種災害は近年極めて多様化を

きたしており、人為的な作用や要因に基づいた環境

地盤災害も無視し得ない状況にある。地盤工学の分

野では、「環境地盤工学」という学問分野が確立され、

開発に伴う環境地盤災害をはじめとして、地盤環境

汚染、廃棄物処理といった環境地盤災害の防止に関

する研究が盛んに行われている。そのような現状を

受けて地盤工学会を中心に10年以上前から地盤工学

と環境問題の関わりに関する研究が積極的に取り組

まれてきたが、本研究集会はそのとりまとめと今後

の方向性を示す上で時機を得たものであった。以下

にシンポジウム概要を紹介する。

特別講演は、三田地利之博士（北海道大学大学院

工学研究科教授）により「北海道豊浜トンネル岩盤

崩壊事故から何を学ぶか」と題して行われた。岩盤

崩壊のメカニズム、予知・予測技術の開発につなが

る計測・監視技術の現状と将来展望を示し、調査研

究を通じて得られた地盤工学上の教訓が述べられた。

一般論文は、地盤汚染とその対策(12編）、廃棄物

処分・廃棄物地盤(5編）、廃棄物の地盤工学的有効

利用(10編）、地盤災害と地盤環境(5編）、発生土・
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汚泥の処理と有効利用(12編）、の 5つのテーマ、 8

つのセッションにて発表が行われた。地盤汚染対策

のための新技術の提案、廃棄物の新しい適用方法、

廃棄物からの溶出特性の検討、有効利用システム、

事業性の評価といった最新のテーマを含む研究発表

に対し、活発な議論を行った。

最終日に行ったパネルディスカッションでは、各

セッション座長のとりまとめ、酒井伸一博士（京都

大学環境保全センター助教授）による「廃棄物の無

害化と地盤環境への影響評価」と題しての話題提供、

環境地盤災害研究のターゲットとゴールの設定へ向

けての研究討論を行った。酒井博士の話題提供では、

土壌系は汚染物質のシンクとして、また生活環境に

密着しているという点で特殊な媒体であり、

1)廃棄物の発生抑制および二次資源利用の原則と環

境保全

2)地盤環境に関わる各規準の考え方と行政の対応

3)溶出試験のあり方

の3点が示された。研究討論では、環境基準の立場

とリサイクルコストの問題、国際基準と国内基準の

統一、品質保証の意味でのリスクマネジメントの考

え方の導入提案、新しいリサイクル技術や地盤汚染

浄化技術開発を法制度の枠を超えて行うために研究

技術開発体制をオープンにし、データの客観性を確

立すべきであること、地盤汚染については局所的な

汚染ばかりが取り上げられるが、 トータルでの影響

が少なくないことから土壌環境基準をマスとして取

り扱う必要があること、 リサイクルに関し現状は

「安定型」のリサイクルを基本としているが、より

信頼性の高い管理型のリサイクルを考える必要があ

ることなど、今後の方向性として重要な議論がなさ

れた。

9S-4 古地磁気学的手法を用いた火山

活動史の復元

研究代表者：味喜大介

（火山活動研究センター助手）

1.研究目的

過去の火山噴火の歴史を明らかにすることは、現

在の火山活動をより深く理解し、将来の活動を予測

するために重要である。古地磁気学の手法は、溶岩

などの噴出物の年代推定や、火山帯周辺の構造運動

の解明など、火山活動史の研究に応用することがで

きる。一方、古地磁気学的手法だけから火山活動史

を編むことは難しく、他の専門分野との協力も必要

になる。本研究集会は、こうした研究のこれまでの

成果や問題点、また将来の展望について議論するた

めに開催された。

2.研究成果

本研究集会では、古地磁気学、火山層序学、火山

物理学や放射年代学などを専門とする研究者および

大学院生など58名の参加を得て、合計26件の講演発

表と桜島火山の野外巡検が行われ、活発な鏃論が交

わされた。講演の内容は、考古遺跡の焼土遺構や火

山岩、海洋あるいは湖底の堆積物などから得られた

地磁気の変動の様子や火山噴出物を資料とした古地

磁気層序学的研究の実例、また、地球物理学的ある

いは火山層序学的に見た桜島火山の姿、放射年代学

や鉱床学の立場からの北薩・南薩地域の火山活動史

の研究、さらに、放射年代測定や広域火山灰の研究

の新しい手法など多岐におよび、異なる専門分野の

間の相互理解を深めることができた。

3.研究成果の公開

本研究集会の公演内容は報告集「古地磁気学的手

法を用いた火山活動史の復元」として出版された。
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4.研究組織（講演者一覧、 so音順）

石原和弘（京都大学）

上野直子（東洋大学）

上野宏共（鹿児島大学）

氏家恒太郎（九州大学）

宇都浩三（地質調査所）

岡田 誠（茨城大学）

奥野 充（名古屋大学）

小林哲夫（鹿児島大学）

渋谷毅彦（東京都立大学）

成亨美（島根大学）

武田 哲ー（九州大学）

田中秀文（高知大学）

中島正志（福井大学）

新妻信明（静岡大学）

林田 明（同志社大学）

久光敏夫（九州大学）

広岡公夫（富山大学）

兵頭政幸（神戸大学）

船木 寅（極地研究所）

松本拓朗（鹿児島大学）

味喜大介（京都大学）

三木雅子（神戸大学）

森永速男（姫路工業大学）

山崎俊嗣（地質調査所）

Kobe皿を開催することを計画している。そこでは、

この 1年間の各種の成果が示されるとともに、一般

市民、被災者、ボランティア、医療関係者、行政関

係者、研究者、技術者、災害人らが交流し、大震災

の学術面のみならず、それぞれが学んだことを話し

合い、互いに理解が足りないところを補い合って、

知恵や教訓を共有することが大切である。

2.研究組織

研究代表者 京都大学工学研究科

教授土岐憲三

事務局長教授河田恵昭

実行委員全国で約60人

3.研究成果

成果は、 Memorial Conference in Kobeからの

提言として、つぎのようにまとめられた。

1.今年、緊急復興3年間計画が完了した。その間

に被災地では、住宅を除く社会基盤施設の復旧が

成し遂げられた。

2.復興都市計画事業を中心とするまちづくりと

人々の生活再建はいま正念場を迎えている。そこ

に、被災地をどう元気づけるかという共通の問題

の問題の存在が明らかになってきた。今後、高齢

少子化時代を先取りし、時代に即した人間関係づ

くりコミュニティーづくりが進められなければな

らない。世界に誇れる景観と文化を持ったまちづ

9K-1 Memorial Conference in Kobe m くりを目指した復興を進めていかなければならな

研究代表者：土岐憲三 い。

（京都大学工学研究科教授） 3.金が落ちなければ復興はないが、金だけでも復

興はない。スモールビジネスを核とする新しい地

1.研究目的 域型産業の創出・育成も緊急の課題である。一方

阪神・淡路大震災に関係した、異なる背景をもつ で、市民自らが誇りを持てる復興を進めなければ

人びとが一堂に会して、その後の 1年間に得られた ならない。

知識や知恵を語り合い、共有することは大変重要な 4.］レミナリエは震災復興の象徴であり、単なる鎮

ことであろう。このような観点から、 1998年2月21 魂の儀式であってはならない。被災地の人々の暖

日に神戸の国際会議場でMemorial Conference in かい心を世間に示す祭りとならなければならない。
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5.震災の教訓を一人一人が見つけ、将来に活かし

ていかなければならない。こうした努力をもう一

年、誰もが続けなければならない。そこから新し

い市民社会を展望する可能性が開けるであろう。

研究成果は公開されている。

9K-2 南アフリカに金鉱山における国

際共同実験に関する研究集会

研究代表者石井 絋

（東京大学地震研究所）

所内担当者住友則彦

開催期間平成9年11月18日～11月19日

開催場所 京都大学木質研究所木質ホール

参加者数 78名

1.研究概要

地下深い金鉱山は、地震の予知と地震の震源過程、

岩石の物性の解明のための巨大な岩石実験場である。

地表からの深さ 2-4kmで、震源のサイズ、 10-100

mオーダーのサイズのイベント（マグニチュード 3

クラス相当の地震）が掘削による応力集中のために

定常的に繰り返し発生している。人間が直接に地震

発生の場近くまで行くことができ、震源から10m以

内というような至近距離における観測も可能である。

このように深い鉱山では、室内の岩石実験的な計測

が可能であり、脆性領域における地震破壊と岩石の

物性を詳細に調べるためには、極めて貴重なフィー

ルドであると考えられる。

すでに鉱山では、人的被害軽減のため、実際に、

地震の予測が行なわれていて、 60％くらいの確率で

大きめの地震を予測できるらしい（時間の誤差は数

時間と言われている）このように、深い鉱山におけ

る観測研究は、地震予知研究の新たな道を切り開く

可能性の高い、斬新なものであると考えられる。

南アフリカの金鉱山において、 1993年より日本と南

アフリカとの国際共同実験が行なわれている。採鉱

の行なわれている坑道から100m以内、地震活動域

のまっただ中において、地震計、歪み計のアレイ観

測が現在も行なわれている。比抵・自然電位自然電

位の試験的観測も行なわれた。震源距離10m以内の

地震も捉えられ、スケーリング則の研究などが行な

われている。地震発生に関係した歪み変化も多数捉

えられており、その中には、地震前の異常現象であ

る可能性のある変動も含まれている。これらを詳し

く親測研究することによって自然地震の前兆をとし

てどのような現象が期待されるかが明らかにされる。

これまでの研究成果と今後の研究方向を検討するた

め、表記の研究集会を平成 9年11月18日に木質科学

研究所木質ホールで行なった。今回の研究集会は、

南アフリカ金鉱山関係、野島断層ボーリング関係、

跡津川断層関係の 3つのプロジェクト共催で、シン

ポジウム「震源に近づく」を行ない、その中で南ア

フリカ金鉱山関係の論文発表を行なった。

2.研究成果のまとめ

1.ボアホール型歪み計で観測された歪み変化が地

震活動と相関が良いことが分かった。また、大き

な地震前の異常な地殻変動が捉えられた。

2.鉱山の地震は自然地震から得られているスケー

リング則と矛盾しない傾向を有することが分かっ

た。応力降下量はやや大きな結果を得ている。

3.鉱山の地震にも、やや大き目の地震の前には空

白域が見られたり。震源域周辺に発生する地震は

低周波の傾向が見られる。また、初期破壊が見ら

れることが分かった。
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9K-3 火山噴火時の防災に関する研究

会

研究代表者：宮本邦明

（鳥取大学地域共同研究センター）

所内研究者高橋 保

開催期間平成9年11月16日～11月18日

開催場所鹿児島大学・桜島

参加者数 120名

研究概要

研究集会「火山噴火時の防災に関する研究会」は、

平成9年11月16日から 3日間にわたって開催された。

16日と17日は講演会とパネルディスカッションが、

18日は桜島でのフィールド・エクスカージョンがも

たれた。延べ120人が参加した。

研究集会では、京都大学防災研究所高橋保教授の

基調講演「火山防災へのアプローチ」に続いて、火

山防災の個別要素である火山活動と噴火予知、噴火

災害のかなり大きな部分を占める火砕流についてそ

の流動機構と数値シミュレーション手法、火山防災

対策、危機管理手法、災害時の情報伝達、避難支援

システムなどについて話題提供があった。また、火

山災害の異なった側面である火山ガスや火山灰の人

体に及ぽす影響について、特に火山灰と健康との関

連についての話題提供のほか、雲仙をはじめとする

九州地方の火山地域における災害事例の話題提供が

あった。

これらの話題提供をベースに、パネルディスカッ

ションで討論が行われ、火山防災のための個別技術

の現況と今後の研究課題や展望についての理解が得

られるとともに、総合化された防災システムとして

の観点が重要であるという認識が確認された。また、

火山を様々な資源としての観点から見た時の防災の

重要性や、さらに一歩進んで、火山地域の有効利用

技術と一体となった防災技術の確立の重要性、その

ための総合化された火山工学の確立が重要かつ必須

であるという認識が得られた。

ここで話題提供され討論された内容は非常に広範

な問題を含んでおり、かつまた、それぞれの問題が

まだ研究途上にある場合が多く、問題間の相互の関

連が十分に理解されていないといった事情もあって、

個別の研究のさらなる進展と総合科学としての取り

組みが必要であろう。

問題が広範な領域にわたっていることと、それに

比較して研究集会としての時間が十分に取れなかっ

たことから、必ずしも明確な成果を得るまでには

至っていないが、本研究集会を通じて研究者間の問

題意識の疎通と、それぞれの研究領域の関連が具体

性を持って理解されたものと考えている。また、本

研究集会を機会に、境界領域を含む研究者間の新た

な共同研究が実施され、成果が出されることを期待

して研究集会の報告としたい。

9K-4 地殻の不均質構造内陸大地震の

発生

研究代表者：佐々木嘉三

（岐阜大学）

所内担当者：伊藤 潔

上記研究集会は、平成 9年12月11、12の両日、京

都大学防災研究所で開催された。 2日間にわたる研

究集会には、全国各地から70名以上の参加者を迎え

て、最新のデータに基づく研究成果を中心に27報の

研究発表が行われた。これらの報告と関連する討艤

は時間を大幅に延長して熱心に行われ、参加者全員

にとって極めて意義のある集会となり、当初意図し

ていた成果を十分に達成できたものと評価している。

地震予知計画が始まって既に30年、兵庫県南部地

震の大災害を目の当たりにして、地震予知研究の成

果をいかに評価するかは研究者個々によっても大き

く異なる点があるのはやむをえないことであろう。

しかし、これらの成果を否定的に、あるいは肯定的
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に評価しようと、予知研究の進歩状況が「社会から

期待されているレベル」には程遠いという意味では、

地震研究に携わるものが同じ認識を持っていること

は確かである。

このような現状をふまえ今回の研究集会は、地震

の発生場を規定している構造、特に不均質な構造と

応力集中・内部大地震の発生とをどのように結びつ

けて見ることができるかを検討しようとしたもので

ある。すなわち、構造を単なる地球内部のGeometry

として理解するのではなく、 Dynamicに変形し進化

するものとしてとらえ、そこに現れた活動の推移・

異常現象を物理現象として理解し、地震の発生との

関係を検討することを目的としたものであった。こ

の極めて大きな課題は、測地学審鏃会地震火山部会

から本年6月に出された「地震予知計画の実施状況

等のレビューについて」の中の今後の展望でも大き

く取り上げられている〈目標と方針〉のひとつであ

り、予知研究の根幹を成すものである。今回の研究

集会がその方向へ隊列を作って歩み出す一歩になっ

たということを確認しておきたい。

最後に、本研究集会の開催のために事務局を含む

防災研究所のスタッフの多大なる努力があったこと

を付記する。

9K-5 同位体組成から見た深層風化と

地下水の貯留性に関する研究集会

研究代表者：北岡 豪一

僚載大学理学覇付属地球物理翠研究薦設）

開催期間平成10年 2月27日

開催場所京都大学防災研究所D-452号室

参加者数 11名

1.研究目的

ばならない問題がある。今回の研究集会は、化学／

同位体手法の適用性の限界を明らかにしつつ、固体

／流体システムにおける物質とエネルギーの流れと

媒体の変質過程の理解に接近することを目的として、

地球化学、陸水物理学、地形学、火山学、森林生態

学など、異なる多くの分野で水循環と風化に取り組

んでいる研究者が互いに情報を持ち寄り、互いに視

点を確認し合うために催された。

2.研究成果

風化と水循環とが密接不可分の関係にあることは、

本集会で松倉氏が指摘したように、風化の現象が水

の流れによる物質とエネルギーの移動によるもので

あり、水の移動がなくなると水は周りの岩石と科学

的熱的に平衡して風化は進まなくなるという明快な

論点から言える。風化による岩石の変化と、それに

よって運び出される化学物質の沈積は、逆に、水の

循環系に影響を与える。水が動く限り風化は進行す

るという基本視点の上に本集会の意義がある。

集会では、乾燥地域、火山地域、高山地域、地下

の破砕帯、海底流出、地表付近の浸透および流出過

程まで、種々の時間空間スケールの水循環系で、同

位体手法の適用性、岩石一水相互作用と生物活動に

よる水質形成過程、また、岩石の種類による風化過

程の違いなどについて、水と物質の両面から活発な

議論が行われた。議論の過程で、異なる分野に相補

的でかつ解決されねばならない問題点がかなりの程

度まで明確化されたと思われる。異なる分野の研究

者が、密接不可分である水と物質の移動変質過程に

ついて共通の視点を持ち得たことへの意義は大きい

と思われる。それは、それぞれの研究者が有してい

る自然観に深まりと広がりがさらに加えられたこと

であり、各分野で次なるステップを模索する上に資

するところが大であろうと確信するからである。

水循環と風化の問題に、化学／同位体を用いて接 3.研究成果の公開

近しようとしても、その手法には多くの解決されね 報告書「化学／同位体組成からみた深層風化と地
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下水の貯留性に関する研究」を印刷・刊行

9K-6 流域不安定土砂の生産・流出予

測と流域一貫安定法の展望

研究代表者：長谷川和義

（北海道大学大学院工学研究科）

所内担当者澤田豊明

開催期間平成9年10月31日

開催場所 京都大学防災研究所穂高砂防観測所

参加者数 19名

研究概要

本共同研究集会は、昨年度共同研究集会「流砂現

象と地形変動から見た土砂環境問題」における討論

の中で浮かび上がった「流域不安定土砂」に注目し

て、その生産・流出の機構、流域を一貫する土砂管

理・安定化法を探ることを目的としたものである。

構成メンバーは、昨年度集会参加者を中心に長期地

形変動及び流域土砂動態に詳しい研究者を新たに加

えることにし、合計19名に参加をみた。

17件の話題提供が行なわれ、各研究に関して熱心

な討論が行なわれた。これらの話題は、 (1)流域土砂

収支の実態、 (2)個別土砂流動現象一土石流、 (3)個別

土砂流動現象一微細土砂流出、 (4)個別土砂流動現

象ー河口堆積、 (5)地形形成の実験とモデル、 (6)流砂

量計測法、 (7)人工洪水による土砂管理、にわたり広

く集会テーマを網羅するものとなった。 (1)の話題に

例を取り内容を示す。

清水（北海道大学農学部）は、沙流川流域における

30年超豪雨による土砂流出事例をもとにして単ーイ

ベントの打者収支解析を示し、斜面が最大の、低次

流路がこれにつぐ侵食場として機能し、高次流路が

緩勾配広幅河床空間によって効果的停留場として機

能すること、土砂は異動期と停留期を繰り返しある

時間をかけて流域内を輸送することを示した。これ

らの時間スケールを理解するために樹木年輪年代法

が有力な方法であり、結果的に、土砂停留時間が大

規模・低頻度イベント発生流域で約60年、中規模・

高頻度流域で約 5年であることを報告した。

石川（京都府立大学農学部）は、輸送土砂の粒径分

布・密度変化の把握に重点を置いて1995年の姫川流

域で発生した大規模な土砂移動現象を調査し、地山、

崩積土、支川河床堆積物と下流に土砂が移動するに

つれて細粒土砂の含有率が急速に低下し、また土砂

密度が増加することを示した。これらの研究は、河

床不安定土砂の実態とその変動時間スケール及び質

の変化を明確にとらえたものであり大きな注目を集

めた。

一日で17件の話題提供を行なう単独集会では、互

いに情報交換を行なうだけで手がいっぱいになると

ころがあり、集会としては高度の成果を得ることが

難しいが、本集会は、昨年度の成果の上に立って行

なわれ、以下の点で全体の認識を高めることができ

た。すなわち、流域を一貫して土砂移動をとらえる

場合、短期のイベントとして生じる斜面及び低次河

道における崩壊・土砂流発生、その土砂の高次河道

（下流域）での滞留、滞留土砂の不安定度に対応した

再移動（再侵食・再堆積）、というマクロな空間・時

間スケールの認識が重要であること、さらに、この

スケールの一段下にステップ＆プールなどの土砂輸

送の規定するさまざまなスケールの要因が存在する

ことが確認された。また、土砂流動の合理的な人工

コントロールを行なうためには、個々の流域の地質

・地形・歴史過程をふまえた調査に基づく変動ス

ケールの正確な認識を進める必要があること、土砂

流動の力学過程について一層研究を深める必要があ

ること、などが確認された。
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3.2 国際共同研究

3. 2. 1 IDNDR 

文部省特別事業

中国及びインドネシアにおける自然災

害の予測とその防御に関する国際共同

研究

代表：入倉孝次郎（地盤災害研究部門 教授）

京都大学防災研究所は、日本における自然災害を

専門に研究する総合的な研究機関として、「中国及

びインドネシアにおける自然災害の予測とその防御

に関する国際共同研究」を「国際防災の十年」にお

ける取り組みとして企画し、平成6年度から5年間に

わたり文部省特別事業として採択されるに至った。

本共同研究では、具体的に、かつ、着実に成果を挙

げるため、対象国及び対象災害を限定し、インドネ

シアを対象とした火山とテクトニクス(I- 1)・洪

水と海岸災害(I-2)．及び中国を対象とした地震

(c-1)・地すべり (C-2)・ 土石流(C-3)災害

に関する研究を行なっている。

以下に各研究グループの目的、成果等を記す。

I -1 :インドネシアの火山噴火機構とテクトニク

スに関する共同研究

代表：田中 寅夫（地震予知研究センター教授）

1.研究目的

インドネシアのジャワ島はインド・オートリア海

洋プレートがユーラシアプレートの下に沈み込む部

分に形成された島弧の一部であり、活発な火山活動

と顕著な断層が認められる。プレート運動及びそれ

に伴うプレート相互作用とプレート内部の変形を研

究するために、地質学的、地形学的に顕著なレンバ

ン、チマンデリ両断層の現在の活動並びに周辺の広

域地殻変動を観測して、ジャワ島西部のテクトニク

スを明らかにする。また、火砕流発生機構の解明及

びその予測手法の確立、噴火の前駆地震・微動の発

生様式の解明を目的として、ジャワ島西部のグン

トール火山と中部のメラヒ゜火山を対象に観測研究を

行なう。さらに、グントール火山及びレンバン断層

を含むジャワ島西部において、火山活動とテクトニ

クスの関係を解明する。

2.研究成果

［グントール火山］

火山性地震は山頂火口の深さ 5kmまでと西部のカ

モジャンカルデラ周辺に分布することが分かった。

カモジャンカルデラ周辺の地震は、北東から南西に

のびる断層に沿って分布し、右横ずれの発震機構を

もつこと、グントール火山周辺では東西圧縮南北伸

張の応力場にあることが明らかになった。山頂周辺

に発生する地震のメカニズムは、正断層または逆断

層であることがわかった。平成9年5月からの火山

性地震活動の活発化と期を同じくして、山頂火口方

向の地盤が隆起することを検出した。さらに、光波

測量から山麓と山頂間の距離短縮を確認した。これ

らは、マグマの貫入あるいは熱水活動の活発化を示

唆する。

［メラピ火山］

火砕流噴火に先行する地盤の傾斜変動が検出され、

火砕流の発生予測に傾斜変動観測が有効であること

が示された。また、火砕流噴火に伴う圧力源の上昇

過程が明らかになった。爆発的噴火に先行する傾斜

変化が補捉され、メラヒ°火山の噴火予測に傾斜変動

のデータが有効であることが示された。

［西ジャワのテクトニクス］

チマンデリ断層、レンバン断層の周辺における

GPS観測から、両断層近傍と周辺の地殻変動を検出
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した。また、インドネシアの重力点に対して日本一

シンガポールからの国際結合を行なって、その値を

決定した。これにより、地下構造及び広域的な重力

の時間的変化の検出に不可欠な基準値を設定するこ

とができた。

1-2:洪水および地形変動による災害とその防御

に関する共同研究

代表：高山 知司（水災害研究部門、教授）

1.研究目的

インドネシア諸島は火山島の連なりであり、地形

は急峻で崩壊しやすい地質である。また、気候条件

は、モンスーンの影響を受ける熱帯気候で、雨期乾

期のはっきりした降雨特性を持っており、集中豪雨

による洪水や斜面崩壊を生じやすい。このように、

この国の河川流域は洪水・土砂災害を受けやすい特

性を持っている。一方、インドネシアにおける海岸

浸食は、河川のショートカット及び河川からの流送

土砂にの減少に起因する河ロデルタの縮小過程とし

ての地形変化による災害であり、その汀線の後退量

は2~3kmに及ぶ。これらの洪水、地形変動による

災害は、インドネシア政府が緊急課題として苦慮し

ている問題であり、本研究においてはこのような災

害を予測し、その防止・軽減法の科学的な基礎を確

立することを目的とする。

2.研究成果

熱帯特有の降雨の時空間分布を有するブランタス

川上流域の火山流域に対して長短期降雨流出モデル

を適用して水収支を検討した。直接流出に寄与する

件の評価を行なうため、クルード火山を源流とした

代表的な支川の河床勾配と流砂形態について検討し、

砂が泥流の形態をとる領域、浮遊砂および掃流砂ヘ

の遷移領域、浮遊砂と掃流砂が卓越する領域に分類

さできることを示した。また、ウオッシュロードは

河岸侵食による流出が卓越していることを示した。

洪水や河川変動に伴う災害に対する弱点部の抽出を

行なうため、流路幅の変化、流路平面形状に対応し

た河床変動計算法について検討した。二次元解析か

ら、河幅が急変するところでは流量の減少にともな

い流路の分裂が起こる場合があること、浮遊砂を考

慮すると洪水中に湾曲内岸において河床材料が粗粒

化すること等興味ある結果を得た。スラマン海岸に

海象観測システムを設置し波浪および海流の特性を

観測し、西からのモンスーンによりジャワ海で発達

した波浪および吹送流がこの海岸の侵食の主外力で

あることを明らかにした。また、現在この海岸では

河川のショートカットの影響が無くなり、浸食から

堆積へと移行していること、ウラン川から出る細粒

成分の底質がスラマン海岸のサンゴ砂を汚染し、観

光資源としての白砂が減少しているため、対策が必

要であることを示した。ジャワ海における海水交換、

海底地形変形予測をするため、二次オーダーの 2方

程式乱流モデルを用いた、吹送流・潮流計算のため

の3次元数値モデルを開発した。これと波浪予測モ

デルと気候再解析データとを結合して、 40年間の海

水交流、地形変形の追算を行なった。バリ島の珊瑚

礁海岸の浸食対策にはサンゴの移植による生態系の

回復が有効であることを提案した。

飽和領域の比率が時間的に変化するとともに、土壌 C-1 :中国における強震振動予測と地震災害の軽

水分の貯留量の変化によって蒸発散量が変化するこ 減・制御に関する共同研究

とが明らかになった。バダック川およびプティ川を 代表：入倉孝次郎（地震災害研究部門）

含む地域に対してMOS-1画像と数値地形情報とを分

布型降雨流出モデルに導入し、洪水流出・土砂流出 1.研究目的

予測精度を検討した。ブランタス川への土砂供給条 地震災害の軽減防御のためには、まず将来被害を
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及ぼし得る地震の発生場所・日時およびその規模を

予測し、次に、対象とする地域における強振動及び

地震危険度を精度よく、評価した上で、被害予測に

基づいた最適総合地震防災対策をたてなければなら

ない。中国唐山地域及び雲南省は地震活動の特に高

い地域であるため強震動記録を得やすく、また、歴

史的にも過去に大きな地震被害に見舞われ豊富な震

害資料が整理・保存されている。本研究では、中国

河北省唐山地域及び雲南省を観測・調査・研究対象

として、地震活動予測手法の開発、強震動予測手法

の検証及び都市域の地震危険度評価法の開発を行い、

これらを総合して都市耐震計画策定に関する提言を

行う。

ことが可能になり実被害資料との比較から予測手法

の検証が可能となった。雲南省麗江地震の際、麗江

盆地では、盆地境界の急峻な基盤岩の落ち込みと盆

地を傾交する断層による地質構造の不均質が盆地内

の波動場に影響を与え、異常強震振動域を生成した

こと、また地下水位の浅い軟弱地盤が地盤災害を伴

なって被害を拡大したことが明らかにされた。 1995

年阪神・淡路大震災と類似して、特に基盤岩構造調

査がマイクロゾーニングの重要な研究課題であるこ

とを検証した。制震システムの理論開発および検証

実験により、都市重要施設・建築物の地震時におけ

る機能維持および居住者と構造物の安全性確保を目

的とする方策を導き、大地震にも有効な制震自身補

強法を模型実験および数値計算に基づいて開発した。

2.研究成果 これらの成果は、都市域に数多く存在する旧耐震補

地震活動の研究に関しては、大陸と島弧の比較研 強・改修に有効であり、都市地震防災に大いに役に

究として、最大余震発生と地震の繰り返し間隔の研 立つ。構造物の振動制御に関して、制新装置自体に

究が実施され、中国に関しては統計的に有意な関連 構造系の動特性を時々刻々と同定し、入力の特性を

が見られたが、日本の例ではこの種の関連は見いだ 考慮しながら、制御則を修正していくことのできる

されなかった。 8点からなる強震観測網と 1個所の アルゴリズムを内蔵したシステムを構築し、それを

ボアホール観測点が唐山地域に構築され、これまで バリアブルダンパーを用いたハードに組み込むこと

にマグニチュードが2.2から5.9の範囲の地震60個が に成功した。

観測された。 S波部分を使ったインバージョン法に

より震源特性、地震波伝播経路特性及び局所的なサ

イト特性が分離・評価された。伝播媒質、ここでは

地殻浅部における S波のqualityfactorQsはQs=67f 1.1 

(fは周波数）で近似できる。 S波部分を使ったイン

バージョン法により求めたサイト特性と他の手法

(S波スペクトル比法、 H/V比法及びコーダ波ス

ペクトル比法）により求めたサイト特性の比較検討

が行われた。各観測サイトのサイト特性の卓越ヒ°—

ク周波数はどの手法でも同じ値を示す。 S波スペク

トル比法及びコーダ波スペクトル比法による増幅率

は、 S波インバージョン法によるものに近い値

(factor 2 ~ 3程度の違い）をとるが、 H/V比の値

は、 S波インバージョン法によるものと違いが大き

い。これらの成果から唐山地域の強震動を再現する

C-2:華清池の地すべり災害予測に関する共同研

究

代表：佐々 恭二（地盤災害研究部門、教授）

1.研究目的

中国、西安市近郊の華清池の裏山（襲山）斜面は大

断層崖で、地下水（温泉水）を利用して唐代に玄宗皇

帝と楊貴妃で有名な離宮（華清池）が造られた。華清

池は世界的文化遺産としては有名であり、極めて重

要である。裏山の醒山斜面は現在クリープ変形を示

しており、将来起こるであろう地震あるいは豪雨時

の滑落とそれによる華清池およびその周辺の住宅密

集地の破壊と人命の被害が懸念されている。従来、

-74-



世界各国における地すべりの調査と防止対策は通常、

被害が発生してから行われ、事前に調査・対策が行

われることはほとんどなかった。この襲山地すべり

が滑落する前に十分な調査・研究を実施して「地す

べり災害予測」を実例をもって行うことは現在世界

的に重要な研究テーマである。

2.研究成果

斜面中腹にある開ロクラックを地中でまたぐよう

に設置した10mスパンの伸縮計の 5年間にわたる観

測から移動は雨季に集中しており、この斜面変動が

一部で言われていた断層運動などではなく、地すべ

り運動であることが明白になった。光波測距観によ

り、この地域の激しい地盤沈下に伴い、斜面の一部

がひきずられて斜面下方に移動していることがわ

かった。華清池斜面縦断方向に長スパン地すべり伸

縮計13台、 2本の調査用トンネル内に三次元せん断

変位計12台を設置して連続観測を開始した。これま

での現地調査と移動観測から、 3つの地すべりブ

ロックがあり、華清池苑内直上のブロックが最も活

動的で危険であること、 1996年8月～ 9月の累積降

雨量155mmの際には、このブロックが約12mm移動し、

滑落の危険性が差し迫ったものであることが確認さ

れた。その他、上部の他の二つのプロックでも僅か

ながら移動を検出することに成功した。調査トンネ

ル（約30m)内の岩試料について高圧三軸破壊試験を

行ったところ、最奥部試料も完全な新鮮岩ではなく、

潜在すべり面はさらに深部にあることが推定された。

高圧振動リングせん断試験機で測定した見かけの摩

擦角を用いて地すべり運動の準三次元数値計算を実

施したところ、 930m~2430mの距離を高速で運動

すると推定され、華清池のみならず周辺の人口密集

地が危険である事がわかった。また、 トンネルの掘

削単価が小さい中国の現在の国情を考慮して、水平

深礎抗工法の提案を行い、曝山地すべりについて具

体的な設計に着手した。

C-3：粘性土石流の機構およびその対策に関する

共同研究

代表：高橋 保（水災害研究部門、教授）

1.研究目的

我が国と中国は共に、毎年のように土石流による

土石災害を受けており、その対策を確立することが

緊急の課題である。中国では特に雲南省など中国西

南地方では、ネオテクトニックな地殻変動によって

破砕の進んだ中古生代堆積岩の斜面が、森林伐採な

ど経済活動に伴なう山地斜面の荒廃のため、せいぜ

い10cm程度の石礫に多量に含む、規模の大きな粘性

方の土石流を頻発させ、地方都市や集落に甚大な被

害をもたらしている。我が国でも、地すべり地や火

山地域の一部でこのような粘性型の土石流が発生す

ることがあるが、観測・調査事例が非常に少ないた

め、そのメカニズムの解明と災害対策の研究が遅れ

ていた。そこで、本研究では粘性土石流のメカニズ

ムを解明し、その効果的な対策法を確立することを

目的とする。

2.研究成果

粘性土石流は、降雨の発生時刻から 1~5時間遅

れて発生している。これは、降雨によって支渓から

本川へ土砂が集積するのに、この程度の時間を要す

るというファクターと表面流によるガリ侵食よりも

地中水や地下水の急速な水頭変化がこれらの土砂集

積を引き起こすことを示唆する。土石流は、多数の

サージが間欠的に流下するという一連のイベントか

ら成り立っており、サージの波高、流速、体積、発

生間隔などの水理量が時間的に大きく変化すること

を明らかにした。粘性士石流は砂礫の濃度が著しく

大きいにも関わらず非常に流れやすいことに特徴が

ある。この原因の一つが、第一波目のサージが河床

上に残すスラリーの堆積層が、潤滑剤的な役割を果

たすことにあることを実験的に明らかにした。また、

詳細な観測によって流動中の土石流には栓流が存在
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しないことを新たに明らかにした。これは、粘性土

石流に対する従来の定説を覆すことになる。すなわ

ち、粘性土石流の流動側にビンカム流動モデルを適

用することができないことを示す。禿げ山化した山

地の緑化が進められつつあるが、その効果を現地調

査した結果、この5年間にわたり、土石流発生など

の土石流抑制効果が認められた。

3.成果の公開

以上の成果は、Proceedingsof Workshop on Disaster 

Caused by Floods and Geomorphological Changes and 

Their Mitigations (WDFGM-1996)., futemational 

Symposium on Landslide Hazard Assessment, Xian, 

China, 13-16 July, 1997.，京都大学防災研究所年報・第

40号 •IDNDR 特別号（平成 8 年度）， Proceedings of the 

Japan-Chine Joint Workshop on Prediction and Mitigation 

of Seismic Risk in Urban Region, 0:加は 11-13,1如， Xian,

〇血a,Proceeding of futemational Symposium on Natural 

Disaster Prediction and Mitigation, 1997, Kyoto, Japan. 

に掲載されている。

3. 2. 2 GAME 

アジアモンスーンエネルギー水循環研

究観測計画(GAME)への参加

代表：池淵周一（水資源研究センター教授）

石川裕彦（大気災害研究部門助教授）

1.研究目的

本研究は、地球のエネルギー水循環におけるアジ

アモンスーンの役割を解明するとともに、モンスー

ンの変動を引き起こす機構を明らかにし、モンスー

ンによる降水量の長期予測とそれに基づく水資源ヘ

の影響評価の基礎を築くことを目的としている。こ

の研究は、気候変動国際共同研究計画(WCRP)の大

型サププロジェクトである「全球エネルギー水循環

研究計画(GEWEX)」の一部として国際的に位置づ

けられている（図1)。

GAMEの具体的な研究項目は、シベリア地域、チ

ベット高原地域、中国淮河流域地域、熱帯地域の 4

地域におけるエネルギー水循環観測研究、長期モニ

タリング研究、気象・水文のモデリング研究である。

これらのうち、京都大学防災研究所では、水資源研

究センターが中国淮河流域地域の観測研究と水文モ

デリングを、また大気災害研究部門がチベット高原

地域における大気境界層観測を担当する。

この目的を遂行するため、複数の国立大学、気象

庁・科学技術庁などの関連省庁の研究機関を含む国

内研究体制が構築され、国内研究機関、共同研究相

手であるアジア諸国や国際機関との間で研究計画の

立案と調整を行いながら研究を推進している（図 2)。

2.研究成果

本研究は、平成8年度から12年度までの 5ヶ年計

画で実施されている。平成8、9年度には観測機器

の準備と設置、計算プログラムの整備等を行ってき

た。平成10年度は、各観測地域において集中観測が

実施され、データが集積されているところである。

水資源研究センターが担当する中国淮河流域地域

の観測では、メソスケールの大気陸面過程を中心課

題としており、特に水・熱フラックスの日変化、

日々変化とその流域内分布を求めることが非常に重

要である。淮河流域の複雑な土地利用条件をカバー

するために、水田、畑地、森林、水体の 4つの観測

サイトを水文試験流域である史灌流域内に設定し、

フラックスの集中観測を季節別に実施する。（図 3、

4)。観測要素は放射 4成分、風速・気温・湿度プ

ロファイル、地温、地中熱流量、土壌水分量、乱流

フラックス等多岐にわたっており、平成 9年8月に

は、中国水利部淮河水利委員会の協力のもと予備観

測を実施し、 4地点の熱収支データを取得した。平

成10年度はGAMEの本観測の年であり、 5月には春

の本観測を実施した。今年度はさらに夏期、秋期、
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冬期の集中観測を計画している。また、フラックス

長期モニタリングを目指すGAME-AANの一環とし

て、安徽省寿県気象台にAWS(GAME-PAN)を 1台

設置し、平成10年8月より観測を開始する予定であ

る。これらのフラックス観測に加えて、水位計、流

速計、雨量計を配備し、水文観測を強化した。一方、

モデリング研究として、当センターで開発した陸面

過程モデル(SiBUC)の性能評価並びにモデルパラ

メータの調整作業を進めている。また、平成9年度

には名古屋大学大気水囲科学研究所と共同して、

SiBUCと気象庁数値予報モデル(JSM88)との結合を

行い、メソスケール降水システムに及ぼす陸面過程

の影響を詳細に取り扱うとともに、流出系のモデル

との結合が可能となった。今年度は衛星リモートセ

ンシングデータを利用して陸面情報を整備し、モデ

ルの淮河流域への適用を計る。

大気災害研究部門が担当するチベット高原地域に

関しては、平成9年度にチベット高原上の4地点に

自動気象観測装置を、またチベット自治区安多県に

フラックス観測サイトを設置し、乱流輸送計測装置

と境界層タワーを設置

し予備観測を実施した。

（図 5、観測設備の配

置）。 4台の自動気象

銀測装置では、同年9

月から平成10年4月ま

での間、冬期チベット

高原上の連続気象観測

データを得た。この

データは、観測の少な

いチベット高原上での

貴重な観測資料である

（図 6、観測例）。平成10

年度の集中観測では、

ISCCP 
(Ill星霊気鱗学計●）
・ SRB 

(Jt!I賓園鼠’"＂:It●)• BSRN 
(-llill血 llillわ99-9)
• GV亀 P

“"口＊薫気霞瓢計・)
....... 1•四i.. 

cl""'’“““呻

データ、放射収支の精密測定データ、大気境界下層

部の風速、温度、湿度プロファイル、地表面温度、

地中温度、地中熱流量の連続観測データの取得が順

次進んでおり、これらのデータの解析も暫次行いつ

つある。（図 7、乱流輸送観測例）。国内の他研究機

関の実施している高層気象観測、土壌水分観測、水

文観測、レーダー観測なども順調に進んでおり、こ

れらの観測データを総合的に解析することによりチ

ベット高原がアジアモンスーンに与える影響の理解

が大きく進むと期待される。

3.成果の公開

予備観測データの公開は、 GAMEのデータ公開基

準に従い、 1998年12月までにGAME関連研究者間で

のデータ公開を行う。さらに、 1999年6月までに一

般にデータ公開を行う。データを用いた研究成果は、

関連学会誌への投稿により逐次行っていく。

予備研究の成果は、過去3回のGAME国内研究集会

で発表されており、その成果は既にGAMEPublications 

として印刷公開されている。

国際学術遭合

GCIP'--GNEP 
(O匹大戴"...園戴れがz91) （叩量値真鼠心）
G^MZ 

““口万冗l→“"-＊●鴨鯛入1■)
-MAGS 
（石切'-羹編〇這2四 I■)
BALTEX 
(ft'lf纏鑢"“'-＊曇欄臭鼠輝）
L^MB^DA 

(m'渭瀧ヽす鑽鑽す蔦気“,Iii費濯）
PILPS 

自動気象観測データに

加え、顕熱・潜熱の乱

流輸送量の直接測定 図ー 1 世界気候研究計画(WCRP)の組織と副計画
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中国チベット実験運営会諾

ロシアGAME/Siberia委員会

GAME研究推進の組織図と国際•国内事務局
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図ー 3 フラックス移動観測
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図ー 4 史灌流域内の4つの観測ダイト
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3. 2. 3 UEDM 

文部省特別事業

都市地震防災軽減に関する日米共同研

究

代表：亀田 弘行（総合防災研究部門教授）

1. 研究目的•発足の経緯

本研究は、都市地震防災の軽減に貢献することを

目的に、日米の研究者が協力して共同研究を実施す

るもので、日本側は平成10年度から15年度にわたる6

年間の文部省特別事業として実施されることが平成

10年度予算で認められている。その活動が発足しよ

うとしている。この事業は京都大学防災研究所が実

施機関となり、全国の研究者と協力して研究を進め

る。米国側は、米国科学財団(NSF)が1998年度

(1998.10から）に始まる 5年プロジェクトとして準

備を進めている。

1995年の兵庫県南部地震と1994年のノースリッジ

地震による災害は、マグニチュード 7クラスの地震

が大都市圏の直下で発生すると甚大な被害をもたら

すという、日米共通の課題を明らかにした。大都市

直下に発生する地震に対する都市基盤施設の脆弱性

が浮き彫りになったことを受けて、 1996年4月に東

京で開催された日米首脳会談において、都市地震災

害を軽減するための研究の重要性が共通議題の一つ

として取り上げられた。

日米首脳会談の議題を受けて、これを事業として

実施に移すための検討が開始され、 1996年6月の次

官級会合で研究課題の絞り込みが行われ、さらに

1996年9月に米国科学アカデミーにおいて、日米地

震政策会議が開催された。日本国国土庁長官ならび

米国連邦危機管理局(FEMA)長官の出席のもとに地

震防災に関る省庁の代表者が首脳会談の共通議題を

具体化する方策について話し合ったものであり、文

部省からも日米の大学間における研究協力について

の提案がなされた。

さらに、文部省として共通議題「地震災害の軽減

のための共同事業」を実行するための研究課題と実

施機構の構築する方策を検討するために、文部省科

学研究費と米国科学財団研究費の援助の下に「第 2

回都市地震災害軽減のための共同研究に関する日米

ワークショップ」（コーディネーター：岡田恒男・

土岐憲三（日本側）、 Masanobu Shinozuka ・ Stephen 

Mahin（米国側））が1997年2月27日ー 3月 1日に東

京で開催された。このワークショップにおいて、 4

つの分科会の討議に基づき重点研究課題が選定され、

また、今後日米共同研究を推進するため、双方の国

内委員会によるコーディネーション機能を持つべき

ことなどの方針が合意された。

以上の経緯を経て、新たに「都市地震災害の軽減

に関する日米共同研究」を文部省の特別事業として

企画すること、実施機関として京都大学防災研究所

が担当してこの特別事業を推進することなどが日本

側の研究関係者で合意された。

本研究は、研究課題に関する日米間の入念な討議

の結果、ならびに日米首脳会談の共通議題の主旨を

ふまえて、全国の大学と協力し、米国の大学との緊

密なパートナーシップのもとに、下記の課題につい

て研究を推進するものである。

本共同研究に対し日本側で設定されている研究課

題は以下のような実質 4課題（かっこ内はチーム

リーダー）であり、これに全国の大学から合計約70

名の研究者が参加する見通しである。

1.直下地震による都市の災害防止に関する先端技

術の開発

1-1 性能指向型設計手法に関する先端技術の

開発（東京大学工学系研究科・小谷俊介）

1-2 都市施設の高度耐震技術の開発（京都大

学工学研究科・家村浩和）

2.都市地震災害防御のための高性能社会基盤シス

テムの構築（神戸大学工学部・高田至郎）

3.地震災害に関する危機管理の比較防災論的研究

（京都大学防災研究所・林 春男）
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都市地震災害の軽減に関する日米共同研究

（研究機構図）

企画委員会

委員長：今本博健

日本側コーディネーション委員会

委員長：小谷俊介

（京都大学防災研究所長） （東京大学工学系研究科教授）

アドバイザー：
米国側コーディネーション委員会

委員長： M.A.Sozen
実行委員 岡田恒男

委員長：亀田弘行

総括幹事：佐藤忠信

（芝浦工業大学工学部教授）

土岐憲三

(Purdue大学教授）

（京都大学防災研究所教授） （京都大学工学研究科教授）

2.研究実施体制

日本側参加大学

・研究機関

日本側財源担当機関

文部省

（日本側の体制）

本研究の実施にあたっては、防災研究所の実施体

制、全国の研究者との協カ・連絡体制、日米間での

協力体制について、入念な準備が行われてきた。そ

の結果、企画委員会、実行委員会（および幹事会）、

コーディネーション委員会からなる実施体制をとる

こととし、京都大学防災研究所の要項として定めら

れた（資料参照）。

企画委員会委員長に今本博健防災研究所長、実行

委員会委員長に特別事業代表者の亀田弘行教授、実

行委員会幹事会を統括する総括幹事に佐藤忠信教授、

そしてコーディネーション委員会委員長に文部省科

学研究費重点領域研究（都市直下地震）の国際委員会

委員長の東京大学工学系研究科・小谷俊介教授が就

任して事業を推進する体制をとる。米国側では、

Purdue大学のM.A.Sozen教授を委員長とする

Technical Coordination Committeeがすでに構成され

ている。これらの実施体制を上掲の図に示した。

（資料）

米国側参加大学

・研究機関

米国側財源担当機関

米国科学財団(NSF)

（米国側の体制）

京都大学防災研究所国際共同研究（日米共同研究）に関する要項

（平成10年4月10日制定）

第 1 この要項は、「都市地震災害の軽減に関する日米共同研

究」（以下「国際共同研究」という。）の実施に関し、必要な

事項を定める。

第 2 国際共同研究を企画し、及び推進するため、防災研究所に

企画委員会を置く。

2 企画委員会は、次の各号に掲げる委員で組織する。

(1) 防災研究所長

(2) 所内の教授又は助教授若干名

(3) 所外の教官等若干名

(4) 事務部長

3 企画委員会に委員長を置き、防災研究所長をもって充てる。

第 3 国際共同研究の各研究課題に係る実施計画を立案し、及び

円滑に実行するため、企画委員会に実行委員会を置く。

2 実行委員会は、所内外の教官等で組織する。

3 実行委員会に委員長及び総括幹事長を置き、委員の互選に

よって定める。

4 実行委員会には、所内の実行委員会委員で組織する幹事会

を置く。

第4 国際共同研究における日米間の調整並びに国際共同研究の

実施に関する評価及び勧告を行うため、コーディネーション

委員会を置く。

2 コーディネーション委員会は、所内外の教官等若干名で組

織する。

3 コーディネーション委員会に委員長を置き、委員の互選に

よって定める。

第 5 企画委員会、実行委員会及びコーディネーション委員会の

各委員は、防災研究所長が委嘱する。

第 6 各委員会及び幹事会の事務は、事務部において処理する。

附則

この要項は、平成10年4月10日から実施し、国際共同研究に係

るすべての事業が終了する日をもって廃止する。
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3. 2. 4 IGCP425 

UNESCO-IUGS 国際地質対比計画

文化遺産と地すべり災害予測

代表：佐々 恭二（地盤災害研究分野、教授）

1.共同研究の経緯

UNESCO（国連教育科学文化機関）の実施している

研究プログラムの中に、 IUGS(IntemationalUnion of 

Geological Sciences :国際地質学連合）との共同プロ

ジェクトである IGCP(International Geological 

Correlation Program :国際地質対比計画）がある。京

都大学防災研究所では、過去7年間、中国西安市の

楊貴妃の宮殿「華清池の地すべり災害予測」の研究

を実施し、昨年7月には地すべり災害予測シンポジ

ウムを西安市に於いて実施した。このシンポジウム

には、 IGCP科学委員会の委員長であるProf.Edward 

Derbyshire, UNESCO文化遺産部の野口英雄氏、国際

地盤工学会副会長であるProf.Sang-Kyu Kim他も参

加した。このプロジェクトの成果は、危機にさらさ

れている文化遺産を守るために事前に地すべり災害

を予測し、何らかの災害軽減対策を実施することの

現実的な可能性を示したものであり、これをさらに

推進するとともに、世界的なレベルで推進すべきで

あるとの合意に達し、危機にさらされた西安市の文

化遺産の保護と世界的な地すべり災害予測と軽減の

ための研究の推進」を発表した。そして、このア

ピールを実現するための一つの手段としてIGCPプ

ロジェクトに申請した結果、 1998年2月の科学委員

会で1998-2002年の 5カ年のプロジェクトとして採

択された。プロジェクトの正式名称は、 IGCP-425

「文化遺産及びその他の社会的価値の高い地区にお

ける地すべり災害予測と軽減に関する国際共同研究

（略称：文化遺産と地すべり災害予測）」である。プ

ロジェクトの国連から支出される予算は、 1プロ

ジェクトあたり、年間50-100万円と少なく、会議

を開催するための参加者の旅費の援助にほぼ限られ

る。したがって、研究経費自体は、 UNESCO、IUGS

が推進する重要プロジェクトとしてのシンボル的

(Seed Money)なものであり、その実施は参加各国

の努力に依存するが、通常 SeedMoneyの数十倍か

ら100倍程度の予算が使用されている。このプロ

ジェクトにおいても、日本国内において文部省の特

別事業（平成11-15年度）として申請しているほか、

関係各国で予算化が進行している。中国政府国家計

画委員会・映西省政府・西安市人民政府が、華清池

の災害防止対策に合同で数億円の予算を計上したほ

か、これまで通り、地すべり斜面の観測の継続を決

定している。現在、日本ーカナダ政府間科学技術協

定(1997-2006)「大規模高速地すべりの発生。運動

機構に関する共同研究」が結ばれており、 IGCP-425

はこの協力協定の中心的位置を占め、 Pacific 2000 

Fundによる共同研究経費が予算化されている。 英

国では、 RoyalSociety of Londonが新規に英国の参

加者への財政支援を決定している。また、国際機関

関係としては、ユネスコが地球科学部のIGCP経費

とは別に文化遺産部より、このプロジェクトの支援

として15,000USドル（平成10-11年度）の財政支援

を決定している。

2.研究目的と防災研究所の位置づけ

(7) 20世紀は経済の拡大と開発の世紀であったが、

非経済的な価値を持つ自然環境や文化遺産など

の保全に必ずしも十分な注意が払われてこな

かった。今日、世界の指導的立場にある経済先

進国においては、経済発達もさることながら、

過去の人々から受け継がれてきた歴史的な文化

遺産の将来の子孫への継承が、大きなテーマと

なっている。これらの文化遺産は、一旦破壊さ

れれば、いかなる費用をかけても修復が不可能

であり、その損失は、その国、地域の人々のみ

ならず、人類全体の心の財産の喪失である。

印 文化遺産は、風化、侵食、人間自体による破
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壊などの他に、地すべり、斜面崩壊、土石流、

岩盤崩落、地盤液状化・水平流動など各種の土

砂災害（英語でのLandslideに対応する）による壊

滅的な破壊の危険性に晒されているものが少な

くない。世界第 2位の経済大国であるとともに

豪雨・地震の多発する急峻な傾斜地に 1億を越

える人々が居住している日本は、土砂防災の研

究において世界の最先進国であり、その国際貢

献が強く求められている。

（ウ） IGCP-425は、 1994~1998会計年度に京都大

学防災研究所が、斜面災害関連の他の大学・国

立研究機関・調査会社の協力を得て実施してき

た「IDNDR特別事業：中国及びインドネシア

における自然災害の予測とその防御に関する研

究」の中の 1プロジェクトである「C-2：華

清池（楊貴妃の宮殿）の地すべり災害予測」の

研究努力と成果が、世界的に高く評価された結

果である。 この研究で培った国際共同研究の

経験と、その海外からの評価に基づいた国際的

ネットワークを基礎として、防災研究所が提案

したものであり、文化遺産地区における土砂災

害の予測とその防御に関する研究」は、 21世紀

の防災研究の先駆けとなるものであり、日本政

府ことに文部省・大学の国際貢献として極めて

重要なものである。この研究は、一体として総

合的に実施するが、主要な研究内容は下記の4

項目である。

1)危険斜面の抽出と前兆現象の判定法の研究

2)崩壊斜面の規模と危険度を判定するための高

精度かつ耐久性の高い斜面監視システムの開

発

3)実験・計測に基づいた信頼性のある地すべり

発生・運動予測法と危険度評価法の研究

4)経済的かつ実用的な斜面保全技術の開発と防

災対策の研究

3.今後の会議の予定と調査地域

会議の予定

1998年9月21-25にカナダで開かれる第 8回国際

応用地質学会(8thIAEG Congress)の際に最初の

IGCP-425全体会議を開催し、参加者による調査地

域、研究テーマの紹介と提案、及び地域、テーマ毎

のSub-Leadersとグループの一次選定を行う。また、

1999年9月にUNESCO、Paris本部に於いて他の文化

遺産保護に関する研究者と合同で、 UNESCO

Conference on Cultural Heritage at Risk（危機にさらさ

れている文化遺産に関するユネスコ会議）を開催し、

最初の 1年間の研究経過を報告する。

調査地域

l)中国西安市の華清池（大活断層崖がクリープして

おり、大岩盤地すべりの発生の危険性があり、発

生した場合、その斜面下にある華清池（年間400万

人、クリントン大統領、天皇陛下も訪問した観光

史跡）、臨憧県（人口70万人））中心街の破壊が想定

されている。この場所に唐時代の離宮が建設され

た理由は、大断層(3000-5000 mの落差がある）か

ら湧き出る深層の地下水：温泉があることと、そ

の切り立った断層崖が借景として特徴ある景色を

作っているためと考えられる。

2)ペルーのマチュヒ°チュにあるインカの遺跡の地す

べり。高い山の山頂平坦部にインカの遺跡（空中

都市とも言われている）があり、世界遺産に登録

されている。ここに遺跡が造られた理由の一つは、

インカの遺跡に至る斜面が大地すべりであり、斜

面がなだらかになったため山頂までの物資の運搬

が容易であったことが考えられる。現在、この地

すべり斜面沿いに山頂まで道路が造られ山頂には

ホテルも造られているが、地すべり地を掘削した

ために、この地すべりが活動を始めていると推定

される。大規模地すべりが発生すれば、インカの

遺跡が滑落する危険ばかりでなく、地すべり斜面

の下にあるペルーの南半分に電力を供給する大規
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模なダムの被害も懸念されている。

3)長崎県雲仙火山の眉山は、火山性の地震により

1792年に大崩落を起こし、死者約16,000人という

日本の地すべり史上また火山災害史上の最大の災

害を引き起こした地すべりとして有名である。こ

の眉山に隣接する七面山は、眉山と同規模の地す

べり前兆段階としての特徴的な地形が認められる。

七面山が本当に大規模地すべりの前兆段階なのか

否かは詳細な調査の必要性があると考えらる。

4)北海道フゴッペ洞窟の古代文字遺跡（約2000年前）

が、豊浜トンネルと同様な岩盤崩落により、この

洞窟遺跡そのものが崩落する危険性が指摘されて

おり、現在、各種の調査が開始されている。この

他、海外の研究者からは、スロバキャ、イタリヤ、

オーストリア、フランス、ギリシャ、ペルー、イ

ラン、ウズベキスタン、カナダなど多くの地域の

文化遺産あるいは社会的価値の高い地区の地すべ

り災害予測と軽減のための研究が提案されている。

4.参加研究機関

日 本：京都大学防災研究所／京都大学理学研究科

地球惑星科学専攻／京都大学農学部演習林／新潟

大学積雪地域災害研究センター／神戸大学都市災

害センター／東京大学工学研究科／東京大学・農

学生命科学研究科／東京農工大学農学部／千葉大

学理学部／京都府立大学農学部／広島大学総合科

学部／広島大学理学部／愛媛大学工学部／高知大

学農学部／島根大学総合理工学部／鹿児島大学理

学部／北見工大土木開発工学科／琉球大学農学部

／日本大学理工学部／東北工業大学工学部／大阪

工業大学一般教育科／科学技術庁防災科学技術研

究所／林野庁森林総合研究所／農水省農業工学研

究所／建設省土木研究所／建設省国土地理院／通

産省地質調査所／北海道立地下資源調査所／砂防

地すべり技術センター／復建調査設計株式会社／

日本工営（樹 中央研究所／大阪土質試験所九州地

盤工学研究所

中 国：映西省総合観察設計院／西安市科学技術委

員会・日本処／西安市建設委員会／西安市臨憧地

すべり観測所／西安市地震局地すべり研究室／西

安工程学院／地質鉱山部環境地盤研究所／西安理

工大学岩土工程究所／西安市麗山地すべり観測所

／映西省建設委員会／映西省計画委員会国土処／

国家地震局第二地形変観測中心／長春科技大学地

質環境災害研究所／甘粛省地質災害研究所／中国

鉄道科学院西北研究所／中国・香港土木署

オーストラリア：ウーロンゴン大学

オーストリア：ウィーン農科大学

バングラデイシュ：開発センター／Jahangimagar大

学／ダッカ大学

フルガリア：国家・市民防災委員会／建築研究所／

文化遺産研究所／美術芸術アカデミー／地質研究

所／グラドマ社

チェコ共和国：科学アカデミー

カナダ：アルバータ大学／地質調査所／ブリティッ

シュコロンビア大学

コロンピア：サタンダ工大

フランス： IRIGM／コイヌ・ベリエ社

ドイツ：マインツ大学／カールスルーエ大学／エル

ランゲン大学

インド：自治工科大学／ヒ°ューン大学

イラン：建設省水土保全研究センター

イタリア：パルマ大学／CNR-IPR／ローマ大学／ウ

ディン大学／Marittimae Geotecnica社／国家技術

部第 1課／ポテンザ大学／フィレンツェ大学

カザフ共和国：環境省／金属研究所

韓 国：東国大学／山林庁林業研究院

メキシコ：国立防災センター／国立自治大学

ネバール：国際山地開発センター

ペルー：不安定斜面監視委員会(PROEPTI)／地球

物理学研究所

ルーマニア：土木工学大学／ブカレスト大学／建設

/ IPT ANA-SA/ Stejarul実験研究センター／

Succava大学
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ロシア：モスクワ大学／環境地圏科学研究所

スイス：ローザンヌエ科大学

スロバキア：コメニウス大学

トルコ： Sakarya大学

英 国：ロンドン大学／コンベントリー大学

国連： UNESCO文化遺産部

米国：地質調査所

ウズベク共和国：水文地質研究所

5.その他の情報と事務局

IGCP-425に関するその他の情報は、次の二つの

ホームページに紹介されています。

防災研究所のIGCP-425のホームページ：

http://landslide. dpri. kyoto-u. ac. jp/igcp/ 

IUGSのIGCP-425のホームページ：

http://www. iugs. org/iugs/news/igcp425. htm 

IGCP-425事務局：京都大学防災研究所・地盤災害

研究部門

電話： 0774-38-4110、 F AX:077 4-38-4300 

E-mail: L-News@landslide.dpri.kyoto-u.ac.jp 

席
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●主要共同研究機関

■主要共同研究フィールド

1. CHINA : Huaqing Palace (Lishan) 

2. JAPAN : Unzen (Shichimensan) / Zentoku 

3. PERU : Macchupicchu Inca Monument 

4. CANADA : Canadian Rocky Mountains 

5. NEPAL : Himalayan Region 

6. IT ALY : Roman Monuments 

7. CAMBODIA: Angkor Monuments 

-86-



3.3 特別調査研究

3. 3. 1 阪神・淡路大震災関連調査研究

平成6年度 文部省緊急プロジェクト わば、今回の大震災を理工学的観点だけでなく社会

兵庫県南部地震をふまえた大都市災害 科学的観点からも総合的に明らかにすることが必要

に対する総合防災対策の研究 であり、これらの点をふまえて今後の総合的な防災

代表 亀田 弘行（京都大学防災研究所教授） 対策を展開することが必要である。

1．研究目的

阪神・淡路大震災における都市災害の発生とその

拡大の過程は、わが国の地震防災対策の基本に転換

を迫るものである。都市直下地震による激震のもと

では、都市基盤を構成する構造物や建築物(1980年

頃の最新の耐震技術確立以前で、ストックの多数を

占める）が激しく崩壊し、中には、最新の耐震技術

で建設された構造物も必ずしも万全でないことが露

呈した。また、発震直後からの事後対応（火災、救

命・救急、避難、心理ケアなど）の広域的な組織化

が必ずしも行われておらず、これほどの大災害を乗

りきる危機管理システムとして不十分であることが

示された。さらに、直下地震による被害拡大を抑止

するために最大余震の予知とその情報伝達、地震動

予測が重要な課題として注目された。以上をまとめ

ると、わが国の地震防災の実態は人々の安全と安心

を確保するには依然として不十分であったことが、

実証されたと言えよう。

今回の大震災を目の前にして、その教訓を十分に

学びとり、今後の都市地震防災対策を向上させる努

力をはじめなければならない。阪神・淡路大震災は

決して最後の震災ではないのである。そのためには、

今回の災害の外力となった地震動の強度を高精度で

明らかにすることに加え、都市施設の耐震強度を中

心とする事前対策、および緊急時のオペレーション

を中心とする事後対応の両面から、地震災害に対す

る都市の脆弱性を再評価することが重要である。い

これを新しい都市地震防災のパラダイムの構築と

呼ぶ。その第一歩は、災害研究者の知見を総合して、

阪神・淡路大震災からの復旧・復興過程に関するシ

ナリオを構築することにある。これまでの災害研究

者としての蓄積と、今回の災害現場に接して得た知

見を結合して、今後の復旧・復興のシナリオでキー

になる事項を体系的にまとめ、防災対策のあるべき

姿を描き出すことである。本研究とは別に、科学研

究費の突発災害調査が同時に行われており（研究代

表者：京都大学防災研究所・藤原悌三教授）、災害

の全貌を科学的に明らかにする努力が行われている。

これに対し、本研究は、この大災害からの復旧・復

興に少しでも役立つには、研究者にできることは何

か、という観点から計画された。

2.研究組織

研究組織（研究代表者・研究分担者）は以下の43名

によって構成された。

研究代表者

亀田 弘行（京都大学防災研究所）研究総括

研究分担者

1. 自然の脅威の危険度の予測

神山 真（東北工業大学）

工藤 一嘉（東京大学地震研究所）

濱田 政則（早稲田大学理工学部）

杉戸真太（岐阜大学工学部）

赤松 純平（京都大学防災研究所）

安藤 雅孝（京都大学防災研究所）
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入倉孝次郎（京都大学防災研究所）

岩田 知孝（京都大学防災研究所）

嘉門 雅史（京都大学防災研究所）

中村重久（京都大学防災研究所）

楡井 久（京都大学防災研究所）

岡田 篤正（京都大学理学部）

2.都市施設の安全性・信頼性の確保

佐藤忠信（京都大学防災研究所）

鈴木 祥之（京都大学防災研究所）

藤原 悌三（京都大学防災研究所）

家村浩和（京都大学工学部）

中村 武（京都工芸繊維大学）

井上 豊（大阪大学工学部）

若林拓史（大阪府立工業高等専門学校）

日下部 馨（神戸大学工学部）

高田 至郎（神戸大学工学部）

野田 茂（鳥取大学工学部）

南 宏一（福山大学工学部）

能島暢呂（広島工業大学）

3.被災者の行動の理解

山崎 文雄（東京大学生産技術研究所）

中林 一樹（東京都立大学都市研究センター）

林 春男（京都大学防災研究所）

岡田 和弘（京都大学経済学部）

宮野 道雄（大阪市立大学生活科学部）

藤田 正（大阪府立女子大学文学部）

甲斐 達朗（大阪府立千里救命救急センター）

室崎益輝（神戸大学工学部）

4.防災関連組織の相互連関

熊谷 良雄（筑波大学社会工学系）

大町 達夫（東京工業大学総合理工学研究科）

広井 脩（東京大学社会情報研究所）

小坂俊吉（東京都立大学工学部）

河田 恵昭（京都大学防災研究所）

和田 安弘（大阪府立女子大学文学部）

5. 防災GIS

岩井 哲（京都大学防災研究所）

奥西 一夫（京都大学防災研究所）

角本 繁（京都大学防災研究所）

高橋 保（京都大学防災研究所）

研究協力者

秋山 智久（大阪市立大学生活科学部）

荒木田 勝（富士総合研究所）

伊藤 隆史（朝日新聞本社社会部）

碓井 照子（奈良大学文学部）

小川雄二郎（国際連合地域開発センター）

北原 昭男（京都大学防災研究所）

小浦久子（大阪大学工学部）

芝池義一（京都大学法学部）

中川 大（京都大学工学部）

西形 國夫（東京消防庁）

橋本 敏子（生活環境文化研究所）

藤吉洋一郎(NHK報道局）

目黒 公郎（東京大学生産技術研究所）

以上により、合計56名の構成でワークショップの

討巖を行った。

3.研究成果

地震から 2カ月半を経過した平成7年 3月末の情

況は、災害後の緊急対応・応急復旧がようやく収束

に向う段階であり、今後の復興段階において、さら

に多くの問題が発生してくる。今回のような未曾有

の災害のもとでは、ハード・ソフト両面で、従来の

防災システムの機能が発揮されず、関係者の献身的

努力のもとで、個々の判断による対応がとられてい

る面が多い。災害からの復旧・復興を少しでも効果

的に進めるためには、今後生起する多くの物理的・

社会的事象の流れとそれら相互の関連を明確化し、

合理的な防災対策の枠組を構成することが緊急に求

められている。こうした課題に学術的観点から貢献

することは災害研究者の社会的使命である。こうし

た社会的使命は災害復興が終るまで続くものである

が、 3月末の時点での研究成果をまとめた。

研究の方法として、 2度のワークショップと必要
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な現地調査、および収集したデータのGISによる言

語化を通して目的を達成することとした。スケ

ジュールとして、以下のような手順を踏んだ。

第 1ステップ：第 1回ワークショップー検討課題の

抽出（平成 7年2月12、13日：京大

会館にて）

第2ステップ：検討課題に基づく現地調査／データ

ベースの構築とGIS化

第3ステップ：第 2回ワークショップー防災課題の

体系化（平成 7年3月23、24日：芝

蘭会館にて）

第4ステップ：報告書の作成一震災復興に向けて社

会が取組むべき課題および今後研究

者が取組むべき課題

本報告では、多分野の研究者（研究代表者・研究

分担者・研究協力者あわせて56名）が協力して、今

回の災害の中での体験とこれまでの防災研究の成果

を結合させて、 2回のワークショップの討議を通じ

て、阪神・淡路大震災の中から提起されている都市

防災に関わる課題の体系づけを行った。ある意味で

は、地震発生後約 3カ月間の中間報告に過ぎないが、

今後の復興計画の策定、地域防災計画の改訂等に資

することを念頭に置いてまとめたものである。さら

に、研究者の社会的使命に関しては、総合的な防災

対策のあり方に関する議論を今後も継続し、定期的

にその成果を報告していくことが重要であり、本研

究は今後も続くべきこうした努力の第一歩と考えて

いる。

以上、兵庫県南部地震に関連して実施された文部

省緊急プロジェクトの経過と得られた成果について

述べた。この災害の全貌が明らかにされるにはまだ

時間がかかると考えられるが、一方では復旧・復興

は日々進んでいる。この緊急プロジェクトでは、兵

庫県南部地震による都市災害がもたらした諸問題を

対象として、この震災に対する参加者の実体験とそ

れぞれが持つこれまでの災害研究からの専門的視点

を結合させて、その重層的な構造を明らかにしよう

とした。これにより、今後の復旧・復興過程におけ

る種々の課題を見据えるチャートとして役立つとと

もに、災害研究者がこの震災に取り組むに当っての

ガイドラインの役割を果すことを目標とした。また、

情報の共有化の手段として、防災GISを活用する

ための作業も行った。これらの試みは、ささやかな

一歩ながら、一応の成果を収めたと考えている。復

興過程も、この震災に取り組む災害研究者の活動も、

本当の正念場は今後にあると考えられる。

4.研究成果の公開

報告書として、平成 6年度文部省緊急プロジェク

ト「兵庫県南部地震をふまえた大都市災害に対する

総合防災対策の研究」及び「AnIntegrated Framework 

on Urban Disaster Countermeasures Based on the 

Hyogoken-Nambu(Kobe)Japan Earthquake of January 

17, 1995(English Edition)」を刊行し、関連の機関

および研究者に配布した。

文部省科学研究費補助金平成6年度総合研究A

「平成7年兵庫県南部地震とその被害

に関する調査研究」

代表藤原悌三（総合防災研究部門教授）

1.研究目的

平成 7年 1月17日兵庫県南部地震は都市域に壊滅

的な被害をもたらした。平成5年釧路沖地震、平成

5年北海道南西沖地震、平成6年北海道東方沖地震、

平成6年三陸はるか沖地震と相次いで発生した地震

はいずれも地震の規模としては、マグニチュード 7

を越す地震であり、かなりの被害をもたらしたが、

今回はマグニチュード7.2と同程度の規模であるに

も関わらず、近代都市の直下に発生した地震のため、

匝下型地震の恐怖をまざまざと見せつけるものと

なった。

昨年の北海道東方沖地震や三陸はるか沖地震が太
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平洋プレートと陸側プレートが互いにズレあういわ 解明を図り、被害の実態を明らかにして、今後の災

ゆるプレート間地震だったのに対し、今回の地震は 害軽減に役立てることを意図している。

陸側プレートの内部の断層が動いたいわゆるプレー

ト内地震であった。従って、昨年の地震と今回の地 2.研究組織

震の被害の著しい違いは、単に震源からの距離が 研究代表者

違ったというだけではなく、本質的に地震としての 藤原悌三（京都大学防災研究所教授）

破壊力が異なっていたという可能性がある 研究分担者 (55名）

地震直後の 1月19日の段階での被害の様子は、以 梅田 康弘（京都大学防災研究所助教授）

下のようであった。「3,000人を越す尊い人命が失われ、 伊藤 潔（京都大学防災研究所助教授）

各種建築構造物や施設が大被害を受け、交通網やラ

イフラインが麻痺し、さらに、 160件以上にも上る

火災の発生によって被害がさらに増幅された」。そ

の後、日を追って被害は増加し、 2月20日には死者

5,413名、負傷者34,505名、全壊82,689棟、半壊68,043

棟、焼失7、456棟、火災発生件数535件となった。

これらの事実は、内陸地震の予知や高度に発展した

都市における地震災害の軽減対策に関して多くの問

題を提起しており、今回の教訓を今後最大限生かす

べく調査研究を行う必要性のあることを示している。

本研究の目的を以下に示す。

(1)今回の地震に関して各種の地球物理学的手法を用

いてその発生前から発生後に到る過程を明らかに

する。

(2)その結果をこれまでの内陸直下型地震あるいは海

底で起きるプレート間地震と比較してその共通性

と特異性とを浮き彫りにする。

(3)被災地の地盤によって強震動が如何に増幅され、

どのように建築構造物や施設の被害につながった

かを解明する。

(4)ライフラインや交通網の麻痺、火災の多発発生と

大規模伝搬など大都市特有の被害の原因を究明す

る。

(5)こうした地震災害が地域・社会にもたらす影響を

復旧対策等も含めて調査し今後の災害対策に有用

な基礎資料としてまとめることにある。

以上、理学・工学・社会科学的調査研究を総合的

に行うことにより、今回の地震の発生メカニズムの
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飯高 隆（東京大学地震研究所助手）

中村正夫（東京大学地震研究所助手）

鈴木貞臣（九州大学理学部助教授）

清水 洋（九州大学理学部 助教授）

松島 健（九州大学理学部助手）

安藤雅孝（京都大学防災研究所教授）

中田 高（広島大学理学部助教授）

尾池和夫（京都大学理学部教授）

深尾 良夫（東京大学地震研究所教授）

嶋本利彦（東京大学地震研究所助教授）

蓬田 清（広島大学理学部助教授）

田中 寅夫（京都大学防災研究所教授）

平原和朗（京都大学防災研究所助教授）

石井 紘（東京大学地震研究所教授）

加藤照之（東京大学地震研究所助教授）

木股 文昭（名古屋大学理学部助手）

山岡耕春（名古屋大学理学部助教授）

岡村 真（高知大学理学部教授）

大志万直人（京都大学防災研究所助教授）

歌田 久司（東京大学地震研究所助教授）

本蔵義守（東京工業大学理学部教授）

竹内 吉弘（大阪工業大学工学部教授）

大場新太郎（大阪工業大学工学部 教授）

入倉孝次郎（京都大学防災研究所 教授）

岩田 知孝（京都大学防災研究所助手）

工藤嘉彦（東京大学地震研究所講師）

瀬尾和大（東京工業大学工学部助教授）

笹谷努（北海道大学理学部教授）



関口 秀雄（京都大学工学部助教授）

篠崎祐三（京都大学工学部講師）

嘉門雅史（京都大学防災研究所教授）

奥西一夫（京都大学防災研究所教授）

亀田 弘行（京都大学防災研究所教授）

佐藤忠信（京都大学防災研究所教授）

土岐憲三（京都大学工学部教授）

家村浩和（京都大学工学部教授）

高田 至郎（神戸大学工学部教授）

三浦房紀（山口大学工学部教授）

清野純史（山口大学工学部助教授）

日下部馨（神戸大学工学部教授）

鈴木祥之（京都大学防災研究所助教授）

中島 正愛（京都大学防災研究所助教授）

小谷俊介（東京大学工学部教授）

南 忠夫（東京大学地震研究所教授）

南 宏一（福山大学工学部教授）

藤井 栄（京都大学工学部助手）

村上慮直（横浜国立大学工学部教授）

片山 恒雄（東京大学生産技術研究所教授）

山崎文雄（東京大学生産技術研究所助教授）

林春男（京都大学防災研究所助教授）

岡田 成幸（北海道大学工学部助教授）

室崎益輝（神戸大学工学部教授）

水野弘之（京都府立大学家政学部教授）

研究協力者 (22名）

志知竜一（名古屋大学理学部助教授）

笹井洋一（東京大学地震研究所助教授）

吉岡祥ー（愛媛大学理学部助手）

里村幹夫（静岡大学教養部助教授）

高橋正義（東京大学地震研究所技官）

坂上 実（東京大学地震研究所技官）

松波孝治（京都大学防災研究所助教授）

勝見 武（京都大学防災研究所助手）

三村 衛（京都大学防災研究所助教授）

佐々 恭二（京都大学防災研究所教授）

市川 信夫（京都大学防災研究所技官）

森 保宏（名古屋大学工学部助教授）

富岡 義人（三重大学工学部助教授）

川ロ 淳（三重大学工学部 助教授）

鈴木 有（金沢工業大学工学部 教授）

後藤正美（金沢工業大学工学部助手）

岩井哲（京都大学防災研究所助手）

河田 恵昭（京都大学防災研究所教授）

村上ひとみ（北海道大学工学部 助手）

鏡味洋史（北海道大学工学部教授）

佐土原聡（横浜国立大学工学部助教授）

目黒公郎（東京大学生産技術研究所助手）

3.研究成果

地震観測班等は、緊急地殻活動調査班と連携して、

地震観測点とGPS観測点の設営並びに本部集中収録

解析システムの構築を行い、地震観測25地点、 GPS

観測21地点で観測を実施した。また、既設観測網に

より余震及び地殻変動のリアルタイムによる追跡を

行い、気象庁、国土地理院等の関連機関にデータを

提供、余震情報の正確な把握に勤めた。神戸港では

海底活断層調査も実施している。その他、陸上断層

調査、全磁力(8地点）、地電流(4地点）の連続観測

を行った。

強震動及び地盤震動に関しては、神戸市東灘区に

2観測点を 1月18日より順次設置、北大・東大・京

大防災研などの強震観測グループにより、東灘区に

5点、神戸市域および淡路島に計21点の地震計を設

置するとともに、東灘区では重列観測は被害の集中

した阪急線以南、国道43号線以北の領域とその他の

地域との震動特性の比較を行った。現在も余震観測

を継続して行っている。多点同時観測による地盤震

動特性を明らかにし、構造物被害との関連について

検討した。

地盤の液状化及び傾斜地の斜面崩壊災害について

は、神戸市南部の埋め立て地（ウオーターフロント）

を調査し、地盤の液状化の調査を実施したが、沈下

はかなり厳しい状況にある。また、岸壁の移動を測
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定し、埋立工法の耐震性について検討した。西宮市

仁川町 6丁の目山地崩壊現場を空からの視察と直接

現地の調査により、崩壊の全貌を把握、崩壊のメカ

ニズムを解明した。

ライフライン被害については、被害の状況を正確

に把握するとともに、復旧プロセスを調査し、問題

点を明らかにした。高速道路・鉄道などの交通施設

の被害については、神戸市長田区、中央区、六甲口

まで鉄道・道路の詳細な調査を行い、地震動強度と

被害の関連・設計レベルとの相関について検討した。

建築構造物調査班は、神戸市中央区・灘区・東灘

区など最も被害の激しい地区を中心に、建物全数の

調査を行い、建物種別・構造種別・階数・被害箇所

を調べ、被害要因について分析するための基礎調査

を行った。木造住宅の被害要因、既存鉄筋コンク

リート造建物の被害状況と現行の建築基準法に基づ

いて設計された建物の被害状況を比較する資料を得

た。さらに、本地震による特徴的な被害の原因につ

いて検討した。

火災発生原因の究明と消火活動については、神戸市

内一体の火災発生地域において住民からのヒャリン

グを行い、火災発生の原因、延焼による被害の拡大

プロセスについて明らかにした。地域・社会に及ぼ

す影響については、西宮、神戸方面において避難所、

被災住宅、商店を尋ね、住民の困窮度、生活上の

ニーズなどのヒアリングを行った。また、避難所の

運営する立場の人から運営上の問題点を、警察、消

防、自衛隊から危機管理方法について聞き取り調査

を行った。これまでの地震被害調査の経験から、被

災者への「こころのケア」をめざして被災者の体験

情報を提供し、被災住民への心理的援助を行うとと

もに被災者からの問題点を抽出した。

4.成果の公開

本研究の成果は、平成6年度科学研究費研究成果

報告書「平成 7年兵庫県南部地震とその被害に関す

る調査研究」にまとめられ、刊行されている。

また、報告会「平成 7年兵庫県南部地震の被害調

査研究」を平成 7年 7月31日に大阪科学技術セン

ター、 8月 7日に日本建築学会建築会館と大阪およ

び東京において開催し、本研究の成果を広く公開発

表している。

文部省科学研究費補助金平成7年度総合研究A

「平成7年兵庫県南部地震の被害調査

に基づいた実証的分析による被害の検

証」

代表：藤原悌三（総合防災研究部門教授）

1.研究目的

本研究の目的は被害事実を実証的に分析・検証す

ることにより、将来予想される都市直下型地震に対

して、生命を守り、生活機能を保持できる災害に強

い社会を構築するための研究を行うことにあり、以

下の 5課題について実施計画を立てた。

1) 7年度は余震の発生の時間空間分布の研究成果を

基に、本震の断層の破壊過程との関連、大余震発

生との関連、地殻の不均質構造との関連を調査研

究し、余震発生のメカニズムを解明する。さらに、

震源域周辺の誘発地震のメカニズムの研究を実施

し、今後の震源域周辺の地震活動の予測を試みる。

2)神戸市を中心とする激震域（中央区、長田区、東

灘区など）の地盤構造探査と広域かつ精密な常時

微動計測を行い、地盤の動特性と帯状に分布する

震度 7の激甚地域分布の相関を明らかにする。そ

の結果は構造物への地震動入力の推定にも利用さ

れる。さらに、各地域の地震危険度解析を行い、

危険度マップを作成する。

3)鉄道・高速道路などの交通施設、ガス・上下水道

・電気などのライフライン施設の被害の実態を分

析解明するとともに、港湾施設などの液状化によ

る被害、急傾斜地の地すべり災害の分析と地すべ

り防止策、地盤・基礎構造物系の動特性などの研
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究を推進して、土木構造物の耐震安全性を解明す

る。

4)木造住宅の被害原因の計画・構造両面からの分析、

鉄筋コンクリート造の特徴的な被害である中間階

の倒壊の分析、鉄骨造の衝撃的破壊の問題など各

種構造と地震応答の両面から被害の原因を解明す

る。さらに、既存建物の安全性についての受容可

能レベルの設定方法と応答適合設計・補強方法に

ついて研究する。

5)さらに、地震火災と給水施設・交通施設の関係、

被災住民にたいする対応、被害情報の伝達システ

ム、被害実態の地図情報化による運用など、この

巨大複合災害の実態を分析することにより、災害

リスクをマネジメントし、地震に強い町づくりの

ための方法論について研究する。

2.研究組織

研究代表者

藤原悌三（京都大学防災研究所教授）

研究分担者

1.地震予知・地震断層

平田 直（東京大学地震研究所助教授）

深尾 良夫（東京大学地震研究所教授）

安藤雅孝（京都大学防災研究所教授）

片尾 浩（京都大学防災研究所助手）

大内 徹（神戸大学理学部助手）

山口 覚（神戸大学理学部講師）

笠原 稔（北海道大学理学部助教授）

中田 高（広島大学理学部助教授）

脇田 宏（東京大学理学部教授）

梅田 康弘（京都大学防災研究所助教授）

菊地正幸（横浜市立大学理学部教授）

平原和朗（京都大学防災研究所助教授）

長谷川 昭（東北大学理学部教授）

加藤照久（東京大学地震研究所助教授）

2.地震動・地盤震動

入倉孝次郎（京都大学防災研究所教授）

松波孝治（京都大学防災研究所助教授）

岩田 知孝（京都大学防災研究所助手）

工藤 一嘉（東京大学地震研究所助教授）

笹谷 努（北海道大学理学部助教授）

瀬尾 和大（東工大総合理工学研究科助教授）

横井俊明（秋田大学鉱山学部助手）

土岐憲三（京都大学工学部教授）

竹内 吉弘（大阪工業大学工学部教授）

大場新太郎（大阪工業大学工学部 教授）

篠崎祐三（京都大学工学部講師）

河野允宏（京都大学工学部助教授）

赤松純平（京都大学防災研究所教授）

堀家正則（大阪工業大学工学部助教授）

馬場研介（大阪大学工学部講師）

3. 土木施設被害・地盤変状の分析

佐藤忠信（京都大学防災研究所教授）

大町達夫（東京工大総合理工学研究科教授）

杉戸真太（岐阜大学工学部助教授）

清野純史（山口大学工学部助教授）

柳沢栄司（東北大学工学部教授）

東畑郁生（東京大学工学部教授）

岡二三生（岐阜大学工学部教授）

高橋 保（京都大学防災研究所教授）

嘉門 雅史（京都大学防災研究所教授）

奥西一夫（京都大学防災研究所教授）

佐々 恭二（京都大学防災研究所授）

藤井弘章（岡山大学農学部助教授）

高田 至郎（神戸大学工学部教授）

刀‘,-,...呂 功（京都大学工学部教授）

津野 洋（京都大学工学部助教授）

能島暢呂（広島工業大学工学部助教授）

藤野陽三（東京大学工学部教授）

山崎 淳（日本大学工学部 教授）

野田 茂（鳥取大学工学部助教授）

家村浩和（京都大学工学部教授）

4. 建築物被害の分析

小谷俊介（東京大学工学部教授）
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渡辺史夫（京都大学工学部教授）

藤井栄（京都大学工学部助手）

中田 慎介（建設省建築研究所室長）

野中泰二郎（京都大学防災研究所教授）

森野捷輔（三重大学工学部教授）

川口 淳（三重大学工学部助手）

中島 正愛（京都大学防災研究所助教授）

東樋口 護（京都大学工学部助教授）

鈴木 有（金沢工業大学工学部教授）

鎌田輝男（福山大学工学部教授）

井上 豊（大阪大学工学部教授）

鈴木祥之（京都大学防災研究所助教授）

日下部馨（神戸大学工学部教授）

西川孝夫（東京都立大学工学部教授）

柴田 明徳（東北大学工学部教授）

斉藤大樹（東北大学工学部助手）

5.防災システムの分析

河田 恵昭（京都大学防災研究所教授）

林 春男（京都大学防災研究所助教授）

小川雄二郎（国連地域開発センター 主任）

中川 大（京都大学工学部助教授）

小林正美（京都大学工学部教授）

宮野道雄（大阪市立大学生活科学部助教授）

村上ひとみ（北海道大学工学部 助手）

鏡味洋史（北海道大学工学部教授）

北原昭男（京都大学防災研究所助手）

亀田 弘行（京都大学防災研究所教授）

角本 繁（京都大学防災研究所助教授）

岩井 哲（京都大学防災研究所助手）

碓井照子（奈良大学文学部助教授）

山崎文夫（東京大学生産技術研究所助教授）

柴崎亮介（東京大学生産技術研究所助教授）

盛川 仁（京都大学工学部助手）

片山 恒雄（東京大学生産技術研究所教授）

3.研究成果

推定することが不可欠であるとの視点から、本研究

では、震度7の地域を含む南北測線に沿った浅層地

盤構造の調査と神戸・芦屋・西宮地域の表層地盤特

性の計測に主眼をおき、以下の 5研究課題について

研究を行った。得られた成果を要約すると以下のと

おりである。

l)地震予知・地震断層に関する研究

地核深部の断層の動きと帯水層との関係、余震

の時空間分布と本震の余効変動、地下水組成変化

と前兆の関係を明らかにし、種々の解析方法によ

り破壊過程・速度構造を解明、防犯カメラの分析

から断層位置を推定した。

2)地震動・地盤震動に関する研究

震源インバージョンから神戸側断層を推定し、

波動伝搬の干渉による激甚地帯の生成を地下構造

探査により実証した。また、兵庫県全域の表層微

動特性の計測から地震動分布を推定するための資

料を収集した。

3)土木施設被害・地盤変状の分析

地震動の地域分布を理論的に推定するとともに、

交通・下水道・通信・港湾等の被害分析・損傷評

価と復旧対策を提言した。また、液状化・斜面崩

壊のメカニズムについての実験・渇水と斜面安定

性の関係などを明らかにした。

4)建築物被害の分析

実在する木造建物・鉄筋コンクリート造建物・

鉄骨造建物の耐震性評価の統計的・実験的分析を

行い、被害との関係を解明するとともに、中間層

破壊・ヒ°ロテイ崩壊の解析的分析による検証を行

い、将来的な設計の方向を掲示した。

5)防災システムの分析

初動体制・危機管理システムの問題点、フェー

ルセーフの考え方の重要性を指摘し、緊急対策と

恒久施設の相互関連、情報システムの運用と管理

に関する分析、災害の時空間分布・複合災害の分

析から都市防災対策に関する資料を提供した。

被害の検証を行うには、激甚地域の地震動特性を
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4.成果の公開

平成7年12月26日、京大会館において「平成7年

兵庫県南部地震の被害調査に基づいた実証的分析に

よる被害の検証」に関する研究会を開催し、本研究

の中間報告を行った。

また、本研究の成果を最終的に取りまとめて、平

成 7年度文部省科学研究費研究成果報告書「平成7

年兵庫県南部地震の被害調査に基づいた実証的分析

による被害の検証」として、以下の 5編と資料編を

刊行した。

第 1編地震予知・地震断層

第 2編地震動・地盤震動

第 3編 土木施設被害・地盤変状の分析

第 4編建築物被害の分析

第 5編 防災システムの分析

資料編「兵庫県域における合同微動観測」

なお、これらの報告書は、関連の機関および研究

者に配布した。
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3.4 部門
．
 

センターの研究活動

3. 4. 1 総合防災研究部門

本部門は、阪神・淡路大震災における複合的都市

災害の経験と、近年の都市構造の発展・拡大の現実

総合防災＿都市診断の科学
lntegaled M』,agernentfor Disaster Ask 

Tre Science of U-面 Di句 )()SisI Pr叩応s

を踏まえ、 より総合的かつ長期的な視点に立脚した

防災科学の研究を行うことを目的に設置された。特

に、災害リスクの評価と防災マネジメントの方法論

（安全の質）、多元的な防災社会構造の提示とその形

成論（社会の質）、都市空間の安全制御と都市機能の

確保の方策（生活の質）、及び、社会開発と環境変化

並びに防災施策を共生させる開発企画のあり方（環

境の質）を研究することにより、災害対策の総合化

課題の達成に貢献することを目指している。

このような研究目的の達成には、個々の研究者が取

り組む個別研究課題のみでなく、専門領域を越えた研

究者相互間の学際的な協力が不可欠である。学際的な

共同研究活動を円滑に進めるために、本研究部門では

月1回部門内の研究セミナーを開催し、個々の研究者が

抱える問題意識や興味、研究の状況などに関する発表、

質疑を通じて問題意識の共有や共同研究の動機づけの

契機を提供するとともに、本研究部門における今後の

研究の方向性等に関して議論する機会を設けている。

さらに、本研究部門では研究スタッフのなかに非

常勤講師として 4名の研究者を迎え、

学内研究者に研究担当を依頼している。総合的な防

災研究には、

さらに 5名の

自然科学にとどまらず社会科学分野と

の連携が不可欠であるという観点から、法学、経済

学、保険学、心理学、情報科学、

9年度より

工学などの広い領

域からなる研究者の結集を図り、総合化課題の抽出

と共同研究の促進を図っている。

また、研究成果の公表・蓄積の一環として、平成

「総合防災研究」を刊行し研究成果の普

及に努めている。さらに、平成9年4月14日に「京

大土木100周年記念シンポジウムーIDNDR防災の十

災

総合防災研究部門における役割分担

年一社会の安全性と総合防災課題」（コーディネータ

亀田弘行教授、巨大災害研究センターと協力）を実

施した。出席者は184名であり、広い関心を集めた。

また、国際的な共同研究ネットワークの充実にも

積極的に取り組んでおり、米国、 中国、 カナダ、

オーストリア等の研究者との共同研究が行われてい

る。特に、米国、中国との共同研究（「大都市地震

災害において許容される災害レベルに関する社会的

合意の形成」（代表：亀田弘行教授）、

研究）

ウィーン）のG.

「都市域の地

震危険度予測と検証に関する日中共同研究」（代

表：藤原悌三教授）は文部省の科学研究費（国際学術

の交付をうけ、継続的に実施されている。ま

た、平成9年度にはウィーン農科大学（オーストリア、

ウエーバー教授（農村・環境計画）

を迎え、防災文化の比較研究を行った。
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災害リスクマネジメント研究分野

教授岡田憲夫、助教授多々納裕一

自然災害、環境災害などの災害リスクに対して有

効な戦略を打ち立てていくためには、災害マネジメ

ントの戦略についてリスク分析的視点から研究を進

めることが必要である。自然・環境等からの外力の

発生が被害をもたらす災害として顕在化する過程に

は人間の様々な活動が介在する。これらの外力と活

動との相互作用によって被害の程度や災害からの回

復の仕方が異なってくる。人間の活動は民間・社会

資本の蓄積を介して被害を受ける客体の分布等を規

定するとともに、防災のための社会資本の蓄積や制

度等の整備、さらには災害文化の醸成等を介してソ

フト・ハードの社会基盤が形成される。本研究分野

では、社会の「安全の質」を規定するという社会基

盤整備の側面に着目し、ハード・ソフトの社会基盤

の整備を通じた災害リスクマネジメントの方法論を

提示することを目指して研究活動を展開している。

同研究分野の研究課題を列挙すれば以下のようであ

る。

1)災害リスクの分析・評価方法

2)社会的合意形成過程

3)災害による社会・経済的インパクト

4)災害マネジメントの戦略論

5)災害文化の育成・継承

平成 8年度より、本研究分野の研究は岡田教授が

担当していたが、平成9年度より多々納助教授を迎

え研究スタッフの充実が図られた。平成 8・ 9年度

の研究成果は著書 2編（共著）、学術論文33編（うち

審査付き19編）にまとめられている（巻末リスト参

照）。さらに、平成 8年度には岡田教授が土木学会

論文賞を、平成 9年度には多々納助教授が土木学会

論文奨励賞を受賞するなど同部門における研究成果

は高く評価されている。

平成 8・ 9年度には、主として1)災害リスクの評

価・分析方法、 2)社会的合意形成過程、 5)災害文化

人間活動に係わる災害リスク

の育成継承に関する研究を重点的に行った。

「災害リスクの評価・分析方法」に関する研究

災害が社会的被害を引き起こす過程には人間の活

動分布や住宅・産業の空間的集積状況、社会基盤の

整備状況、さらにはそれらを間接的に規定する法や

制度、文化といった重層的な構造が介在する。そこ

で、人間活動の分布と災害のリスクとの関連を分析

するためにニッチ分析を用いた方法論の開発を試み

ている。また、社会基盤の整備と災害リスクの関連

性に関しては、道路網の冗長性解析手法を提案して

いる。また、住居の空間分布のリスク解析のために、

都市経済学的なアプローチに基づいて災害リスク情

報の利用可能性と被害の発生可能性に関する理論的

検討を行っている。

「社会的合意形成過程」に関する研究

個々の主体が自発的に協力関係を形成するような

ルールの構築を目的として、分権的・自発的に形成

される合意のネットワークが全体として望ましい状

況をもたらすルールに関してゲーム論的な解析を

行った。さらに、この過程において情報の非対称性
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が重要な役割を果たすことに着目し、不完備情報下

の交渉や交渉結果が不変となるような選好の構造に

関しても検討を加えている。

「災害文化の育成・継承」に関する研究

長崎水害、阪神・淡路大震災を対象とした社会的

関心の変化を新聞の取り扱いの変化をもとに検討し

た。また、イジングモデルを用いて災害文化の形成

やその風化の時空間的プロセスのモデル化も行って

いる。

今後は、 3)災害による社会・経済経済的インパク

トに関する研究、 4)災害マネジメントの戦略論に関

してもこれらの分野の研究も併せて精力的に推進し

ていく予定である。

など、同部門における研究成果は高く評価されてい

る。

l)防災対策の多元的構造の解析と総合化に関して

は、平成 8年度から10年度にわたる国際学術研究

「大都市地震災害において許容される被害レベルに

関する社会的合意(consensuson acceptable risk)の形

成」（研究代表者：亀田弘行）において、阪神・淡路

大震災(1995)と、ノースリッジ地震(1994)の経験を

基に、地震工学・システム工学・地域計画学・社会

心理学・経済学などの多分野の研究者との討議を

行った。また、平成 8年度共同研究集会（研究代表

者：岩井 哲）として、阪神・淡路大震災における

人的被害の構造を総合的に議論し、「人的被害研究

会」を開催した。

2)防災情報システム論に関しては、平成9年度共

防災社会構造分野 同研究集会（研究代表者：亀田弘行）として、阪神・

教授亀田弘行、助手岩井 哲 淡路大震災における情報課題を検証するとともに、

総合防災における集積化（インテグレーション）と

その中心的手段としての防災情報課題を対象として、

阪神・淡路大震災における複合的都市災害の分析結

果をふまえ、災害現象の時間的把握の中で、多元的

な災害対策を備える防災社会構造の姿を描き、その

実現への基本プロセスを構築する。特に、物理的課

題・社会的課題・防災情報的課題を包含する視点を

持つような、「社会の質」を備えた、総合的な防災

体系のあり方を示す。同研究分野の研究課題を列挙

すれば以下のようである。

1)防災対策の多元的構造の解析と総合化

2)防災情報システム論

3)防災地理情報システム

4)広域都市圏被災シミュレーション

5)災害からの復旧・復興計画論

平成8・9年度の研究成果は、著書3編（共著）、

学術論文43編（うち審査付き 6編）にまとめられてい

る（巻末リスト参照）。さらに、平成 9年度には亀田

教授が国際構造物安全性・信頼性学会賞を受賞する

データベースの構築法や情報技術の問題点の整理を

行った。また、神戸市長田区役所で行った、倒壊家

屋の解体撤去に関する活動をもとに、行政における

情報システムのあるべき姿として「リスク対応型地

域空間情報システム」の構築を提言した。

3)防災地理情報システム、 5)災害からの復旧・復

興計画論に関連しては、平成 8年度より、兵庫県南

部地震による西宮市の都市施設被害の地理情報シス

テム(GIS)データベース化と多重分析を行っている。

また、平成 9年度には、今後の都市防災におけるラ

イフラインの施設ならびに復旧活動のあり方につい

て機能的に対応できるような資料を提供することを

目的として、ライフライン復旧過程の時空間分布と

都市生活の回復過程のGIS分析を行った。ここでは

特に上水道およびガス施設に着目してGISデータ

ベースを構築し、上水道とガスの復旧過程や相互関

連、さらに市民生活に与えた影響について考察した。

本研究は、京都大学防災研究所総合防災研究部門・

防災社会構造分野と奈良大学文学部地理学科碓井研

究室（碓井照子助教授）との共同研究という体制を
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とった。

木造住宅の耐震性能評価のための実験的研究も遂

行した。在来構法の既存木造住宅の耐震性能を静的

水平力載荷実験に基づいて評価すると共に、木造軸

組構造物の耐震補強効果と変形性能を定量的に評価

するべく、実験を実施した。

4)広域都市囲被災シミュレーション、に関しては、

兵庫県南部地震における地盤の地震応答解析、阪神

・淡路大震災における通勤行動の分析と空間情報展

開、地震危険度評価に向けての震害空間データベー

スを構築し、広域都市圏被災シミュレーションのた

めの準備を整えつつある。

自然・社会環境防災研究分野

教授萩原良巳

総合防災における中長期的な環境的課題に取り組

むために、自然的（ジオ・エコ）・社会的（ソシオ）環

境変化が防災または減災にどのような影響を与える

かを分析し、環境保全型の防災都市・地域づくりを

研究する。このため、図ー 1に示すように、災害を

「自然災害」「環境破壊災害」そして「環境汚染災

害」の 3つに分類し、その相互関連を分析するとと

もに、防災という視点から見て、より好ましい都市

・地域づくりを環境の創成を通して実現する（自然

科学と社会科学を結合した）計画方法論を体系化す

ることが重要となる。

．＿．．．．入r,n,,励
~ 自然i＆動

図ー 1 環境システムの認識と災害

社会の
変化

崩壊

防災

減災
の社会計画゜

自然
環境の変化

社会

自然

環境破壊災害発生

醒

ヨ—長期的な影響 ~――中期的な影響

図ー 2 中長期的な環境変化と防災・減災計画の循

環過程

以上のことから本研究分野の研究課題を列挙すれ

ば以下のようになる。

l)自然・社会環境の変化過程

2)自然・社会環境の評価システム

3)環境保全型防災計画システム

4)災害弱者のための環境防災システム

5)環境と防災の情報システム

本研究分野は平成9年度より萩原教授が担当する

ことになったが、この研究分野は全く新しい分野で

ある。図ー 2に示すように、「社会の変化」「環境の

変化」「災害の発生リスク」「社会計画」を一連の循

環過程と認識したシステム論的な研究を行っている。

平成9年度は研究の立ち上げが目的で、スタッフは

1人、 4回生 2人でスタートした。平成 9年度の研

究成果は著書 1編（共著）、学術論文 8編（審査付き

なし）でささやかなものであった。

平成 9年度には、 1)環境の変化過程として、関

西空港建設に伴う泉州地域の、特に社会環境の変化

を多変量解析法を用いて分析した。そして、長良川

河口堰の約40年にわたる環境保全か開発かという社

会環境の変化過程をゲーム理論をもとにしたコンフ

リクト解析を行った。 2)環境の質の評価システム

に関しては、特に川崎市の河川を対象として、ラン

ダム効用理論を用いた環境の経済的評価法を試みた。

3)環境保全計画では、横浜の重要な環境要素であ
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る鶴見川を対象として、システムズ・アナリシスを

用いた計画方法論を展開した。 5)情報システムと

して、地震時と渇水時における水道供給の危機管理

情報システムを分析し、都市浸水問題についても同

様な分析を行った。さらに、日本海重油汚染におけ

る、ジオ・エコ・ソシオシステムにおける総合的な

情報システムを構築した。

以上の研究には完成度の高いものもあるが、立ち

上げ中のものもあり、このため今後、スタッフは一

人であるが、他研究分野ならびに他大学等との共同

研究を積極的に行って、研究を推進していく予定で

ある。

都市空間安全制御研究分野

教授藤原悌三、助教授鈴木祥之

総合防災における物理的課題を対象として、都市

空間の危険度評価手法の研究とともに、安全性と快

適性を備えた質的に高度な生活空間を実現するため

の空間安全制御手法、都市空間構成要素の最適信頼

性設計法、生活空間防災計画法に関する総合的な

「生活の質」向上に関する以下の研究を行う。

1)都市住空間の総合防災

2)生活空間構造物の制震による性能向上

3)都市空間の安全性・信頼性設計

4)都市空間構成要素のデータベース化と災害予測

5)広域地震応答観測網による都市地震防災

平成 8・ 9年度には、 1)都市住空間の総合防災

に関連して、科学研究費補助金平成 6年度総合研究

「平成 7年兵庫県南部地震とその被害に関する調査

研究」（代表者：藤原悌三）に引き続き、同平成 7年

度総合研究「平成 7年兵庫県南部地震の被害調査に

基づいた実証的分析による被害の検証」（代表者：

藤原悌三）等を実施し、阪神・淡路大震災での都市

地震災害を実証的に分析・検証することにより、都

市直下型地震に対する人命の確保や生活機能の保持

を目指した災害に強い都市・社会を構築するための

研究を行い、研究成果報告書にとりまとめている。

特に、人的被害に注目し、阪神・淡路大震災を例と

して、死傷者発生要因に基づいて地震発生時刻の推

移による被害推定を行い、総合防災研究部門報告・

第 5号にまとめている。

2)生活空間構造物の制震による性能向上について

は、阪神・淡路大震災において病院や通信施設など

都市重要施設・建物の機能が損傷し社会的な問題と

なり、地震等による建物の振動を抑制する有効な方

策であるアクティブ制震技術の早期実現が望まれて

いる。平成8・9年度においては、大地震時にも適

用し得るアクテイプ構造制御システムの理論的開発

と模型および実大構造物を用いた振動実験による検

証を実施し、制震システムの技術開発を行った。構

造制御理論および制御アルゴリズムに関する基本的

な理論開発と実大建物実験による検証を中心に、さ

らに建物模型を製作して、振動台による制震実験を

加えて研究を進めてきた。ここでは、構造物系モデ

ルの同定法および応答推定法、 5階建鋼構造実大試

験架構を用いた地震応答加振システムの提案および

地震波加振実験法の開発、 LQ、LQGの他に極配置

法やHoo理論による実験的検証などに多くの成果を

挙げ、平成8 • 9年度科学研究費補助金基盤研究A

「建築構造物の制震システムに関する理論的・実験

的研究」（代表；鈴木祥之）報告書として、また国内

•国際学会等で発表している。

3)都市空間の安全性・信頼性設計に関連して、地

震外乱や構造物系に含まれる不規則性、不確定性を

考慮し得る信頼度解析に基づいて構造物等の耐震設

計を行うことが必要であるとの観点から、不確定構

造物系の耐震信頼度解析法に関する研究を行ってい

る。種々の破壊規範や複雑な履歴構造物が不確定パ

ラメータを有する場合にも現実的に解析可能な手法

を提案した。また、阪神・淡路大震災後、急務とさ

れている木造住宅の耐震性向上に関連して、既存木

造住宅や耐震要素として重要な壁等の実大実験によ
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る耐震性能評価を実施し、従来の耐震性評価に再検

討を行った。得られた実験結果を基に、木造住宅の

不確定信頼度解析を介して種々の設計変数の決定法

に関する研究に発展させている。これらの研究成果

は、日本建築学会等の論文として報告されている。

4)都市空間構成要素のデータベース化と災害予測

および 5)広域地震応答観測網による都市地震防災

については、京都市域を対象に地震応答観測網の整

備が図られ、地震観測データの集積がなされており、

また市域の建物等のデータベースを構築中である。

今後、これらの研究も推進していく予定である。

また、平成 9・ 10年度特定研究(9P-l)「都市

空間の安全質向上のための生産・管理システムの構

築に関する研究」（代表：鈴木祥之）では、都市空間

の安全性を向上させる方策を提案することを目的と

して、建築物の単体だけでなく群としての検査シス

テム、生産システム、品質管理システム等の検討課

題に取り組んでいる。

3.4.2 地震災害研究部門

世界有数の地震国である日本において、建築物や

土木構造物に代表される都市基盤施設には、大地震

による強震動を受けても、崩壊することなくまた期

待される機能を保持しうるよう、十分な耐震性能が

付与されなければならない。そのためには、まず、

「強震動がどのように生成され、またそれによって

構造物がどう揺れ崩壊するか」を正しく把握するこ

とが求められる。そこでは、 (1)外乱の源となる地震

動発生のメカニズム、 (2)表層地盤内の地震動伝播特

性、 (3)地盤振動特性と構造物の振動特性の相関に依

存する入力地震動特性、 (4)構造物の弾塑性応答と崩

壊特性、を明らかにすることが主要な研究課題とな

る。また、所定の耐震性能を付与するためには構造

物をどう組み立てるべきかという、「耐震設計」に

関わる諸問題が、 (1)~(4)の知見を踏まえて解決され

なければならない。

「強震動地震学」、「耐震基礎」、「構造物震害」、

「耐震機構」の四分野から構成される当部門は、地

震動の発生メカニズム→地震動の伝播特性→入力地

震動特性→構造物応答→耐震設計へと流れる、地震

災害と地震防災にかかわるこれら一連の研究課題に、

理学的と工学的、実験・観測的と理論的、また基礎

的と応用的と、さまざまな視点と手法を駆使し、ま

たそれらの融合をはかりつつ取り組んでいる。四つ

の分野が現在推進する主要研究課題は以下のように

まとめられる。

強震動地震学分野：震源過程、伝播経路特性、

サイト特性を考慮した、地震動の生成伝播メカニ

ズムの解明と、大地震時の震源近傍域における地

震動予測とその評価手法の確立

耐震基礎分野：地震時における地盤の挙動、地

盤ー構造物系の非線形動的相互作用の解明と、震

動制御法の開発を主眼とした土木構造物の耐震設

計法の確立

構造物震害分野：シェル、 トラス、膜構造など

の大空間構造物を主たる対象とした、地震動の構

造物への入出力特性、構造物ならびに構造物群の

地震時挙動の究明

耐震機構分野：建築構造物を対象とした、構造

物・部材の力学的特性の解明、衝撃的作用による

構造応答の解明、損傷制御に立脚した耐震設計法

の確立

また、より信頼性の高い地震動・地震時応答観測

データを収集するための計測手法・システムの開発

・改良をめざして、「既設空間構造の耐震性能と計

測方法に関する研究」と題する四分野共同研究に着

手している。さらに、防災研究所の共同研究の一環

として、過去二年間に共同研究や研究集会を計5件

組織し、地震災害、地震防災に関わる知識と情報の

集積・普及にも努めている。

1995年 1月の兵庫県南部地震では、数多くの建築

物や都市基盤施設が大きな被害を受けるなど、日本
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の耐震設計を見直す必要に迫られている。当部門で

は、地震直後の余震観測や被害調査などを通じて、

兵庫県南部地震における地震動の性質や、構造物被

害の状況を詳細に調査した。また当部門は、国際共

同研究にも積極的に参加し、例えば、国際防災十年

(IDNDR)に呼応して設けられた、文部省特別事業

費による「中国およびインドネシアにおける自然災

害の予測とその防御に関する国際共同研究」におい

て主導的な役割を果たしているほか、「都市地震災

害」に関する日米共同研究を実現するための基本的

枠組づくりにも従事している。

地震発生→地盤中の地震動伝播→入力地震動→構

造物応答→耐震設計へと流れる、地震災害研究部門

の研究活動

強震動地震学研究分野

教授入倉孝次郎、助教授松波孝治

助手岩田知孝

地震動災害の予測及びその軽減を目的として、地

震波の生成伝播メカニズム（震源過程、伝播経路特

性、サイト特性）の解明を行う。さらに、それらの

研究成果をもとに、大地震時の震源近傍域での地震

動予測、評価手法に関する研究を行う。同研究分野

の研究課題は以下のようである。

1)震源の物理に基づいた地震波発生機構

2)地震波の伝播・サイト特性

3)大地震時の強震動予測

平成 7年兵庫県南部地震による阪神・淡路域の甚

大な地震動災害は、我々強震動研究者にとって多く

の問題をなげかけた。このような地震動災害を引き

起こした強震動の生成メカニズムを説明することが

できるのか？大震災から学ぶものとして、今後の

地震動災害軽減のためには何が必要なのか？この

2点について我々の研究分野においては以下のよう

な研究に取り組んできた。

研究課題l)に関連して、強震動記録を用いた兵庫

県南部地震の震源インバージョンを行い、兵庫県南

部地震の震源モデルを求めた。また、地震発生直後

から行われた強震観測記録を用いて、兵庫県南部地

震系列の震源パラメータの推定が行われ、震源の相

似則および本震すべりの空間分布と余震のメカニズ

ムの関係についての研究が行われた。

研究課題2)に関して、主に兵庫県南部地震本震・

余震記録を用いて上部地殻の地震波減衰特性の評価

及び表層地質による増幅特性（サイト特性）の評価を

行った。また兵庫県南部地震時に液状化災害が顕著

であった神戸ポートアイランドでの鉛直地震アレイ

記録を用いて、表層の軟弱地盤層の液状化による物

理常数の時間変化を求めた。

研究課題3)に関連して、 1)、2)の研究成果を総合
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図：理論的手法による兵庫県南部地震時の震源域で

の最大水平地動速度分布。神戸・阪神間に帯状

に広がる地震動分布が表現されている。

的に評価するために、兵庫県南部地震の震源域の理

論的及び半経験的手法による地震動のモデリング

（図参照）を通して、震源特性及び地下構造の地震動

への影響評価を定量的に行い、地震動被害分布や地

震動記録との比較を行い、手法の有効性を検討した。

また、兵庫県南部地震で試された強震動予測手法を

もとに、シナリオ地震に基づく地震動評価のための

地震波モデリング手法の検討と、地震が発生した際
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の地震動災害規模早期推定を目的とした、震源パラ

メータの即時推定や地震動分布の評価に関しての基

礎研究を開始した。

また、兵庫県南部地震の地震動に関する研究に加

えて、地震動記録を用いた地下構造の推定手法に関

する研究や堆積盆地において顕著である盆地生成表

面波の生成伝播に関する現実的な構造モデルによる

数値計算手法に関する研究をすすめた。これら平成

8・9年度の研究成果は、著書2編、学術論文81編

（うち審査付き23編）にまとめられている（巻末リス

ト参照）。

今後は、地震動の生成・伝播に関連した基礎研究

を観測的研究及び理論的・半経験的手法により推進

するとともに、シナリオ地震における地震動評価及

び実時間強震動地震学に関連した研究を推進してい

く。本研究を円滑にすすめるために、本研究分野及

び地震災害部門スタッフだけでなく、研究担当とし

て京都大学釜江克宏博士、非常勤講師として東京大

学顕緬一起助教授を、更に平成 9年度にCOE外国人

研究員としてスロバキア大学PeterMoczo教授を招聘

し、理論的地震動予測手法に関する共同研究を推進

している。また平成8・ 9年度にはリサーチアシス

タントとして、 JorgeAGUIRRE、関口春子、 Nelson

PULIDO（平成 9年度）と共同で研究を進めた。

2)地盤震動解析

3)地盤構造物系の動的相互作用

4)構造システムの同定

5)構造物の最適震動制御

6)地盤構造物の耐震設計法

平成 8年度は佐藤教授と北助手が担当していたが、

平成 9年 3月に北助手が東海大学に転任し、平成 9

年 4月に工学研究科土木システム工学専攻より澤田

助教授が、平成9年10月には建設省土木研究所より

本田助手が着任した

平成8・ 9年度は、主にa)震源近傍の地震動推定

法の開発、 b)非線形構造システムの逐次同定手法の

開発、 C)地盤の非線形動的挙動の解明、 d)可変減衰

装置の開発、 e)盛土構造物の限界状態設計法などの

研究を重点的に行った。「震源近傍の地震動推定法

の開発」に関しては、内陸地震による都市直下の地

震動強度を簡便に推定することを目的として、地震

断層の破壊過程、伝播経路の特性、局所的な地盤の

増幅特性を周波数領域で評価することにより、地震

動に対する構造物の最大応答値をスペクトルモーメ

ント法により算出する方法論を提案し、 1995年兵庫

県南部地震の際の観測記録を用いてその有効性を検

証した。「非線形構造システムの同定法」に関して

は、強震時を対象として構造物が損傷を受けて非線

形応答を示すときの、損傷部位の検出法を確立する

必要がある。このために、忘却機能を有するカルマ

耐震基礎研究分野 ンフィルターならびにH無限大フィルターの開発を

教授佐藤忠信、助教授澤田純男 行い、構造物部材の応答が非弾性状態になるときの

助手本田 利器 履歴特性を精度良く同定できることを明らかにし、

構造部材の損傷程度を検出するための基本的なアル

耐震基礎研究分野は、地震時における地盤の挙動 ゴリズムを完成させた。「地盤の非線形挙動の解

と、地盤ー構造物系の動的相互作用の解明、震動制 明」に関しては液状化に及ぼす地盤の不整型性の影

御法の開発を行うことにより、限界状態設計法に基 響を明らかにする研究を実施するとともに、有限差

づく土木構造物の耐震設計法を確立し、地震災害の 分法と有限要素法を接続し、有限要素法の部分に地

軽減を計ることを研究目的としている。主な研究課 盤の表層非線形を取り入れた波動解析法を新たに提

題を以下に列挙する。 案した。また、このような大規模な計算を実施する

l)地震動の予測とアイデンティフィケーション 場合には、しばしば解の発散が見られるが、これを
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回避する方法として、ディジタルフィルターを内蔵

した時間積分法を新たに提案している。また、岩盤

内での地震波の散乱を解析する方法として、波線理

論に基づく解析法についても検討した。また、地震

時における地盤内ひずみを直接測定するために、光

ファイバーを用いたひずみ測定法を応用した測定装

置を考案し、せん断土槽を用いた実験を行って実際

に地盤ひずみが高精度で測定できるかを調べた。

「可変減衰装置の開発」に関しては、モータの発電

作用を利用して制御力を発生することのできる電磁

型可変減衰装置を試作して、すでに開発済みのオイ

ル型可変減衰装置と共に、装置が発生する減衰力を

制御するためのシステムを構築した。さらに、開発

した装置と計算機との間で実時間でデータの交換を

行うハイブリッド構造震動制御実験を実施して、可

変減衰装置の有用性を検証した。「盛土構造物の限

界状態設計法」に関しては、盛土構造物の崩壊部分

と盛土本体間の動的相互作用の影響が小さいことを

利用して、非線形 1自由度系に盛土構造部をモデル

化することによりすべり変位を指標とした限界状態

設計法を提案した。

今後の研究課題として以下の項目があげられる。

1)地盤一基礎ー構造物系の非線形動的相互作用のモ

デル化に関する研究

2)地盤一基礎ー構造物系の耐震安全性の適切な配分

を考慮した耐震設計法の開発

3)構造物の健全度モニターシステムの開発と、既存

構造物の補強法の開発

4)構造震動制御技術を利用した構造物のインテリ

ジェント化に関する研究

5)耐震設計用地震動の設定法と位相特性のモデル化

に関する研究

構造物震害分野

教授國枝治郎、助手諸岡繁洋

本分野は元地盤震害部門であり、耐震工学におけ

る最重要課題の一つであった構造物の震害と地盤の

動特性との関連性の究明と建築構造物とその基礎地

盤の地震応答性状の的確な把握により、地盤ー構造

物系の合理的な震害防御・軽減の方策を樹てるため

の研究が行われてきた。だが、平成8年 5月の組織

改編により本部門は地震災害研究部門構造物震害分

野へ移行した。それに伴い研究領域は主として建築

構造物の地震応答特性の解明に移行している。現在、

國枝教授と諸岡助手（助教授ポストの流用）、研究担

当として工学研究科生活空間学専攻の河野允宏助教

授の構成で研究に従事している。

現在の研究は建築構造物を対象に、特に大空間構

造物（シェル、 トラス、膜構造）に重点をおいて、地

震動の構造物への入出力特性、構造物ならびに構造

物群の地震時挙動の基礎的学理の究明を行うととも

に、地震災害の防止・軽減を図るため、以下のよう

な課題の研究を行っている。

1)構造物の動的安定限界解析法の開発

2)大張間曲面構造物の動特性および地震応答性状

の解明と設計規範の確立

3)貯蔵タンク等容器状構造物の地震応答性状の解

明と耐震設計法の確立

4)大空間構造物の弾塑性性能評価を取り入れた耐

震設計法の基礎

5)最適化手法を用いた大空間構造物の形状決定法

の確立

6)不安定構造物の分類と体系化

7)可動式構造物設計法

他大学研究者と連携の上で兵庫県南部地震による

阪神地域に建設の社会、教育施設体育館等の空間構

造の被害調査を行い、被害の極めて軽微なることを

明らかにし、諸報告書を発表してきている。震災後

この種構造物が避難場所として用いられ、都市の防
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災、災害軽減上極めて有用な構造物であることの認

識が高まりこれらの適切な配置が都市計画上の重要

な課題になりつつあるが、これら構造物の設計に当

たって適用すべき耐震規定我が国はもとより諸外国

にも無い。現設計が過剰設計なのか否かを知るため

にも応答解析が必要である。当分野では球形ドーム

シェル、屋根型円筒シェル、ラチス構造の地震応答

特性の解明のための研究を理論解析的及び実験的に

進めている。平成 8・ 9年度科学研究費基盤研究(B)

(2)助成その他を受けて、行っている研究とその成果は

・屋根型円筒シェルの厳正解による振動特性、 Kobe

-JMA記録地震波に対する応答特性の解明

・同構造の振動特性、応答特性の近似解法の開発

・屋根型円筒ラチス構造の離散系手法による諸記録

地震波応答解析

・屋根型円筒ラチス構造模型の振動台地震応答実験

・実構造物振動特性実測のための小型模型による測

定法開発とデータ処理プログラム開発

•宇治市内小学校体育館 2 棟の振動特性の実測と解

析

・球形ドームの非線形地震応答特性の解明

・球形ドームの動的安定限界地震強度の推定法

等で、これらの成果は国内外のシンポジウム等で発

表してきた。

また、平成9年度には共同研究集会「シェル・空

間構造の自然災害時非線形挙動とその抑止対策」

（代表者國枝）を宇治キャンパスで開催し(24名の論

文発表、 80数名の参加）、論文集を刊行した。

他方、地震に強い軽量屋根架構として複合ケープ

ル構造と膜屋根材を用いたテンセグリティー構造の

理論的および実用化研究を行い、実建築建設を可能

ならしめた。

耐震機構分野

教授野中泰二郎、助教授中島正愛

本分野では、主として建築構造物の耐震性能を理

論的・実験的両面から解明するとともに、より高度

な構造物耐震設計法の確立をめざしている。最近の

研究課題は以下のようにまとめられる。

(1)鉄骨構造物や構造部材の力学的特性の解明：静的

・動的荷重を受ける鉄骨骨組の終局状態に関する

理論、繰り返し軸方向力を受ける弾塑性部材の履

歴挙動に関する一般理論、骨組構造および構造部

材の塑性疲労、曲げねじれを伴う部材と架構の弾

塑性問題と安定問題

(2)衝撃的作用による構造応答の解明：地震波の破壊

作用、衝撃荷重に対する大変形塑性応答

(3)構造物地震応答の再現：ハイブリッド型地震応答

シミュレーション、連成系地震応答シミュレー

ション法の開発

(4)耐震設計への新しい試み：塑性変形の変動を考慮

した信頼性設計法、損傷制御型耐震設計法

これら研究課題のなかで、 1996~1997年度では以

下の成果を得た。

鉄骨筋かい材挙動における曲げ座屈・局部座屈・構

面外座屈の相関

鉄骨造建物で多用されるH形鋼筋かい材を対象に、

これら部材の繰り返し載荷に伴う曲げ座屈、構面外

座屈やねじれ変形と、局部座屈の相関を、筋かい材

の断面形状、幅厚比、載荷偏心を変数とした一連の

準静的実験から明らかにした。また、筋かい材の最

大耐力、耐力劣化特性、エネルギー消費能力にも考

察を加え、さらに理論展開による予測精度の検証も

含め、鉄骨造建物の耐震設計の高度化に寄与しうる

情報を提供した。

構造物の衝撃的破壊メカニズムの解明と防止

RC造橋脚の輪切り状の水平ひびわれや圧縮破壊、
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鋼製柱脚の提灯座屈、鋼管柱や鉄骨部材の脆性的破 を統一的に処理できるアルゴリズムを開発した。こ

断など、兵庫県南部地震で見られた特徴的な構造物 のシステムを10層免震建物の地震応答に適用し、本

破壊が、地震の衝撃的作用に起因する可能性がある システムの有効性を実証した。

ことを踏まえ、建築・土木構造物の衝撃的破壊発生

のメカニズムを解明するための基礎研究を実施した。

主な研究項目は以下のようにまとめられる。 (a)構造

物への衝撃的加力を、弾性棒の軸方向応力伝播とい

う観点から理論的に考察し、兵庫県南部地震で観測

された上下動加速度程度であっても、 RC柱が損傷

を受ける程度の応力が発生しうることを明らかにし

た。 (b)鋼パイプやRC部材を対象とした衝撃圧縮試

験を実施し、応力伝播に基づく破壊予測の精度を検

証した。 (C)衝撃解析用汎用プログラムを用いた一連

の解析から、これらプログラムがもつ構造物の衝撃

的破壊に対する有効性と精度を検討するとともに、

兵庫県南部地震で被害を受けた実構造物に対する被

害シミュレーションを実施した。

鋼構造溶接柱梁接合部の塑性変形能力再評価

兵庫県南部地震で続出した、鉄骨造建物における

柱梁接合部被害の原因を同定すること、より高い耐

震能力を発揮できる梁接合部のあり方を求めて、実

大柱梁接合部に対する一連の準静的・動的実験を実

施した。動的に載荷する方が早期に破断するという

従来の予測とは逆に、動的載荷による方が高い塑性

変形能力を示しうること、その主原因が塑性化に伴

う鋼材温度の上昇であることを明らかにした。また

接合形式、接合詳細、溶接方法と、接合部の塑性変

形能力の相関を定量化した。

リアルタイムオンライン応答実験法の提案と免震建

物への適用

ディジタルシグナルプロセッサーと動的アクチュ

エータシステムを組み合わせて、振動台を使うこと

なく構造物の地震応答を再現しうる方法を提案した。

リアルタイム応答を実現するために、地震応答解析、

応答変位の外挿・内挿、アクチュエータの遅れ保証

履歴型ダンバー付き鉄骨造建物の耐震設計法

より高い耐震性能を建物に付与することを想定し、

履歴型ダンパーを組み込んだ鉄骨造建物の地震応答

と損傷特性を、履歴型ダンパーがもつ復元力特性の

定式化、履歴型ダンパーに付与すべき最適剛性と最

適耐力という観点から考察し、これら建物の耐震設

計手順を示した。

以上の諸研究の成果として、 1996~1997年度の二

年間に、審査付き学術論文13件、国際会議等会議論

文10件他を公表した。

3.4.3 地盤災害研究部門

地盤は人間生活の基本場であり、生活維持に必要

な家屋その他の構造物の物理的基盤を形作る。地盤

の変形や破壊、および土砂の流動は直ちに人間の生

活を脅かし、しばしば人命をも奪う。このような災

害の防止のために、従来、防災研究所では地盤災害、

地すべり、地形土壌災害の 3つの研究部門で基礎研

究が行われてきた。平成 8年の防災研究所の改組で、

地盤災害の防止軽減のための研究をより総合的に、

かつ強力に推進するために、 1大部門 4研究分野に

組み替えられた。

地盤の変形・破壊やそれに引き続く流動の発生メ

カニズムを明らかにし、信頼度の高い発生予測をお

こなうことは、地盤災害のハード的な防止対策の基

礎となる。低平地の地盤は軟弱であることが多く、

水の影響を受けやすい上、活発な経済活動がその上

で営まれるため、構造物の力学的負荷を集中的に受

けている。このような条件下にある地盤の力学挙動

を解明するため、地盤防災解析研究分野が設けられ
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た。山地地盤の破壊は、急速流動によって短時間の

間に広い範囲の災害を引き起こしたり、継続的、あ

るいは間欠的なすべりによって、長い年月にわたる

被害をもたらす。このような特性を力学的に解明し、

災害防止に寄与するために地すべりダイナミクス研

究分野が設けられた。

地盤災害は長い期間の地質・地形的変化過程の結果

として、しかも突然に発生する場合が多い。そのため、

長期的な地球環境の変化と地盤特性への影響とを結合

した新たな研究が必要とされる。このような研究は、複

雑な構成の地盤における災害予測に適し、広域的な

地球環境条件を考慮した地盤災害のソフト的な防止

対策の基礎ともなる。そのため、山間地域の災害環

境の下での地盤災害を扱う山地災害環境研究分野と

都市化の影響を強く受けた急傾斜地が引き起こす地

盤災害を取り扱う傾斜地保全研究分野が設けられた。

地盤災害研究部門の現在の常勤スタッフは各分野

の項に記した通り、教授4名、助教授3名、助手5

名である。さらに、非常勤講師として沖村孝、山

研究がある。 1995年の兵庫県南部地震により、山地

急斜面では岩塊の転倒や表層剥離などに起因する小

規模で特殊な斜面崩壊が多発した。これに関連して、

乾燥した斜面の地震時及び地震後の不安定化のメカ

ニズムが研究されている。盛土斜面では地すべり的

な円弧すべりが多発し、地下水位が高い場所では流

動的な現象に発達して被害を拡大した。このような

現象に対する地震時間隙水圧の影響が力学的に研究

されている。低平地では液状化によって側方流動や

護岸破壊が広範に起こり、人命被害だけでなく、地

域経済にも大きな打撃を与えたが、地震時のケーソ

ン式重力護岸の変状メカニズムの解明と対策に関す

る研究が進められている。

廃棄物を含む人工の物質によって形成される地盤

の安全度が最近、社会的に緊急の課題としてクロー

ズアップされているが、本研究分野では災害科学と

環境科学を結合した形で研究を推進している。

岸宏光、鈴木浩一の各氏を迎え、学内の増田富士雄、 蜻！盤慣方災角翠村f分浬予

足立紀尚、木村亮、岡田篤正、北岡豪ーの各氏に

研究担当をお願いしている。また、地盤災害に関す

る総合的な研究を推進するためには、広く理学、エ

学および環境科学の分野との連携が不可欠であると

いう観点から、所外および学外の研究者との共同研

究や研究集会を精力的におこなっている。国際的な

共同研究ネットワークの充実にも積極的に取り組ん

でおり、世界の文化遺産を災害から守るための国際

共同研究・国際シンポジウムおよび地盤環境科学の

国際シンポジウムをおこなってきた。また、斜面災

害研究推進会議を通じて全国の主要な大学及び国立

研究機関と研究協カネットワークを作っている。

教育面では、京都大学大学院理学および工学研究

科の教育を分担しており、本研究部門の教官は合わ

せて21名の大学院生の指導教官を務めている。

最近、研究部門をあげて取り組んでいる研究課題

に、地震による地盤災害の発生メカニズムと防災の

教授嘉門雅史、助教授三村 衛

助手勝見 武

本分野は、地盤に関わる自然災害や人為災害のメ

カニズムの解明とその防止・対策の提案・確立を目

的として研究を実施している。平成 7年兵庫県南部

地震でみられた地盤の液状化、港湾護岸の被災と

いった地盤に関わる災害問題、酸性雨や廃棄物と

いった環境問題への地盤工学分野からの取り組みな

ど、研究活動は多岐にわたっている。平成8・ 9年

度の主な研究課題は次の通りである。

l)地盤の液状化の評価と原位置試験の適用性

2)重力式ケーソン護岸の耐震性

3)地盤改良技術の適用と評価

4)酸性雨が地盤環境に及ぼす影響

5)廃棄物の地盤工学的有効利用と環境影響評価

6)廃棄物処分・汚染地盤対策としての地盤工学技術
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1)および2)は兵庫県南部地震の被災により改めて

その重要性が問われたテーマである。

1)については、現場より採取した様々な砂の動的

三軸試験を実施し、その液状化特性の検討を実施し

ている。また、ラジオアイソトープ(RI)コーンによ

る原位置地盤特性評価への適用性を検討し、さらに

デルフト地盤工学研究所（オランダ）との共同研究と

してコーン貫入メカニズムの理論的解釈を数値解析

により試みた。

2)に関しては、遠心力載荷実験装置を用いた一連

の模型実験を実施し、地盤と構造物の動的相互作用

を検討した。

3)については、各種ある地盤改良技術のうち補強

土技術、化学的改良技術に関して研究を遂行してい

る。補強土技術に関しては、ジオシンセティック水

平排水材を利用して盛土を構築した場合の、材料の

排水、補強機能の評価とその合理的設計への組み入

れなどについて、室内試験、数値解析、大阪府産業

技術研究所との共同研究による現場実験などにより

取り組んでいる。化学的改良技術については、 4)お

よび5)とも関連するテーマであり、セメントや石灰、

さらには廃棄物を用いた地盤改良技術の改良効果と

そのメカニズム、酸性雨曝露条件下の耐久性といっ

た研究課題を実施している。

4)から6)のテーマは環境問題に関して地盤工学の

立場からの貢献を目指したもので、これらの課題に

関連して「環境地盤工学」という学問分野が確立さ

れつつある。

4)は、地球環境問題となっている酸性雨が、地盤

の、特にその工学的性質に及ぽす影響を実験的研究

を中心にして検討したもので、土の劣化のメカニズ

ムをミクロに解析し、長期の劣化予測の手法を提案

している。

5)は処理処分が問題となっている廃棄物の有効利

用による環境保全、省資源を目指した課題で、固化

処理技術による有効利用の可能性に関し成果をあげ

ているが、廃棄物の有効利用による地盤環境影響評

価についてはまだ十分に議論がなされていないのが

現状であり、重要課題の一つとして今後も精力的に

取り組む。

6)は、セメントベントナイトの遮水特性、重金属

遮蔽特性についての実験的研究を行っている。本

テーマに関連して、勝見助手が平成10年 1月より合

衆国ウィスコンシン大学に一年間滞在し、コロラド

州立大学との共同研究として粘土ライナーの化学的

耐久性の研究を実施している。

上記の課題を中心に、平成8 • 9年度には37編の

学術論文（うち審査付き30編）を発表した。平成9年

度には嘉門教授、勝見助手らが日本材料学会論文賞

を受賞している。また、平成8年11月には第 2回環

境地盤工学国際会議（社団法人地盤工学会と国際土

質基礎工学会の共催）を、平成 9年11月には第 2回

環境地盤工学シンポジウム（地盤工学会と京都大学

防災研究所共同研究集会の共催）を事務局として開

催し高く評価されるなど、環境地盤工学分野におけ

る本部門のプレゼンスを強く示している。 W

山地災害環境研究分野

教授千木良雅弘、助教授諏訪 浩

助手斎藤隆志

当分野は、平成8年度の改組で新設され、平成 9

年2月に千木良教授が迎えられ、そこから新たなス

タートとなった。当分野では、主に山地で発生する

地盤災害およびその素因となる地質・地形過程につ

いて、下記の項目を中心に研究を進めている。

1)山地災害の地質環境

2)大規模崩壊の発生場所予測

3)表層崩壊の繰り返しと免疫性

4)山地における侵食過程

5)突発的地盤災害の地質・地形学的研究

6)安全で有効な土地利用計画

平成8・ 9年度の研究実施内容は以下のとおりで
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あり、研究成果は、著書 1編、学術論文21編（うち

審査付き 9編）にまとめられている（巻末リスト参

照）。

1)山地災害の地質環境：山地災害の発生には、山体

が長期間にわたって様々に変形し、また、それを

構成する岩盤が劣化することが重要な素因となっ

ている。また、岩石が種類と生成以来の歴史に応

じて風化することも同様である。当分野では、地

盤災害を理解する上で基本的に重要なこれらの過

程について研究を進めている。平成9年度には、

我が国で岩石の風化研究に携わる様々な分野の研

究者・実務者に呼びかけ、シンポジウムを開催し

た。

2)大規模崩壊の発生場所予測：大規模崩壊は小規模

な崩壊に比べて発生の頻度が少ないが、一旦発生

すると甚大な被害を及ぼすことが従来の経験から

わかっている。我が国のように地震活動が活発な

地域では、その発生場所の予測は緊急の研究課題

である。当分野では、その発生場所を地質・地形

学的に予測する研究開発を行い、少なくとも一部

は予測可能であることを指摘した。平成10年度か

らは、特定共同研究として大規模崩壊の地質・地

形特性の研究がスタートする。

3)表層崩壊の繰り返しと免疫性：表層物質の崩壊が

豪雨などにより多発することは頻繁に経験するこ

とであり、また、地質によっては崩壊多発が同じ

地域に何回も繰り返して起こり、多大の災害を発

生してきた。当分野では、地域の長期的防災計画

策定に資するため、岩石の急速風化、崩壊の発生

と免疫性との関係について研究を進めている。ま

た、崩壊発生の引き金となる降雨、地下水浸透現

象について、試験流域を設定して、流出流量と土

壌水分特性・斜面地下水位の応答・土塊の移動量

などの関係を明らかにするために観測を中心とし

た研究を進めている。

4)山地における侵食・堆積過程：土石流の発生、流

動、氾濫堆積のメカニズムを明らかにすることは、

土石流災害の対策を立てる上で重要である。当分

野では、独自あるいは共同研究として、焼岳、雲

仙、メラピの 3火山と、中国の堆積岩山地に試験

地を設けて現地観測を行い、上述のメカニズムを

明らかにするとともに、土石流発生に伴う谷地形

変化の特徴を明らかにして災害対策に資している。

また、火山の噴火、降灰時の降雨流出と土砂流出

の関係、および植生回復によるこれらの変化につ

いて研究を進めている。

5)突発的地盤災害の地質・地形学的研究： 1990年か

ら5年間継続した雲仙噴火災害の観測・調査を行

い、土石流および火砕流の特性と災害の様相を明

らかにした。 1996年中国麗江地震災害を調査し、

崩壊の分布、崩壊土砂量と地震のマグニチュード

との関係を明らかにした。 1996年蒲原沢土石流災

害を調査し、その土石流の流下形態と流動特性を

明らかにした。また、 1997年八幡平澄川の地すべ

りの地形および地質を調査し、地すべりの発達過

程と原因を明らかにした。

地すべりダイナミクス研究分野

教授佐々恭二、助教授福岡 浩

助手竹内篤雄

地すべりダイナミクス分野では、地すべりの予知

・予測のために地すべりの発生運動メカニズムと地

すべり危険斜面の監視システムの研究を行うととも

に、地すべり対策に必要な地下水探査法の開発の研

究を行っている。また、地すべり研究における中核

的研究機関として国際地すべりニュースレター

"Landslide News"（地すべり学会発行）の編集出版

事務局を勤め、国内外の関連機関の協力を得て海外

の主要研究機関に毎号2,500部無料配布している。

具体的な研究テーマを以下に列記する。

l)新たに開発した地震時地すべり再現試験機によ

る地震時地すべりと「すべり面液状化」発生機
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構の研究。

2)高速リングせん断試験機を用いた高速長距離運

動地すべりの研究とそれに基づく運動速度と範

囲の予測。

3)高圧リングせん断試験機、三軸試験機を用いた

地すべりの三次クリープと発生時間予知の研究。

4)孔内温度検層、 lm深地温測定、地下水流向流

速計などの地下水探査法の開発。

5)人工衛星測量(GPS)を利用した不安定斜面監視

システムの開発。

平成 7・ 8年度には、主として1)の地震時高速地

すべりの発生機構についての研究を行った。平成7

年兵庫県南部地震では降雨の少ない時期であったに

もかかわらず西宮市仁川地区で高速流動性地すべり

が発生し34人の死者を出した。本分野ではその原因

を調べるために非排水条件で 5Hzまでの繰り返し

載荷ができる「地震時地すべり再現試験機」を開発

し、仁川地すべり地から採取された砂質土について

室内試験を行った。試験結果から、破壊後にせん断

の進行に伴い過剰間隙水圧が大幅に上昇し、せん断

抵抗が極めて小さくなる現象が生じることが確認さ

れた。研究の結果、飽和した砂質の土層が、ある一

定以上の土被り圧の下でせん断を受けるとせん断

ゾーンで砂粒子の破砕が生じ、粒子骨格の体積が減

少しようとするためすべりゾーンでの局所的な液状

化、すなわち「すべり面液状化」が生じることが見

いだされた。そしてこの現象は、従来から知られて

↓『↓

‘··、~·•

地すべりダイナミクス
Landslide Sedion 

いるゆる＜堆積した砂層でしか発生しない液状化と

異なり、中密や密な状態でも発生するものであり、

種々のタイプの高速地盤崩壊（地すべり・崩壊・土

石流）の基本的な発生メカニズムであることが分

かった。この研究成果は第 7回国際地すべりシンポ

ジウムのSpecial

る。

Lectureで公表し高い評価を得てい

平成8・ 9年度には、平成 8年12月の新潟県蒲原

沢の土石流、平成9年5月の秋田県澄川の地すべり

•土石流、同 7 月の鹿児島県針原川の斜面崩壊・土

石流など、地すべり・崩壊が原因となる土石流や崩

壊土塊の高速長距離運動による災害が注目された。

このため平成 9年度には、研究テーマ2)のうち、

「崩壊誘起土石流」の研究を重点的に行った。上記

3カ所の土石流発生域から土砂を採取し、地震時地

すべり再現試験機を土石流のような低圧条件でも試

験できるように改造し試験を繰り返した結果、地す

べり・崩壊土砂が渓床堆積物の上に急速に載荷した

場合、 「すべり面液状化」が発生し高速長距離運動

が発生することを確認した。その研究成果は、「月

刊地球」で崩壊誘起土石流特集号を編集し発表を行

うと共に、 "Landslide News " ヽ "Landslide Risk 

Assessment’'、「地すべり」などで公表した。

平成 3年度より西安市において実施している

IDNDR特別事業「華清池（楊貴妃の宮殿）の地すべ

り災害予測に関する日中国際共同研究」の一環とし

て、平成 9年に中国西安市において国際地すべり災

害予測シンポジウムを開催し、文化遺産の保全と地

すべり災害予測の研究推進を求める ‘97西安宣言を

発表した。 この宣言に基づきユネスコーIUGS合同

の国際地質対比計画においてIGCP-425「文化遺産

と地すべり災害予測」プロジェクト (FY1998-2002、

代表者：佐々恭二）が認められ、世界28ヶ国170人の

参加による共同研究が開始されている。平成10年9

月にバンクーバー、平成11年9月にユネスコ本部で

IGCP-425全体会議を開催する予定である。
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傾斜地保全研究研究分野 として、傾斜地災害発生の確率統計的性質の解析、

教授奥西一夫 および実務的な防災・減災対策の吟味と総合化の研

助手中川 鮮、横山康二 究をおこなっている。

都市域の膨張に伴って、居住地や鉄道、道路、河

川、電カ・通信線、パイプラインなどの生活上、防

災上重要な施設に近接した急斜面の崩落・変形など

による災害が急増している。最近では、人家密集地

の明白に危険が予測される急斜面については、各種

の斜面安定工事が実施され、効果を挙げつつあるが、

ライフラインに接した自然斜面、補強が行われてい

ない斜面、および高い岩石質の崖で急傾斜地災害が

多く発生する傾向がる。本研究分野ではこのような

災害の防止のため、基礎的研究と総合的な傾斜地防

災対策の研究を行っている。

急傾斜地を構成している地盤材料や地形条件は

極めて多様である。さらに、これらの条件を精査す

ることなしに、そこで起こっている水の動きや、そ

れに基づく応力変化や地形変化などのプロセスを予

知、予測することは困難である。そのため、急傾斜

地における災害は、現象論的には、極めて偶発的で

ある。このような災害へのアプローチとしては次の

三つが考えられる。ひとつは推測学的方法であり、

生起する現象を確率事象と見なすものである。この

ようなアプローチは、災害の影響を受ける自治体や

企業の活動のあり方を政策論的に検討するときに、

しばしば採用されるものである。他のひとつは、そ

れぞれの斜面の形態や内部物性などを詳しく調査し、

それに基づいて、斜面の安定、または起こりうる変

形や移動を力学的に予知するものである。このよう

な調査は、防災対策の現場において、防災実務機関

によって実施されることが多い。第三の方法は、斜

面地盤構造の形成プロセスと材料物質の変形・移動

を引き起こす原因プロセスの解明による方法である。

これら2つは互いに相互作用の形で結合しているの

で、水文地形学的相互作用として理解することがで

きる。本研究分野ではこの基本的アプローチを中軸

現在進行中の研究課題は下記のとおりである。

1)不安定斜面の形成過程の解明：山地と平坦地の

境界部における急傾斜地の発生に関わる、山地

斜面と河川における土砂輸送の不連続性を地形

発達の立場から解明する。

2)傾斜地地盤内の水文地形学的プロセス：強度の

低い不安定物質を生成したり、運搬作用によっ

てそれを除去または集積する水文地形学的相互

作用の解析に基づき、傾斜地災害を予測する。

3)急斜面の地球物理学的探査法の研究：不規則な

地形条件下で地盤物性を明らかにし、斜面の安

定度を直接評価する。

4)急傾斜地災害防止の総合的対策の研究：斜面の

補強工事の評価、災害発生予測、警報の発令と

避難などを含めた総合的斜面防災体制を実態に

即して評価し、あるべき姿を提案する。

5)急傾斜地災害発生の社会的条件と災害後の社会

的影響をふまえた都市開発法の研究：災害の社

会的拡大を防ぐための土地利用や開発規制のあ

り方をGISシミュレーションなどを駆使して検

討する。

平成 7年度の補正予算で購入された斜面防災調査

設備は，試験運用を経て平成8年度に六甲山地南麓

の千丈谷砂防ダム上に設置された。この上流には地

震時に発生した斜面崩壊が多数あり，地震後の降雨

による加速侵食や土砂流出特性の解明のため，多面

的な連続観測をおこなっている。これと平行して，

各地域でおこなわれている盛土による人工急斜面の

力学的安定と環境への影響の調査研究をおこなって

いる。平成 7年度には「災害危険個所の抽出のため

の地質学・地形学的手法」と題する研究集会を開催

し，この問題について我が国での研究の中核をに

なっている研究者を集め，現在までの到達点と，今

後の発展のために必要な方策を討議した。
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3.4.4 水災害研究部門

洪水、高潮、津波、土石流など、水と土砂に係わ

る災害の現象解明と予知・予測、およびこれらの災

害の防止・軽減を図る方策の科学的基礎を樹立する

ことを目的として、土砂流出災害分野、洪水災害分

野、都市耐水分野、および海岸•海域災害分野の 4

研究分野が有機的連携のもとに研究を進めている。

戦後の混乱期から昭和30年代の中頃までは、大型

台風が相次いで上陸し、大規模・激甚な洪水氾濫災

害や高潮災害が発生した。これを契機として災害対

策のための研究が進められ、また、行政的な対応も

図られて、大規模な水災害はその後着実に減少して

きたと言える。しかし、大都市とその周辺部での都

市化が進む中で、山麓部の急傾斜地や低平な湿潤地

帯が市街化され、土石流災害や内水災害が頻発して

いる。現在では、わが国の自然災害による死者の大

半は土石流などの土砂災害によっており、経済的損

失の大半は都市の浸水被害によっている。市街地の

集中度の増大に伴い、洪水や土砂の氾濫を許さない

という方針は実現困難となってき、氾濫する場合も

あるという前提に立って被害を最小限に抑えるとい

う方策が注目されるようになってきた。地下街その

他危険地域や危険物が錯綜する中で、都市の氾濫災

害を的確に予測し、避難等のソフト対策を含めた耐

水都市を造る必要がある。地球温暖化の影響で猛台

風の襲来や集中豪雨の頻発が心配されているし、海

面上昇が懸念される中で、地盤沈下による防波堤の

沈下も見られ、来るべき大津波や大高潮に対して、

如何にして安全性を確保するかも問題である。

流域における砂防設備や洪水調節ダムが次第に充

実し、利水ダムも方々で設けられるにしたがって、

ダム下流の河川の河床低下や河口からの排出土砂の

減少等による海岸侵食が方々で顕在化している。激

甚な災害を防ぐための施策が、緩慢ではあるがか

えって災害を助長する方向にも作用し、また、流域

や海岸・海域の環境に悪影響を与えるようにもなっ

てきているのである。

水災害研究部門では、洪水氾濫、土砂氾濫、高潮

•津波・高波等による被害のそれぞれの予知・予測

や対策の開発、耐水都市システムの研究等を各研究

分野で集中的に進めるのはもちろんであるが、河川

流域及び海岸•海域を含めた広い範囲での土砂輸送

の均衡を保持し、環境保全及び利水とのバランスを

取りながら安全性を確保する方策の開発、低頻度で

はあるが、高潮と洪水が重なった場合の氾濫流の大

都市内での挙動と災害予測の研究など、部門の各分

野が得意とする研究の集積が必要な課題を選定し、

プロジェクト研究を活発に推進することにしている。

これには、他研究機関の研究者にも適宜参加を依頼

している。

平成8・ 9年度には、淀川および大阪湾といった

大規模で、かつ、大都市を抱えている地域に大規模

な台風が襲来した場合を想定し、それによって引き

起こされる土砂流出、洪水流出、高潮・波浪を総合

的に予測する統合型水象シミュレーションモデルの

開発に着手した。これは、従来、山間部、平野部、

河口•海岸部などのそれぞれの領域で個別になされ

る対応では根本的な解決にはいたらず、流域全体を

視野に置いた水防災への取り組みが必要であるとい

う視点からのアプローチであり、水災害研究部門全

体の研究課題として鋭意、研究に努めている。なお、

こういった総合的な水防災研究を推進するためには、

その研究基盤として、土砂・水災害資料のデータ

ベース化とその共有化を進めることが非常に重要と

なる。そのようなデータベースの在り方を討論する

ために、平成 8年度特定研究集会 (8S-3)「河

川・水文データベースの構築とそのネットワーク共

用化」を開催した。ここでの議論を受け、災害資料

のデータベース化にも取り組んでいるところである。
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土砂流出災害研究分野

教授高 橋 保、助教授中川

助手里深好文

流域における土砂の生産過程と輸送・堆積過程に

関わる諸現象を、素過程の力学的機構の解明とそれ

らの組み合わさったシステムとしての現象発現のシ

ミュレーションを主体として、カタストロフィック

な土砂災害、および自然的・人工的原因による流域

内土砂配分の不均衡による諸障害の予測と防止・軽

減のための方策を打ち立てることを目標として研究

を行っている。本研究分野の研究課題を列挙すれば

以下のようである。

1)土砂の生産・流出過程とその予測に関する研究

2)掃流砂、浮遊砂、土石流、岩屑流、火砕流、雪

崩などの土砂の運動及び輸送機構の研究

3)河道・河床の変動機構とその予測に関する研究

4)土砂流出、河道変動の制御及び流域の総合的土

砂管理に関する研究

5)土砂氾濫災害の予測と軽減に関する研究

平成 8・ 9年度における各研究課題に関する研究

内容を要約すると以下のようである。

「土砂の生産」に関しては、とくに地震時の山地

斜面崩壊の機構に関して、地下浸透流がある斜面を

対象とした大型の震動台を用いた実験を行い、すべ

り面の状況、間隙水圧の変動状況を把握し、有限要

素法を用いた解析手法の開発を行っている。「土砂

の流出」に関しては、集中豪雨災害のあった姫川流

域を対象として、山地の崩壊土砂の流出による水源

から河口に至る本川の河床変動を予測できるシミュ

レーションモデルを開発した。貯水池流域規模の流

域からの長期的な土砂流出に関するマクロな取り扱

いとして、流域の地形条件と、降雨、降雪量を組み

入れた予測モデルを構築した。「岩屑流、火砕流、

雪崩」に関して、粒子流の構成則を明らかにし、そ

れを用いて、火砕流及び雪崩が前者では粒子衝突に

よる粒子の粉砕、後者では粒子衝突による雪玉の生

成という機構を組み込むことによって共通に解析で

きるとの立場から理論を完成させた。これによって、

雲仙普賢岳の火砕流や新潟県柵口雪崩などのシミュ

レーションができることが示された。「土石流」に

関しては、粒子流の構成則に基づく石礫型や泥流型

などの慣性領域の土石流理論を完成させるとともに、

粘土等の微細成分を多量に含む粘性土石流に関して、

粗粒子の分散機構を解明し、流動・堆積のシミュ

レーションモデルを開発した。また、継続して行っ

ている中国との粘性土石流に関する共同研究によっ

て、その実態が把握され、理論の検証がなされた。

長野県蒲原沢土石流が粘性土石流であったことが明

らかにされ、その解析がなされた。「河道・河床の

変動機構とその予測」に関しては、山地河川の特性

である網状流路の変動モデルの構築とシミュレー

ション、粒度分布の広い河床材料の場に種々の粒径

の掃流砂が供給された場合の河床侵食式の導出、水

みちの変動に対する巨礫の影響に関する研究を行っ

た。「土砂流出の制御」に関しては、遊砂地の機能

に関する研究を行うとともに、立体格子型砂防ダム

の土石流かん止機能に関して、穂高砂防観測所の試

験流域で実態把握を行った。「流域の総合的な土砂

管理」に関連しては、ダムのバイパス排砂の機能に

関して、排砂トンネル内の水理を含めて検討を行っ

た。「土砂氾濫災害の予測と軽減」に関しては、岐

阜県洞谷土石流を例として、ハード及びソフト対策

のための計画土石流について、シミュレーションを

基本とした考え方を提示した。また、地域住民個々

の避難行動のシミュレーションをGISを用いて行う

方法を開発し、具体的な避難所設定の考え方を示し

た。さらに、鹿児島県出水市針原川土石流のシミュ

レーションによる再現と砂防ダムおよび農業用ため

池の演じた役割に関する考察を行った。
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雲仙普賢岳火砕流のシミュレーション

するもの 5編となっている。また4)に関するテーマ

に関しては、多くの研究者・実務者との議論の上に

展開すべき研究であるため、平成8年12月に「河川

水文データベースの構築とそのネットワーク共用

化」という題目で研究集会(8s-3)を開催した。

研究論文の件数にも現れているように、上記の研

究テーマを同時に進行させて研究を進めている。以

下、各テーマごとに平成 8・ 9年度の成果の概要を

記す。

l)洪水流出発生機構の解明とその数値モデル化

合理的な河川計画を立てるためには、河川流域の

多数の対象地点での河川流量を的確に再現・予測す

ることが重要となる。そのための数値モデルである

洪水災害研究分野 洪水流出シミュレーションモデルを開発した。特

助教授立川康人、助手市川 温 に、地形・土地利用・降水などの空間分布情報を入

洪水災害の発生要因と発生機構を究明し、その予

測手法および洪水災害の防止・軽減を図る方策を

得ることを目標に研究を行なっている。主要な研究

課題は以下のようである。

l)洪水流出発生機構の解明とその数値モデル化

2)洪水のリアルタイム予測手法の開発

3)大規模河川流域の水循環に関する研究

4)河川・水文情報のネットワークデータベース化

に関する研究

5)リモートセンシング情報による流域場情報の取

得に関する研究

平成7年度より、椎葉教授が本研究分野を担当し、

平成 8年度からは立川助教授、平成9年度からは市

川助手が加わって上記の研究を遂行している。なお、

椎葉教授は平成9年度途中で京都大学大学院工学研

究科に配置換となっている。

平成8・9年度の研究成果は著書 1編（共著）、学

術論文28編（うち審査付き論文20編）にまとめられ

ており、 1)に関するもの11編、 2)に関するもの 4編、

3)に関するもの 7編、 4)に関するもの 1編、 5)に関

力とし、流域内部の様々な地点での水移動を再現・

予測できる分布型流出シミュレーションモデルの開

発に力点を置いた。

なお、このような流出予測システムのモデル化は、

水文現象の各素過程をモデル化してそれを相互に接

続することによって実現される。ところが、この要

素の組合せが非常に複雑になってくると、モデル構

築者に非常な負担を強いることになり、実際の場に

即応したモデル構築が進展しない。

そこで、水文モデル構成法にオブジェクト指向設

計手法を採り入れることで、共通の規格に沿ったモ

デル作成を保証し、かつ、モデル相互の接続・交換

といった作業を容易にするシステムを開発した。

2)洪水のリアルタイム予測手法の開発

洪水災害の軽減を図るためには、実時間流出予測、

すなわち、洪水が起こりつつある時点における将来

の数時間先の流量予測が、水工施設の管理や避難体

制を取る上で、非常に有効な情報となる。カルマン

によるフィルタリング理論を利用し、時々刻々得ら

れる降水や河川水位の情報を導入しつつ、将来時刻

の河川水位・流量を予測する手法を開発した。
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3)大陸規模河川流域の水循環に関する研究

将来の水資源の変動や異常気象による水災害の発

生を地球規模で予測するためには、気象予測モデル

と連係した地上での水循環を表現するモデルが必須

となる。このようなモデルを開発するために、 気

象現象の時空間スケールと地上での水理・水文現象

の時空間スケールとの違いを考慮したモデル構成手

法を検討した。

4)河川・水文情報のネットワークデータベース化

洪水災害や流域水循環などの河川・水文に関わる

データは種々多様である。研究や実務で有効利用す

るために、河川・水文に関わるデータを管理するた

めの手法を検討した。また、 上述したように、平

成8年12月に研究集会「河川水文データベースの構

築とそのネットワーク共用化」を開催した。

5)リモートセンシング情報による流域場情報の取得

流域水循環・熱循環のモデル化に必要となる物理

量を、衛星リモートセンシング情報から抽出する技

術開発を行った。また、大河川流域における水移動

の実態を地球観測衛星を用いてモニタリングするた

めの研究を行った。

以上、平成8 • 9年度において、物理的な基礎を

持った分布型洪水流出システムの構築、オプジェク

ト指向設計を利用した水文モデル構成システムの開

発およびその周辺分野の技術開発を進めた。我が国

を始めとして、土地利用が非常に多様化しかつ複雑

な水利用形態を取る流域では、従来の手法を用いた

河川計画手法だけでは実際の水工現場での要求に対

処できなくなってきており、当研究分野で開発を進

めている洪水流出システムを基に、新たな河川計画

手法を提言することがこれからの課題である。

都市耐水研究分野

教授井上和也、助教授戸田圭一

わが国では、東京や大阪のように、沿岸域に巨大

都市が発達している。このような沿岸域は河川河口

部の沖積地でもあるため、これらの都市は、陸性の

洪水、内水、あるいは海性の高潮、津波、波浪など

による水災害を受けやすい宿命を負っている。とく

に、都市が高度にまた多層に発達した今日、水災害

による潜在的被害は著しく増大しており、災害の巨

大化が憂慮されている。

このような状況の下、本研究分野では、まず、基

礎となる沿岸域の水理の研究を進めるとともに、洪

水や高潮、あるいはそれらが重なった場合の水災害

の発生機構を、過去の事例や現在の都市特性を考慮

して明らかにしようとしている。また、埋立などの

都市臨海部の開発や地球温暖化に伴う海面上昇など

のように境界・環境条件が変化した場合、水災害に

現れるそれらの影響をシミュレーション解析によっ

て考察している。さらに、都市における水災害の防

止・軽減のための技術や対策をハードおよびソフト

の両側面から立案し評価する方法を研究している。

平成 8 • 9年度の研究成果は学術論文20編（うち審

査付き13編）にまとめられている。主な研究内容は

次のとおりである。

1)洪水、高潮などによる氾濫予測の研究：大阪湾

域を対象として、洪水や高潮あるいはそれらの

重畳により生ずる氾濫を、 2次元平面流れとし

ての氾濫解析モデルを用いて考察した。ジェー

ン台風時の高潮氾濫の再現によってモデルの適

用性を確かめるとともに、防潮堤や防潮水門か

らなる現行の大阪市の高潮対策がどの程度の有

効性をもっているかも検討している。また、防

潮システムが所定どおりに機能しなかった場合

の氾濫規模を予測している。これらの解析では、

外力である台風の変化や地形・水理条件の変化

なども取り入れている。

2)都市特性を考慮した氾濫水理の研究：道路、建

造物の存在によって特徴づけられる高度に発達

した市街地の氾濫水の挙動、ならびに地下街な

どの多層な地下空間へ浸入する氾濫水の挙動を
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取り扱う氾濫水理を、上記1)と連携して研究し

てきた。市街地の氾濫解析においては、道路を

1次元の開水路のネットワークと見立てた街路

ネットワークモデルを新たに開発した。このモ

デルは、かなり細かい道路の影響を考慮するこ

とが可能であり、道路に沿って氾濫水が伝播す

る様子をより顕著にシミュレートすることに成

功している。地下空間への氾濫解析においては、

多層化している地下空間を複数の平面で構成さ

れる場として捉え、各平面において地下通路を

1次元のネットワークとし、地下通路が管路流

になる場合も考慮したモデルを開発した。この

モデルを大阪市内の商業地に適用し、複雑な地

下空間内の氾濫水の挙動を把握するとともに、

浸水防止策の効果などを明らかにしている。

3)水災害の防御システムの研究：直接的な防御策

の一つとして、都市の大深度地下空間を有効利

用する地下河川の水理的な設計法を研究した。

その結果、高落差の流水の減勢と空気混入量の

抑止に関して、螺旋案内条をもつ渦流式立坑が

有効なことや、立坑下方に狭窄部を設ければさ

らに効果的であることなどを明らかにしている。

間接的な防御策として住民の避難行動を取りあ

げ、氾濫の数値解析と結合した避難シミュレー

ション・モデルを開発するとともに、避難所配

置、避難情報の時機、住民の危機意識などに

よって避難の成否がどのように変わるかを解析

し、安全な避難にとって何が重要な因子である

かを考察している。

4)沿岸水理の研究：沿岸域の海水と淡水の混合し

た汽水性を考慮に入れた 3次元解析法により、

河口近くの埋立が沿岸域の流れにどのような影

響を与えるか、またその影響が河川の流れにど

のように伝わるかを解析した。さらに、この解

析法により、河口域の河川の水質や生態を大き

く支配している塩水遡上の特性を水理学的な観

点から考察している。

これからの展開として、沿岸域の水災害の基礎と

なる沿岸水理学を土砂の輸送・堆積問題を含めて継

続して研究するとともに、内水氾濫予測、水害ハ

ザードマップ、 GIS技術の応用、予・警報システム、

諸外国の都市水害などについて研究の高度化と応用

を図ろうと考えている。とくに、沿岸域での経済的

発展の著しいアジア地域の都市の水害問題は、今後

の重要課題の一つとみており、沿岸域の土砂堆積、

河口閉塞あるいは航路維持などの問題も併せて、ま

た時間、空間スケールが広い範囲にわたって分布し

ていることに注目して、精力的に研究を進めること

にしている。

海岸・海域災害研究分野

教授高山知司、助教授間瀬 肇

助手吉岡 洋

周囲を海で囲まれているわが国は、海からの災害、

つまり高潮や高波、津波によって多くの人命と貴重

な財産が奪われてきた。特に、敗戦で荒廃した国土

に災害が多発し、当時は災害から国土を護ることが

国の重要課題であった。そのために、沿岸部におけ

る高潮や高波、津波の挙動を予測するための研究が

精力的に行われるとともに、災害防御の観点から背

の高い護岸や堤防が海岸線に平行に建設されてきた。

当時の災害対策事業では、災害を効率よく防御する

ことに主眼がおかれた。これは、限られた予算で頻

発する災害を軽減しなければならない当時の状況の

中ではやむを得ないことではあったが、災害の発生

頻度や規模も減少し、成熟した社会となった現在で

は、単に災害軽減効率だけで護岸や堤防を建設する

ことはできなくなった。災害はまれにしか起きない

現象であり、災害のときにだけに役に立つだけでな

く、環境にやさしく、日々の生活にも役立つ施設が

要請されるようになってきており、防災性に加え快

適性や景観性、利便性の高い施設の建設が重要と
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なっている。

防災対策施設を設計するに当たっては既往最大の

高潮や津波を対象にしているが、どうしても資料の

充実している災害が対象となるために、対象期間は

最大でも過去100年程度であり、そのために設計対

象を越える現象が起きる可能性があり、実際にも起

きている。そこで、施設で対応する現象の規模と避

難等のソフト的に対処する規模とに分けて、防災対

策を建てることが必要となり、異常な海象条件がど

のような頻度で起きるか、また、施設で対処できる

規模以上のものが起きたときにどのような災害状況

になるか予め精度よく予測する技術が必要となる。

戦後の頻発した河川洪水災害と工業化に伴う水需

要の急増に対処するために、河川改修が行われ、多

くのダムが建設された。その結果、従来、河川から

海岸に供給されていた土砂は、ダムで堰止められ、

海岸線は後退し始め、海浜侵食が顕著になった。さ

らに、円滑な物流の促進のために、新たな大規模港

湾の建設と拡張によって、海岸に沿う漂砂の流れは

遮断され、海岸の侵食を助長した。そのため、失わ

れた海浜を取り戻すための人工養浜が積極的に行わ

れようとしているが、これを実行するためには、安

4)海浜の安定化工法の開発と洗掘機構の解明

5)海岸・港湾構造物の確率設計法の確立

6)閉鎖性海域における海水交換特性と水質のモニ

タリング

平成 8年から 9年の研究成果は、著書 1編（共著）、

学術論文29編（うち審査付き19編）にまとめられる。

これらの研究成果のうち約半数の15編は、他大学あ

るいは他研究組織の研究者との共著で、他組織との

共同研究を活発に行っている。

実務で直面している問題に対して研究者の立場か

ら解答を与えることは、工学者としての我々の義務

であるとの認識と実際問題との関わりの中で研究し

なければならないとの見地から、毎年 1課題は実務

の問題を取り上げてきた。これによって、大学院生

や若手の研究者が陥る実務と研究との乖離を避ける

ように努力している。

今後は、上述した1)~6)の研究を遂行し、災害防

御に欠くことのできない防災対策施設の設計に必要

な技術情報が提供することができるよう努力する予

定である。

定な海浜の造成技術と漂砂の制御技術の確立が急務 3.4.5 ~良tgi冒＇碍fgE音〖 F月
となっている。

わが国の急速な工業化は、臨海部、特に、港湾内

の水質の悪化を招いた。これは環境災害で、自然災

害ではないが、災害であることには変わりはない。

悪化した水質を浄化するためには、外海水との交換

を促進させることが重要で、港湾内の流れの状況を

把握して、適切な対策を立てることが重要となる。

以上述べたような現状認識に基づいて、海岸•海

域研究分野では次のような研究を行っている。

1)高潮と高波の算定精度向上と同時生起特性の解

明

2)陸上部における津波の挙動特性と構造物に与え

る影響

3)非線形多方向不規則波の変形計算法の確立

大気災害研究部門では、大気乱流・局地気象・豪

雨・台風・大気循環・大気組成の変化とそれに起因

する異常現象や気候変動・変化の機構、および強風

．乱気流が建物や構造物に与える影響に関して、理

学・工学の両面から研究を行い、もって大気災害の

防止・軽減に資することを目的としている。

本研究部門は、災害気候研究分野・暴風雨災害研

究分野・耐風構造研究分野の 3つの分野からなる。

1997年度には、前年度末の定年退官に伴い、災害気

候研究分野と暴風雨災害研究分野それぞれの教授が

着任した。

災害気候研究分野では、大気組成の変化や大気・

海洋循環の変動に伴って生じる異常気象・異常気候
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の発現および気候変化・変動との関係を解明するた

めの研究を行っている。暴風雨災害研究分野では、

集中豪雨・台風などメゾ異常気象の構造•発生•発

達機構やそれらと様々な空間規模の大気運動との相

互作用や大気環境変動との関連を研究している。耐

風構造研究分野では、構造物に作用する風の性状や

それによる構造物の挙動を野外観測・風洞実験・数

値シミュレーションによって解明し、風による災害

の防止と軽減のための耐風設計法の確立を目指して

いる。

このように当研究部門では、地球規模から局地規

模までの様々なスケールの大気災害を研究対象にし

ている。部門全体は、物理学・化学を背景にして、

気象力学・流体力学・構造力学など「力学」を共通

の学問基盤としており、プロジェクト研究を通して

有機的な連係を保っている。特に、大型研究プロ

ジェクトの推進のために、国内および世界における

研究拠点としての役割を果たしている。

1989-1993年度には、国際共同研究特別事業「黒河

流域における地空相互作用に関する日中共同研究」

(HEIFE: HEThe river Field Experiment)の研究代表を

務め、さらに、残る問題解決のために科研費国際共

同研究AECMP(Arid Environment Comprehensive 

Monitoring Project)を推進してきた。これらのプロ

ジェクトを契機として、現在も乾燥地域および半乾

燥地域における地空相互作用と異常気象現象の解明

に取り組んでいる。

1996年度からは、気候変動国際共同研究計画

(WCRP)の大型サププロジェクト「全球エネルギー

水循環研究計画」 (GEWEX)の一部である「アジア

モンスーンエネルギー水循環研究観測計画」

(GAME)の推進にも貢献している。このプロジェク

トでは、特にチベット高原における大気境界層観測

(GAME-Tibet)で中心的な役割を果たすとともに、

熱帯気象観測(GAME-Tropics)にも参加している。

この他「アジアでの酸性雨数値モデル研究プロジェ

クト (RAINS-ASIA)」の研究代表、「大気汚染長距

離越境輸送研究プロジェクト（日中韓 3国およびモ

ンゴル・北朝鮮を含む5カ国）」、科学研究費特定領

域研究「対流囲化学のグローバルダイナミックス」

などの中心的役割を果たしている。

1992年から出発したオクラホマ大学との共同研究

の継続として、いくつかのトルネード災害例を実地

検分し、その要因を分析する手法を提案している。

本部門では、境界層風洞実験施設と人工衛星受画装

置などのハードウェアとともに、ソフトウェアとし

て大気拡散予測システム・気象数値予測モデル・

ラージエディシミュレーションモデルなどの気流予

測モデル、酸性雨・光化学・大気汚染の長距離輸送

・反応・沈着プロセスの数値予測モデルを保持・整

備している。一方、構造物実験を行う際の計測手法

の開発にも努力している。これらの活用による研究

推進とともに、一般共同研究•特定共同研究の支援

を得て、 3研究分野が協力して「全国共同利用」の

役割を積極的に果たしている。特定共同研究として

は、「メゾ異常気象現象の数値シミュレーション」、

「実物大建築物の強風応答計測法の確立」の研究を

実施し、一般共同研究としては、「台風の強風によ

る被害の確率的予測法に関する研究」を実施した。

また、特定研究集会として、「都市域におけるメタ

ンの発生・分布に関する研究会」を開催した。

3分野が協力してさらに研究推進を図るために、

1997年度特別事業費により、地球規模からメソス

ケール、都市・建物規模の現象を統一的に取り扱う

数値モデルの構築に取り組んできた。しかし、大規

模施設である「境界層風洞」については、建設後 1

7年を経過して、遺憾なことに維持費の支援がなく、

運転にも差し支える状況にある。

さらに、自然災害科学総括班において、八丈島を

襲った台風9617号、九州北部で発生した強風被害、

バングラディシュの竜巻、インドネシア森林火災な

ど、大気災害に係る「突発災害研究」の推進役を果

たしてきた。
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災害気候研究分野

教授岩嶋樹也、助教授田中正昭

助手寺尾 徹

人間活動の進展は、様々な規模の気候にも影響を

及ぼし、それが種々の大気災害を引き起こすととも

に経済・社会に大きな影醤を与えるまでになってお

り、それが来世紀にはさらに大きくなることが懸念

されている。このように、将来の気候の変動・変化

によって生ずることが予想される災害に対処するた

めには、これまでに生じた異常気象の発現機構や気

候システムの維持・変動の機構を様々な面から明ら

かにすることが要請されている。

災害気候分野では、異常気象とその発現過程、気

候の変動原因とその機構を解明することを目標にし

て、次のような項目に関する研究に取り組んできた。

1)人間活動などによる大気組成の変化とその気候

および災害への影馨

2)大気大循環の変動による長雨・旱天・異常高低

温などの異常気象の発生

3)アジアモンスーンの変動とその異常

4)様々なスケールにおける大気と陸面•海洋の相

互作用とその気候への影圏

5)地域的・局地的な循環と、災害を伴う局地的な

強風、豪雨、低温、霧の解明

平成 8・ 9年度には、対流囲大気組成の変化に関

連した研究として、対流圏オゾンや硫黄化合物の収

支を明らかにするために、全地球 3次元化学輸送モ

デルの開発（「対流圏オゾンとその前駆気体の全地球

的な収支を解明するための全地球 3次元輸送ー化学

モデルの開発」・「対流圏硫黄化合物の 3次元輸送一

化学モデルの開発」）を行い、そのための基礎的研究、

さらにモデルシミュレーションを行った。

大気大循環の変動に関しては、北半球の中緯度偏

西風帯に現れる大規模擾乱（準定常ロスビー波）のふ

るまいについての基礎的研究を行った。また、この

ロスビー波が夏期アジアの天候を大きく左右するモ

局地異常気象観測解析装置

ンスーン循環の変動にどのような影誓を与えている

かについての観測データに基づく研究をすすめた。

局地循環に関する研究としては、夏期晴天日のタ

方、京都盆地に進入し持続する局地的な風系につい

ての研究をすすめた。観測的研究からその時空間的

構造を明らかにした。そのメカニズムを検討するた

めに、モデルによるシミュレーションを行い、海陸

風と、山地が京都盆地内の局地循環に影響を及ぼし

ていることを指摘した。宇治川水理実験所構内に局

地異常気象観測解析装置（写真参照）を設置し、常時

下層大気の構造を観測している。

一方、熱帯海域でのメソ対流系の組織化において

重力波が果たす役割について、観測と数値シミュ

レーションの両面から研究している。

大気メタンは、二酸化炭素に次ぐ重要な温室効果

気体であり、また全地球的に増加傾向にあって、そ

の動向が注目されている。しかし、その発生・消滅

についての要因・量など、まだまだ不明な点が多い。

特に拡大の一途にある都市域は、人間活動が集中し、

特有の発生・消滅源が存在している。まず不明確な

都市域での大気メタンの実態・挙動を明らかにする

ために、名古屋市や愛知県を対象に選び、大気汚染

関連の資料と独自の観測による研究を開始した。平

成8年には、これまでの研究結果を集約し、今後の

研究方向を定めるために、防災研究所特定研究集会

(8 s-4)として「都市域におけるメタンの発生・

分布に関する研究」会を開催した。
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暴風雨災害研究分野 成 9年 5月）、九州北部の雷雨（平成9年10月）、九

教授植田洋匡、助教授石川裕彦 州北部の強風（平成10年 3月）などの気象災害に関す

助手堀口 光章 る現地調査や資料収集を災害観測実験研究センター

台風、竜巻、集中豪雨などによる異常気象現象の

構造とその発生•発達機構、様々なスケールの大気

運動間の相互作用と大気環境変動との関係などを解

明し大気災害を防止、軽減することを目的として、

次の課題について研究を行っている。

1)台風の機構とそれに伴う暴風雨の規模

2)温帯低気圧及び巨大積乱雲の異常発達の解明

3)人工衛星及び気象情報を用いた集中豪雨、竜巻、

ダウンバーストなどのメゾ異常気象の実時間監

視と災害予測法の確立

4)人間生活に直接関係する大気境界層内の気象環

境とその地形による変形

5)メゾ異常気象現象の数値シミュレーション技術

の開発

6)大気汚染物質の長距離輸送・反応・沈着機構と

酸性雨など大気環境変動との関係

7)気象環境の計測法

以下は平成8・ 9年度におけるものを中心とした

それぞれの課題に関する主な研究活動である。

まず研究課題 l)に関しては、日本気象協会との

共同研究事業「台風による風災害の予測法の開発」

（平成9年度）を実施した。また、非常勤講師（平成

9年度）の藤井健京都産業大学教授を代表者とした

一般共同研究「台風の強風による被害の確率的予測

法に関する研究」 (9G-6)を実施した。

2)と 3)に関しては、平成 9年 8月に発生した大

阪府箕面市を中心にした集中豪雨について、既存の

気象データを用いた事例解析を進めると共に、気象

庁関西航空地方気象台と協力して、同気象台に設置

されているドップラーレーダーのデータを用いた解

析を実施している。これについては平成8年8月か

ら平成 9年12月までCOE非常勤研究員であった野沢

徹博士の貢献が大きい。また、白浜空港の竜巻（平

と協力して実施した。

3)に関連しては、静止気象衛星「ひまわり」

(GMS)の地球画像データを連続受信、保存して上

記のような異常気象現象の監視と解析に使用してい

るほか、平成9年12月に、新たに打ち上げられた中

国の気象観測衛星「風雲 2号(FY-2b)」の受信試験

を行い、良好な画像データ取得に成功した。

4)に関しては、平成 8年度から 5ヶ年計画で、国

際共同研究特別事業「アジアモンスーンエネルギー

水循環観測研究計画(GAME)」を研究実施機関の一

っとして遂行している。この研究計画においては、

チベット高原上の地空相互作用の研究を主に担当し

ており、平成8年度に現地調査を実施し、平成9年

度には主要な観測機器を設置して観測を開始した。

また、関西電力の委託で実施してきた実験用送電線

「敦賀実験線」での山岳地における風の分布と乱流

特性などについての観測を終了し、最終報告書をと

りまとめた。

5)については、特定共同研究「メゾ異常気象現象

の数値シミュレーション」 (8P-5)において、米

国オクラホマ大学で開発されたストーム予報モデル

ARPSの導入とこれを用いたシミュレーション研究

を展開した。これについてもCOE非常勤研究員で

あった野沢徹博士が中心的な役割を果たした。

6)に関しては、「アジアでの酸性雨数値モデル研

究プロジェクト (RAINS-ASIA)」の研究代表として

計画を推進し、「大気汚染長距離越境輸送研究プロ

ジェクト」や科学研究費特定領域研究「対流圏化学

のグローバルダイナミックス」などの研究にも参加

している。また、平成 9年11月 5-7日に「3rd

International Joint Seminar on the Regional Deposition 

Processes in the Atmosphere（第 3回大気中の地域規

模沈着プロセスに関する国際ジョイントセミ

ナー）」を国立環境研究所と共催した。このセミ
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ナーでは東アジア、欧州、北米など地域規模の沈着 害の調査法について検討中である。

プロセスについての最新の研究成果が発表された。

さらにこの課題については、中国より洪鐘祥教授、

黄美元教授（中国科学院大気物理研究所）を招聘し、

共同して大気中の長距離輸送機構や地域規模沈着プ

ロセスについての観測結果の検討を行うとともに、

大気質の輸送、反応、沈着総合化数値モデルの各プ

ロセスサブモデルの検証を行った。

7)に関しては、平成 8年度に香川大学森征洋教授

を代表者とする「強風の計測に関する研究集会」

(8 K -2)を開催した。また、 4)の研究で使用する

移動式乱流計測装置の設計、乱流輸送計測装置の計

測プログラムの作成を行った。このプログラムは、

中国科学院蘭州高原大気物理研究所、中国気象科学

院の研究グループなどで使われている。

耐風構造研究分野

教授桂 順治、助教授丸山 敬

助手奥田泰雄

本研究分野では構造物に作用する風の性状やそれ

による構造物の挙動などの解明を行い、風災害の防

止・軽減のための研究を行っている。平成8・ 9年

度の研究成果は学術論文13編（うち審査付き 6編）に

纏められている。本研究分野の研究活動の概要は次

のとおりである。

1)強風災害の実状調査

強風による災害が生じた場合現地調査や文献に基

づいて強風災害の実状を明らかにし、将来の研究目

標とする。平成8年9月八丈島を襲った台風9617号、

平成9年3月米国アーカンソー州（写真参照）、平成

9年10月九州北部で発生した強風による被害等の調

査を行った。その結果、米国アーカンソー州での被

害には竜巻のような回転流だけでなくダウンドラフ

トと呼ばれる直線流による被害があり、目下研究協

力校であるオクラホマ大学と共同でこれらの強風災

米国アーカンソー州での強風災害

2)構造物に作用する風圧力と動的応答

構造物に作用する風圧力および構造物の動的応答

に関する研究を自然風中および風洞内で行っている。

自然風中では大阪市中央区に建つ高層建物を使って

建物に加わる風圧力の実測を日本建築総合試験所、

大林組と共同で行っている。また、潮岬風力実験所

において、野外に高さ 8mの角柱模型を設置し、自

然風中に置かれた物体に作用する非定常な風圧力の

性状を調べている。さらに、種々の静圧計を開発し

て自然風中での静圧性状についての研究も行ってい

る。本課題は特別共同研究 9P-4 「実物大建築物

の強風応答計測法の確立」の主要な研究テーマであ

る。また、強風による瓦の飛散機構を解明するため

に、瓦屋根模型を野外に設置し日本建築総合試験所

と共同で研究を行っている。風洞においては、静止

した角柱模型や強制振動された角柱模型の側面の風

圧力を多点同時計測し、物体まわりの圧力場の研究

も行っている。

3)市街地上空の気流性状の数値シミュレーション

市街地のような複雑な粗面上における気流性状を

明らかにするため、乱流モデルを用いた計算手法の

開発を行い、実際の市街地における建物の形状デー

タを用いて、上空のシミュレーションを行った。計

算結果は、 ドップラーソーダによる観測結果と比較

され、計算手法の精度、適用限界等が検討された。
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また、計算結果により、風速分布や乱れの状態等、

市街地上空の気流性状が検討された。

4)非定常流れ場の数値計算のための流入変動気流場

の発生

建築物まわりの気流性状の数値計算に際して、流

れの時間変動を計算する場合には、流入境界面にお

ける風速の時刻歴が各計算点に対して必要となるが、

複雑な粗度形状をもつ市街地等では接近流が乱流に

なっている。したがって、流入面における乱流性状

をできるだけ自然風に近づける必要があり、条件付

確率場の理論を用いた変動風速場の人工的な生成法

を開発した。

5)相似則

乱れに関するTaylorの凍結仮定を拡大解釈すれば、

すべての時系列データを距離座標に変換することが

可能となる。 1点で計測される風速ベクトルを時間

積分して得られる流程という概念を定義することで、

この流程の曲率が物体回りの流形形成に関与してい

ることを発見した。この視点から、いわゆる境界層

風洞実験というものを解釈すれば、それが低レイノ

ルズ数と送風機の一様かつ定常性に依存するという

欺躁性が明らかになった。

3.4.6 災害観測実験センター

本センターは、観測や大型実験による共同研究を

推進し、災害現象の理論的な分析、物理的実験、現

地観測ならびに数値シミュレーションの手法を駆使

し、自然災害の予測・防止・軽減に関する研究を有

機的に行うことを目的として、 1996年の防災研究所

の改組に伴い、部門に属していた実験所、観測所を

統合して設立された。図に示すように、災害水象、

土砂環境、気象海象、地震動の 4研究領域で構成さ

れ、宇治構内のほか 2実験所（宇治川水理実験所、

潮岬風力実験所）および4観測所（穂高砂防観測所、

徳島地すべり観測所、大混波浪観測所、白浜海象観

測所）を研究活動の場としている。

センター会議が 2~3ヶ月に 1度の間隔で開催さ

れ、各研究領域間の情報交換が図られるとともに、

自然災害の学理究明・予防・防止・軽減等の総合的

な立場から、協調的な研究活動および共同研究活動

の促進が行われている。また、年に数度のセンター

運営協議会により、センター外の専門家に本セン

ターに関する客観的な意見・判断を求める機会が設

けられている。

各研究領域としては、施設の全国共同利用を原則

として、他大学および官・民の研究機関との共同研

究を精力的に行っている。また、その成果を学会等

での発表や各種論文集・報告集への投稿を通して社

会に還元するとともに、情報公開の重要性から、各

実験所・観測所における実験・観測データの公開を

検討し、一部では既に観測および解析データの公開

を行っている。

国際的な共同研究活動としては、外国人研究者を

積極的に招き、国際的な連携により最先端の研究に

取り組んでいる。京都大学防災研究所が1997年に

COEに指定されてからこれまでに 2人のCOE外国人

研究員を招き、これ以外の外国人研究員制度におい

ても、既に 8人の受け入れを行ってきた。現在は 3

名が本センターで研究活動を行っている。また、研

究員帰国後も、いくつかの共同研究が行われている。

今後は、本センターの特色を最大限に活かし、学

際的な研究を推進するとともに、次世代の防災学を

視野に入れた独創的な萌芽研究も積極的に取り上げ

ていく予定である。
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実験棟移転後の宇治川水理実験所

災害水象研究領域

教授今本博健、助教授石垣泰 輔

助手上野鉄男、武藤裕則、馬場康之

災害水象研究領域は、平成 8年5月の防災研究所

改組に伴い、災害観測実験センターの一研究領域と

して、宇治川水理実験所において研究活動を行って

いる。宇治川水理実験所は、水災害に関する学理と

その応用の研究を目的とする実験所として昭和27年

3月に発足して以来、工学および理学の総合的立場

から豪雨、洪水、氾濫、土石流、高潮、津波など水

災害現象の実態把握とそれらの予知ならびに対策技

術の基礎的研究を着実に進め、我が国の防災研究の

進展に大きな寄与をなして来ている。近年は、豪雨

による洪水災害、台風による高潮災害、または地震

による津波災害などのいわゆる水災害の発生機構お

よび被害の防止・軽減方法について、観測および水

理実験の手法を用いた研究を行っている。さらに、

自然環境を保全し、適切な開発を行うために、重力

流、風成流、潮汐流、密度流の特性などについても

観測・実験を行っている。

この領域の主な研究課題は以下のようである。

1)洪水流の観測および実験

2)湾域・湖沼の流れの観測および実験

災害観測実験研究センター

1災害水1象研匹1領域II
字治／!J水環寓麟所

水災害の覺生機構・複害防止・軽

減方法に関する観測・実麟的研

究．種々の流れの水遷学特性に

襲する基置的実験．模型実順

1土砂環墳研究領域I
穣高砂防観測所
欝島地すべり観測所

山地荒虜・環墳悪化を引き起こす

土砂移動現象地すぺり規模の複

定．水朧地盤の液状化などに闘す

る観測・実験的研究．

1気象11海象研 1，韻域I
大渇濾清履測所・自浜濤象履洞所

濡岬凰力寓糠所

暴凰爾の立体構遣・強凰糟性．；；；

瀾・異常波浪．潟浜査形予瀾．潟

岸侵食綱卿などに讚する観瀾・実

験的研究．

I地震動研究領域I
3次元強震実膿装置による水理

構遣物の耐震・応答特性還心

力戴膏実験による地盤の弾塑性

地震応答に隕する研究．

災害観測実験センターの組織

3)水理現象に関する模型実験

4)水理構造物の防災機能に関する実験

5)水理環境保全工の機能に関する実験

平成 8・ 9年度の研究成果は学術論文19編（うち

審査付き12編）にまとめて発表している。（研究業績

リスト参照） 研究内容は、主として1)洪水流の観

測および実験、 2)湾域・湖沼の流れの観測および実

験、 3)水理現象に関する模型実験である。以下に研

究の概要を示す。

洪水流に関する研究は、実験水路を用いた基礎的

な研究と観測が行われ、流れの構造および河床形状

について検討されている。実験的な研究では、流れ

の抵抗、底面せん断応力分布および物質の輸送に関

係する流れの 3次元構造について、直線水路および

複断面蛇行水路を対象に詳細な速度分布および乱れ

の計測や流れの可視化実験を行い、 2次流の構造や

流れの抵抗増加の機構を説明している。一方、斐伊

川を対象とした洪水の観測を行い、洪水時の水位・

流速、水面流況、河床形状の変化に関する詳細な

データを得ており、洪水時の流速分布の時間的な変

化特性や増水期と減水期の各段階における河床波の

空間分布や波高・波長の時間的な変化特性が明らか

にしている。

湾域・湖沼の流れに関する研究では、大阪湾およ

び久美浜湾を対象とした水理模型実験と久美浜湾に
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おける現地観測を行っており、得られた結果に基づ

き閉鎖性水域の流動特性や海水交換特性について考

察するとともに、水理現象に関する模型実験手法に

ついても検討を加えている。大阪湾内の流れについ

ては、 トレーサ粒子を追跡するラグランジュ的手法

により残差流について検討し、瀬戸内海を東進する

流れが湾内の物質の移動に大きく寄与することを示

唆している。また、久美浜湾内の流れについては、

現地観測、水理模型実験および数値シミュレーショ

ン結果を用いて流動特性を検討し、湾口の水道部付

近に形成される渦が海水交換に寄与していること、

水温・塩分濃度が不連続となる領域が存在している

ことなどを明らかにした。さらに、実験結果と数値

シミュレーション結果が良い一致を示すことから、

久美浜湾内の流動を良好に再現する実験手法に関す

る知見を得た。

今後、 1)から 3)の研究課題については、さらに

詳細な実験および観測を行って現象の解明に努める

とともに、 4)水理構造物の防災機能および 5)水理

環境保全工の機能に関する研究を進めていく予定で

ある。

なお、上記の課題以外に、平成7年 1月17日に発

生した兵庫県南部地震による河川堤防・護岸および貯

水池・ため池の被害に関する調査結果をとりまとめる

とともに、地震時における河川施設の治水機能を考え

る上で検討すべき課題を指摘した研究も行っている。

以下のようである。

1)不安定土砂の生産と流出に関する観測研究

2)河道、河床変動の観測研究

3)山体変形、土圧変動の計測と山体解体過程の研究

4)地すべり地における地下水と土塊移動の観測研究

5)水際地盤の液状化、流動変形および粒子移動

6)耐波・耐水構造物の地震時変形と耐震補強メカ

ニズム

上記研究テーマ1)、2)に関しては、平成 8~9

年度に穂高砂防観測所の立地条件を活かし、 4試験

流域（足洗谷、蒲田川、高原川およびヒル谷試験流

域）において、火山地域の土砂生産・流出・堆積現

象とこれらの現象に支配される地形変動や水生生物

の渓流環境の実態解明に重点をおいた現地観測を実

施した（協力機関：大同工業大学、立命館大学、滋

賀大学、名城大学、京都大学農学部、建設省）。さ

らに、火山砂防対策の基礎資料を得るために、焼岳

試験流域を中心にして「火砕流・土石流堆積物の電

磁気特性」および「地球電磁気特性による火山活動

のモニタリング」の課題で富山大学理学部と共同研

究を実施した。これらの研究テーマに関連して、平

成8年度共同研究集会：「流砂現象と地形変動から

見た土砂環境問題」、平成9年度研究集会：「流域不

安定土砂の生産・流出予測と流域一貫安定化法の展

望」を穂高砂防観測所において実施した。

研究テーマ3)、4)は地すべりの発生と移動機構の

解明に焦点を当てたものである。平成8~9年度に

は、徳島地すべり観測所を拠点として、地すべりダ

土砂環境観測実験研究領域 イナミックス研究分野との緊密な連携のもとに、地

教授関口秀雄、助教授澤田豊明、末峯 章 すべり地の地表面変形、地下水圧、地すべり土塊移

助手小西利史 動中の土圧の経時変化計測を実施した。その結果、

山崩れ、地すべり、土石流など、不安定土塊の崩

壊と土砂流出に伴う山地・丘陵域の災害リスクの軽

減、ならびに沿岸域における未固結堆積地盤の液状

化に伴う災害リスクの軽減を目的とした実証的、学

際的研究を推進している。主要な研究を列挙すると、

結晶片岩地すべり地における降雨と排水量の関係が

明らかになった。また、兵庫県南部地震によってク

ラックが発生した花刷岩質の地すべり地においても

動態観測を実施し、クリープ特性等を明らかにして

いる。地すべりに関する研究成果の社会への還元を

図るために、徳島地すべり観測所では、地すべりダ
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イナミックス研究分野と共同し地すべり学会との連

携のもとに、学術シンポジウムと現地討論会を積極

的に開催してきた。すなわち、平成 8年度：「傾斜

地保全と地球環境シンポジウム」、「予知困難な地す

べり解明のためのシンポジウム」、「紀伊半島におけ

る結晶片岩地すべり」現地討論会。平成 9年度：

「最近の地盤調査法と問題点シンポジウム」、「地す

べり調査・観測の新しい展開シンポジウム」、「四国

における蛇紋岩地すべり」現地討論会。

水際地盤の液状化の問題は、沿岸域におけるリス

ク軽減のために極めて重要である。本研究領域では、

この課題に対して遠心力場波浪実験法を開発し、世

界に先駆けて過剰間隙圧の蓄積に伴う波浪載荷によ

る緩詰め砂地盤の液状化過程を再現した。さらに、

液状化に伴う土粒子移動を表す地層の波状変形パ

ターンを見出しており、その成果は国内外から注目

されている。また、土の繰り返し塑性と部分排水の

影響に着目した解明を、地震動による地盤の液状化

問題に対しても展開している。平成9年度には、岸

壁、防波堤、河川堤防などの耐波・耐水構造物の地

震時変形挙動をターゲットとする「水際地盤の動力

学ワークショップ」を開催した。最近では、我が国

に多数現存する重力式護岸構造物の耐震性能の改善

を視野にいれた耐震補強メカニズムの研究にも積極

的に取り組んでいる。

気象海象観測実験研究領域

助教授山下隆男、林 泰一

助手芹沢重厚、加藤 茂

発達した台風、低気圧による暴風の立体構造や強

風の特性、それによって生じる高潮、異常波浪の発

生、発達機構、および地震津波の発生、伝播と、こ

れらを外力とする構造物の振動、破壊、海浜の変形

などの観測事実を基礎として、災害現象の解明やモ

ニタリング、さらには観測と数値モデル、物理モデ

ルとの併用、同化による災害のリアルタイム予測、

長期予測のための基礎研究を行っている。

これらの観測研究は、白浜気象観測所、潮岬風力

実験所および大潟波浪観測所の所属 3観測施設の総

合的研究として推進されている。最近の研究テーマ

は以下のようである。

1)高潮ダイナミックスと数値予知

2)大気ー海水循環系の 3次元シミュレーション

3)大気境界層における強風の観測

4)大気と地面とのエネルギー交換（大気陸面相互

作用）

5)構造物に対する強風災害

6)海浜流の 3次元構造と海浜変形予測

7)海浜工学へのアプローチ

1)~7)の個々の研究概略を以下に示す。

l)高潮の発生機構は強風による吹き寄せと気圧低下

による吸い上げに分類できる。吸い上げ効果は大

気圧の低下に伴う海面上昇で静的な現象であるが、

吹き寄せは海水の流動に起因するため、それを数

値モデルで再現する場合には、海面せん断応力、

風波、海底摩擦の流れに及ぽす影響を明確にする

必要がある。これは風から波浪へ、波浪から流れ

へと遷移する運動量の移動ダイナミックスであり、

いわゆる大気ー海面過程の研究であり、田辺・中

島高潮観測塔を用いて大気ー海面過程に及ぽす風

波の研究を行っている。

2)海水流動の外力は風、風波および潮流であり、吹

送流と波浪流を 3次元問題としてどのように再現

するかがポイントである。周囲を山で囲まれた海

域の場合には、陸上地形の影響を考慮した海上風

の再現が必要である。すなわち、海水流動の数値

モデルを構築するには、風域場、波浪場、 3次元

吹送流場を結合して再現しなければならない。本

研究領域では第 3世代の波浪モデル(WAM)、 3

次元海洋循環モデル(PCM)およびメソスケール

の3次元大気乱流モデル(HOTMAC)を結合させ、

メソスケールの大気ー海水循環系の 3次元シミュ
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レーションモデルの構築と観測データの同化を

行っている。

3)強風の非定常、非均ーな構造を明らかにするため

には、実際の観測が不可欠である。潮岬風力実験

所の野外実験場の高さ20mの観測鉄塔を利用して、

台風や冬季の季節風の吹き出しの実際の強風時に、

いくつかの高度に設置した 3次元超音波風速計や

風車型風向風速計によって連続観測している。ま

たそれ以上の高度については、 ドプラーソーダー

を利用して高さ約400mまでの 3次元的な風速分

布を観測できる。特に台風9607号の上陸の際には、

ほぼ中心が真上を通過し、台風の眼付近の強風の

構造が明らかになった。

4)エルニーニョなどの異常気象現象が頻繁に発生し、

大気大循環モデルによる環境予測が重要な課題に

なってきているが、精度のよいモデルの作成には、

長期間にわたる風向風速、気温湿度などの気象要

素だけでなく、地面からの運動量、顕熱、潜熱な

どの輸送量を正しく評価することが必要である。

3次元超音波風速計や赤外線湿度変動計などの応

答の早い計測器を利用して、長期にわたる乱流輸

送の測定を実施している。

5)台風や竜巻などの発生時に、強風に起因する被害

の防止を目的として、実際に発生した被害の実態

を調査している。台風9019、9119号、 1997年10月

九州中北部で発生した強風被害の調査を実施した。

また、台風や冬季の季節風時に、実大の構造物模

型に作用する風圧や風による振動を測定し、被害

発生のメカニズムを探っている。

6)日本海沿岸の冬期季節風時の海浜流には、波浪流

と吹送流とが同程度の寄与率で混在していることを

観測桟橋を援用したADCP観測から明らかにしてき

た。波浪流は、砕波によって発生するせん断流特性

の強い流れで、吹送流は、強風によって発生する広

範囲にわたるせん断流である。このような流れの場

を再現するには、破砕特性、風によるせん断応力特

性を十分考慮した数値モデルが必須であるため、平

均海面上での砕波によるせん断応力、鉛直渦動粘性

系を通して波浪、乱流モデルと連立する 3次元海浜

流、海浜変形予測モデルを構築している。

7)海岸侵食制御、海岸保全の動向は、ハードな構造

物からソフトな砂浜海岸の造成へと移行している。

これは砂浜海浜のもつ消波機能や環境維持機能の重

要性、柔軟性、自然との調和および経済性が見直さ

れたことと、海浜変形予測がかなりの程度で可能に

なったことによる。養浜による砂浜の造成、維持の

ための技術開発、自然環境への影響評価、経済効果、

砂浜の管理等を総合的に検討する海浜工学(Beach

Engineering)の確立を目指した研究計画、組織作り

を行っている。我が国に適したソフトな海岸侵食制

御工法のひとつとして、ヘッドランド群により動的

あるいは静的に安定な砂浜を形成させ、海浜を安定

させるエ法（安定海浜工法）を提案し、その現地適用

を検討している。

地震動観測実験研究領域

この研究領域は、強振動観測、地震波による地盤

調査、大型構造物一地盤系の地震応答、耐震特性の

実験研究を目的としているが、現在、定員が付いて

いない。設立後は、災害水象、土砂環境、気象海象

の3研究領域が地震災害研究部門と共同して、以下

のようなテーマで研究を行っている。

l)耐波・耐水構造物の地震時変形と耐震補強メカ

ニズム

2)津波の伝播、陸上遡上の数値シミュレーション

3)地震時の河川施設の治水機能

研究の概要は以下のようである。

1)耐波・耐震構造物の地震時変形と耐震補強メカニ

ズムの研究では、土の繰り返し塑性と部分排水の

影響に着目した解明を、地震動による地盤の液状

化問題に対して展開し、岸壁、防波堤、河川堤防

などの耐波・耐水構造物の地震時変形挙動をター

ゲットとする「水際地盤の動力学問題ワーク
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ショップ」を平成9年度に開催した。また、我が

国に多数現存する重力式護岸構造物の耐震性能の

改善を目的とした耐震補強のメカニズムを行って

いる。

2)津波の伝播、陸上遡上の数値シミュレーションで

は、地震によって発生する近地津波の伝播および

陸上への遡上の数値モデルを開発している。この

数値モデルにより、 1993年の北海道南西沖地震津

波の伝播、青苗地区への氾濫の数値シミュレー

ションを行い、災害調査から明らかにされた津波

の挙動が数値計算でよく再現されていることを示

した。また、秋田沖仮想地震の場合の日本海全域

における津波の伝播シミュレーションを行い、こ

の地震による津波の沿岸分布を明らかにした。ま

た、そう遠くない時期に発生が予測されている、

南海道地震、喜界島沖地震による津波伝播、遡上

の数値シミュレーションを行い、避難対策のため

の基礎資料を公表した。

3)地震時の河川施設の治水機能の研究では、平成

7年 1月17日に発生した兵庫県南部地震による河

川堤防・護岸および貯水池・ため池の被害に関す

る調査結果をとりまとめるとともに、地震時にお

ける河川施設の治水機能を考える上で検討すべき

課題を指摘した。

組織として、 6専任研究領域（地震テクトニクス・

地震発生機構・地殻変動・地震活動・地震予知計測

・地震予知情報）、 1客員研究領域（地球内部）、総

合処理解析研究領域およびリアルタイム地殻活動解

析研究領域および地震予知の研究には不可欠な 8観

測所（上宝・北陸・逢坂山・阿武山・屯鶴峯・鳥取

•徳島・宮崎）を有している。 平成 6年度からは、

第 7次地震予知計画に則って、地震予知特別事業

（広域かつ高性能地震観測•海底諸観測 •GPS観測

・広域地球電磁気学的構造調査・西南日本内帯観測

網の波形データ総合処理・飛騨周辺地域総合観測）

を実施してきており、多大の成果を挙げてきている。

特に阪神・淡路大震災を引き起こした平成 7年 1月

17日の兵庫県南部地震の発生に関しては、地元の研

究組織として大いに調査研究に貢献した。残念なが

ら、事前の予知には至らなかったが、この地震の発

生へ向けての地殻活動の活発化など貴重な知見を得

るなど、地震予知の研究を発展させた。この地震に

よって生じた野島断層については、地震予知計画特

別事業（活断層の深部構造調査）によって全国の関係

研究者と共に、断層の破壊後の回復過程に関する研

究を推進している。観測所において観測されたデー

タは全国関連研究者に提供して利用されてきており、

観測所の施設そのものもそれぞれの地域における各

種観測の基地として、関連研究者に利用されている。

引き続く定員削減のもとで必要な事務的・技術的

3.4.7 地震予知研究センター 研究補助のための人件費、多量のデータ収録・処理

・解析に要する人件費は、センター全体で年間 2千

地震予知研究センターは、地震発生とその予知に

関する研究を総合的に推進するために、平成 2年6

月、防災研究所及び理学部にあった地震予知に関連

する研究部門・センター・観測所を統合・再編成し、

新たに防災研究所附属施設として設置された。 本

センターは、固体地球科学を基礎とした多くの研究

分野の緊密な協力によって、地震発生のメカニズム

の解明、それに基づく地震予知とそのための技術開

発を目指して研究を行なっている。このための研究

万円を越すところとなっており、研究費の圧迫、研

究者への研究時間の切り詰めをもたらすところと

なっている。経常的な研究費の削減という状況のも

とで、このような財政的な圧迫は初期の研究目的遂

行の一層の大きな支障となっている。

センターの人的資源に関しては、統合時に理学部

から借用した定員返却のため、新規の若手研究者の

補充が十分に行なえず、このための研究の活力の低

下は否めない事実である。センターにおける研究の

-127-



活性化、国際的な貢献を医るためにも設置当初から

要求してきた外国人客員（グローバル・テクトニク

ス）の設置が強く望まれる。

大学院学生数の増加、外国からの留学生の受け入

れ、交流研究者の来訪などには、研究室を含め、教

育研究施設の充実が欠かせない。当センターにおい

ては、部屋のやりくりなどで、当座の状況を切り抜

けているが不十分な状況にあり、十分な教育が出来

ていない。教育関係施設設備の充実は緊急の課題で

ある。

地震テクトニクス分野

教授：安藤雅孝助教授：橋本 学

助手：中西 崇

世界地図を見ると地震が発生する場所は限られて

いる。地震はどこにでも起こるわけでなく、特別な

条件が成り立つ所にのみ起こる、‘‘珍しい’'現象と

言える。地震は、どのような場所、どのような条件

のもとで起こるのか、地球の内部構造やダイナミッ

クスと関連づけて研究するのが、地震テクトニクス

領域の研究目標である。したがって、地震に関連す

るテーマはすべてが本領域に関連するものである。

1)日本列島の変動とプレート運動

2)南海トラフ巨大地震の発生の準備過程

3)海底地殻変動測定機器の開発

4)内陸活断層の変動パターンの研究

5)活断層破砕帯の深部構造の研究

l)日本列島はプレート境界に取り囲まれている。こ

の境界は海洋プレートが大陸プレートに沈み込む

境界である。駿河湾から東海、四国沖、九州沖で

はフィリピン海プレートが沈み込む。このうちで

も、南海トラフと呼ばれる沈み込みに伴う地震は、

巨大地震を引き起こすことが知られている。また、

これらプレート運動による応力により、内陸部に

歪が蓄積し、内陸地震発生の遠因となっていると

考えられている。したがって、日本列島全域の変

動とこれを取り巻くプレートの運動の解明は、地

震予知あるいは地震発生危険度評価にとって不可

避の課題である。このため、全国の大学の地震観

測網、気象庁、科学技術庁強震ネット等の地震観

測データ、国土地理院のGPS連続観測データ等の

公開データ、さらには独自の観測データに基づき、

日本列島とその周辺で発生する地震のメカニズム、

日本列島のブロック構造とその運動の推定、及び、

これらとプレート運動との関連、などに関する研

究を行っている。また、沈み込み帯の変動様式の

理解に向けて、世界の他の沈み込み帯との比較研

究が、重要である。このため、同じ沈み込み帯に

位置するフィリヒ°ンの変動様式に関する国際共同

研究も実施している。

2)南海トラフにおいて、最近では1944年東南海地震、

1946年南海地震と歴史的に数多くの地震が発生し

ている。次の南海トラフ沿いの地震の予知のため

に、この巨大地震へ至る準備過程を観測およびシ

ミュレーションを通して理解する必要がある。一

方、プレート境界のカップリング状態と内陸の地

震の発生が関連を持つことは歴史資料から知られ

ており、巨大地震による内陸の応力の変化から内

陸地震の発生との関連を追跡することも重要であ

る。このため、国土地理院により配備されたGPS

連続観測網の公開データ等を使用して、南海トラ

フのプレート境界断層におけるプレート間カップ

リング及びその時間的な変化の推定、さらにこれ

らの結果に基づいた応力の時間変化のシミュレー

ション、等の研究を行っている。

3)プレート境界がどのようなカップリング状態に

なっているかを知るには、陸上での地殻変動のみ

ならず、海底での地殻変動の監視が必要である。

現在はこのような地殻変動を観測するシステムは

ない。このため、本領域では海底地殻変動測定シ

ステムの開発を行ってきた。このシステムは、海

底に設置した固定点の位置を船上から音響的手法

-128-



で位置を決めると同時に船の位置をGPSで測定し、

最終的に海底固定点の位置が決まるものである。

これにより、プレート境界面での固着の状態を知

ることが出来る。現在は開発段階であるが将来は

海底に設置し繰返し観測することにより観測が可

能である。

4)内陸活断層は内陸地震の震源域となるため、この

運動様式を明らかにすることが重要である。すな

わち、活断層がどの程度固着して歪を蓄積してい

るのか、固着している領域はどのあたり、特に深

さ方向、を知る必要がある。このため、高密度の

GPS観測により内陸活断層周辺の変動様式を明ら

かにする観測を、跡津川断層及び中央構造線で

行っている。固着領域の深さは、断層に直交する

方向の変位の分布により推定することが可能であ

る。そこで、全国の研究者との共同研究により、

上記の活断層を直交して横切るようにGPS観測点

を配置して、繰り返し観測することにより変位の

分布を明らかにする試みを実施している。

5)地震を発生させる断層にできるだけ近づき、地震

前および地震時、地震後の動きを捉える。地震発

生後、断層破砕帯はどの程度のスピードで固着し

て行くか、そして応力の蓄積がどのように進行す

るかが、野島断層、神岡鉱山、茂住坑、南アフリ

力金鉱山で計画が進められている。本領域ではこ

れらの研究計画に参加して全国の研究者と共同研

究を進めている。野島断層においては 3本のボー

リングが掘削され、注水試験が行われた後、測定

機器の設置が行われた。茂住坑には活断層を貫き

500mの調査坑が掘られている。この調査坑では

断層トラップ波や破砕帯の岩石調査、多項目精密

連続観測が行われている。一方、調査坑を取り囲

み、地震観測やGPS観測を通して総合的に断層の

構造と動きを理解する試みが行われている。

なお、中西 崇は平成10年度南極越冬隊員とし

て、昭和基地にて地震観測、重力観測等に従事し

ている。

地震予知計測研究領域

教 授 住 友 則 彦 助 教 授 大 志 万 直人

本研究領域は、発足の当初は、地震の短期予知を

目指して、前兆現象発現機構の解明や計測技術の向

上を目的とした観測・研究を行ってきた。中でも、

地殻のテクトニクな応力変化に伴う地磁気異常変化

の計測、活断層直下および周辺地域での電気伝導度

構造およびその時間変化の観測、地震発生に関連す

る地下水変動の検出、重力変化の測定等に力を入れ

てきた。住友は主として日本列島広域の磁場変化と

比抵抗時間変化を、大志万は伊豆半島など地震活動

帯の磁場変化と断層深部構造の探査を主たる研究

テーマとしてきた。

しかるに、 1995年兵庫県南部地震が発生し、阪神

地域に多大の被害をもたらす事になったが、地震活

動をはじめ、地殻変動などにおいても特筆すべき前

兆的変化は検出されなかった。これがきっかけとな

り、行政面においても、また、学術面においても地

震予知計画は大幅に見直された。前兆把握を中心と

した短期予知は、現時点では極めて困難との共通認

識が得られることになった。この結果、これからの

新しい予知研究の方向として、

1 日本列島域の長期にわたる地殻活動の解明

2 地震発生準備過程の解明と地震直前過程の解明

3 震源過程と強振動生成メカニズムの解明

4 地殻活動のモニタリングシステムの高度化

5 地殻活動予測シミュレーション手法の開発

6 観測システムの高度化のための新技術の開発

等を目指すことになった。

上の新計画ができあがる過程において、住友、大

志万は積極的に議論に参加し、特に地震発生準備過

程や直前過程の研究に、電磁気的な手法を用いた精

密な活断層深部の構造調査の必要性と重要性を強調

した。住友は地球内部電磁気グループ全体の意見調

整を行い、大志万は具体的に次のような研究の方向

を提案し、関連の研究者の参加を呼びかけ、大筋に
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おいては受け入れられることになった。

a 断層周辺での流体の動的挙動の検出手法の開発

b 活断層深部構造およびその周辺の不均質構造の

把握

また、当研究領域の最近の研究活動は以下の通り

である。

1)ネットワークMT観測による比抵抗マッピング

東大地震研、神戸大、鳥取大、高知大と共同で平

成 6年度から四国、中国地方のネットワークMTを

実施、四国中央構造線や烏取の吉岡・鹿野断層を境

に比抵抗構造の顕著な違いを見いだしている。

2)王滝電磁気共同観測（広帯域MT観測による比抵

抗探査）

御嶽山南東山麓（長野県西部地震震源域）で平成8

年、 9年の 2度にわたって、我々が企画・立案した

電磁気合同観測を大学等13機関の協力を得て実施。

震源域の地殻の精密な構造探査を行った結果、地震

学的に見つけられている反射面と同一らしい構造を

見いだした。

3)野島断層電磁気観測（断層の解剖計画）

1995年兵庫県南部地震時に出現した野島断層の回

復過程を見るために、いわゆる「断層の解剖計画」

が実施されているが、我々は500mボーリング孔を

利用して多極法による比抵抗連続観測を実施してい

る。また、断層周辺ではTDEM法等に基づく電気探

査を行って断層の深部構造を調べた。

4)ネットワークMT法による比抵抗連続観測

琵琶湖の北西、朽木村でNTI電話回線を利用して

比抵抗の連続観測を実施している。兵庫県南部地震

発生時に強い電場異常を観測し、震源域に破壊と同

時に強い電流が発生した可能性を指摘している。

5)活断層における地震活動と比抵抗構造の研究

跡津川断層沿いに活発な微小地震活動が見られる

が、地震活動域と比抵抗構造の関係を調べるため広

帯域のMT探査を平成 6年から 8年にかけて実施し

た。

地震発生機構研究領域

教授島田充彦、助教授柳谷 俊

地震予知に関する基礎研究を行うとともに、地震

発生の原因と機構を解明し、最終的に地震予知手法

を確立し、地震災害の軽減のための基礎的な方法の

確立を目指す中で、当研究領域では観測・理論・実

験の各方面から地震発生に関する研究を進めている。

当研究領域の研究課題を列挙すれば以下のようであ

る。

1)高温高圧下の岩石破壊実験による地震発生機

構の研究

2)プレート内地震発生機構と断層モデルの研究

3)岩石破壊実験装置の開発

4)それらによる地震の中期予知の研究

平成8・ 9年度の研究成果は、巻末リストにまと

められているように学術論文 6編（内審査付 2編）、

翻訳書 1編であるが、現在著書 1編、学術論文 3編

が投稿中である。

平成8・ 9年度には、上記研究課題に対して主と

して次のような研究が行われた。

「高温高圧下の岩石破壊実験による地震発生機構

の研究」に関しては、高温高圧下の岩石の破壊強度

と地震発生層の解釈が行われた。封圧l.SGPaで花

閾岩の強度が温度600℃まで測定された。その結果、

200~280℃の温度範囲で強度は異常に低いことが判

明した。このことの地殻における地震発生層として

のリソスフェアの強度に対する脆性一延性説の意味

が論じられた。また、高温高圧下の変形岩石試料の

微細構造の構造地質学的観点からの考察も行われた。

「プレート内地震発生機構と断層モデルの研究」

に関しては、岩石の破壊核形成過程の観察が行われ

た。地殻の岩石の断層形成過程を明らかにすること

を目的として、精密な荷重制御による 3軸圧縮試験

中の破壊核形成から最終破壊に至る過程の各段階で

除荷し、各回収試料のX線CTスキャンによる観察

から破壊面の発生と進展が明らかにされた。そこで
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は世界に先駆けX線CTスキャンの 3-D解析も行

われた。

「岩石破壊実験装置の開発」に関しては、従来半

手動方式で制御されていた 6方押しプレスが自動制

御方式に改良され、実験のより効率的な運転を可能

とし、研究の進展が促進された。また、高温下の実

験でのAEの計測システムの改良が行われ、 AE計測

に対する通電による高温発生から生じる電気的なノ

イズの除去に努力が費やされた。

「それらによる地震の中期予知の研究」に関して

は、地震の前兆現象の一つと考えられている大地の

比抵抗の変化の有効性を検証するため、精密比抵抗

測定のための装置の開発が行われた。これにより室

内の岩石試料を用いた予備実験と野外での観測のテ

ストが行われた。

当研究領域の国際的な活動は国際会議での成果発

表の他に、中国長春科学技術大学との間で「岩石の

変形実験による地殻のダイナミック構造」に関する

共同研究が行われている。その一環として平成 8年

度には島田充彦教授が長春科学技術大学の援助を得

て事前打ち合わせに10日間訪中したのに引き続き、

長春科学技術大学の劉 俊来教授を10ヶ月京都大学

招へい外国人教授として招き（京都大学後援会第 1

類第 2種助成）、また平成 9年度には島田充彦教授

が24日間再度訪中（日本学術振興会特定国派遣）し、

共同研究の推進が図られた。その成果は学術論文に

投稿中である。

動の変遷と現状を把握することを目指している。こ

れは、将来の地震発生の中期的・短期的予測に繋が

るものである。当研究領域の活動は、’'総合処理解

析研究領域”による地震観測網の観測結果を主たる

解析資料とするが、その他多項目の総合観測結果を

併合処理している。当研究領域の研究課題を大別す

れば下記の通りである。

l)広域的な地震活動の把握と南海トラフ沿い巨大

地震発生の予知研究

2)直下型大規模地震の中期的発生予測の研究

3)統計的手法による地震発生の危険度評価

従来、各観測所あるいは観測網単位で地震活動の

研究がなされていたが、最近のデータ流通機構の発

展と相まって、西南日本の 5観測網（上宝、北陸、

阿武山、鳥取、徳島）のデータが地震予知研究セン

ターで集約処理できるように整備が進められている。

また、平成 7年兵庫県南部地震の発生の後、気象

庁大阪管区気象台との地震データの一元化が計画さ

れ、平成 9年10月より実施されるに至った。大学相

互間では衛星通信利用によるデータ流通が行われて

いる。これらによって広域の地震活動の解析が可能

な状況となり、地震活動研究も以下のような新たな

進展が始まった。

平成 8~9年度には防災研究所特定共同研究「西

南日本における地震活動の定量的評価の研究（代表

渡邊晃教授）」が実施された。この研究では、困難

とされる内陸大地震の予知を目標にして、前兆現象

を視点に置いて、地震活動度の時間的・空間的な変

化を定量化し、客観的な判定基準を作ることを目的

地震活動研究領域 とした。そのために、当地震活動研究領域が中心と

教授 渡邊 晃（平成10年 3月停年退官） なり、中部地方から近畿、中国、四国地方の各機関

助教 授渡辺邦彦、助手片尾 浩 の研究者と共同研究を推進し、統合データベースの

構築を行った。また過去のドラム観測時代からの

地震活動は全ての地震学及び地震予知研究の基礎 データの整理も実施した。これにより、西南日本内

である。当研究領域では、特に西南日本域から南海 帯から外帯にかけての広域の地震活動が検討され、

トラフにいたる領域の地震活動度を客観的に評価し フィリヒ゜ン海プレートの潜り込みについての基礎資

て、過去から現在に至る時間の流れの中での地殻活 料が提示された。今後は、検測データの統合および
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広域の地殻構造と震源決定方法の検討等を行い、よ 防災を意識した研究も既に開始している。

り高精度での広域地震活動の評価に結びつけること

が課題である。

これと対照的な研究として、個々の活断層と地震

活動の関連を量的に評価する研究も、 GIS（地理情

報システム）などを応用する方法で開始された。

例えば、山崎断層系や鳥取の鹿野・吉岡断層系につ

いて、活断層と地震活動の関連を断層からの距離や

形状に応じて量的に表現した。また、断層周辺の地

震発生密度を定義し、その評価から広域の活断層の

活動度比較を試みた。地震活動度や発震機構の時間

的変化の抽出を客観的に実施する方法について、統

計的手法の応用や新手法の開発も行っている。これ

らは、局所性に左右される微小地震活動を広域にわ

たって定量的評価をする方法のひとつである。

内陸地震発生メカニズムの解明のために、中規模

地震の精密観測・解析を開始した。特定の活断層に

関わる内陸の大地震は数千年の時間間隔なので、受

動的な観測では進展が望めない。そのため、 M3

~M5級の中規模地震の発生メカニズムと地殻構造

との関連を解析し、その結果を敷術することで大地

震発生機構の解明をはかるものである。インテリ

ジェント化テレメータを活用した中周期地震計(10

秒）観測網の構築を進めている。また、内陸部に多

数分布する活動履歴の異なる活断層の現状を比較す

ることで、活断層の活動サイクルの一般的概要を推

定する研究も開始した。地震活動という広域かつ長

期の変動を短期間の観測解析で推定するという意味

で、今後の方向であろうと考えている。

兵庫県南部地震の発生に伴い、「地震防災対策特

別措置法」が施行され、地震調査研究推進本部のも

とに基盤的観測網の整備が進んでいる。地震活動研

究領域の今後の課題として、この結果の有効な活用

を図るとともに、観測データの公開・流通も推進し

なければならない。またこれらから得られた知見を

社会に還元する方法の研究も重要と認識している。

これに関しては、自治体等との連携をとっての地震

地殻変動研究領域

教授田中寅夫

助手土居 光、重富國宏

大谷文夫、徐 培亮

地球内部における力学的な過程を示す現象として

の「地殻変動」の研究は、地球ダイナミックスの理

解のためのみならず、地震予知の実現のための課題

の一つとして極めて重要である。当研究領域におい

ては、近畿地方から南西諸島までを対象として、 GPS

(Global Positioning System :全地球測位システム）に

よる精密測位、電磁波測距、地下観測室内における

高感度ひずみ観測、傾斜観測、地下水位観測などを

実施し、プレート運動をはじめ、地域的、局所的地

殻変動の研究を進めている。

地殻変動の高感度連続観測は、とくに大地震前の

前兆的変動を検出することにより短期予知を実現で

きる可能性があるとの観点から重要視されてきた。

しかしながら、 1995年 1月17日の兵庫県南部地震の

数時間から数日前といった直前には、周辺の観測点

ではノイズレベルを越す異常変動が観測されなかっ

たこと、数力月前から六甲断層系ではおそらく地下

水位の異常に関連すると思われる歪み変化が観測さ

れていることなどから、広域地殻変動の正確な把握、

地下水など地下流動体と地殻変動との関連性の究明、

一層高感度低ノイズの地殻変動観測の実現などを目

指して研究を推進している。本研究領域が他の領域

と協力しつつ平成8・ 9年度に行なった研究の主な

ものを列挙すれば以下の通りである。

1)フレート運動に関する研究

GPSによる南西諸島におけるプレート運動のモニ

タリングを継続した。沖縄本島、南大東島および奄

美大島における観測からフィリヒ゜ン海プレートと

ユーラシアプレートの相対運動をはじめて検出して
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以来、相対運動速度の一層の高精度決定およびその

揺らぎの有無の確認を目指して観測を継続してきた。

なお、本観測は国土地理院による定常観測が開始さ

れたため、平成10年3月で終了し、沖縄本島周辺に

おけるプレート内変形の観測に目的を移した。

2)近畿地方における広域地殻変動観測

GPSによる固定連続観測によって近畿地方の広域

変動の観測を行なった。国土地理院による観測と合

わせて解析を行なった結果から、瀬戸内海周辺を境

界とする、南側のフィリヒ゜ン海プレートによる北西

方向への押しと北側の相対的な東進がこの地域の地

殻変動の特長として明らかなった。

3)兵庫県南部地震の余効変動の検出

同地震後のGPS稲密観測網から得られたデータを

解析した結果、地震時の変動とほぼ共通したパター

ンをもつ余効変動が検出された。

4)花折断層の観測

近畿地方における顕著な活断層の一つである花折

断層の運動を研究するため、平成 9年度から槻密

GPS観測を開始した。これは年 2回のキャンペーン

観測であり、今後の大きな成果が期待できる。

5)中央構造線の観測

電磁波測距の反復による中央構造線の観測を継続

した。同断層の運動に関する重要な結果を得ること

ができた。

6)地殻変動連続観測

「地殻活動総合観測線」を構成する地下観測室を

中心として、高感度の地殻変動連続観測を継続して

いる。その結果より、地震活動との関連性、局所的

な変動と広域変動との関連性、地下水との関係、な

どについての研究を推進した。

7)地下水に関する研究

地下流体、とくに地下水の運動は地殻変動に深く

関連する現象であるとの観点に立って、地下水の観

測と研究を実施した。周辺における地震活動と地下

水位との関係などについて新しい知見を蓄積しつつ

ある。

8)インドネシアにおける地殻変動および火山体の変

形に関する研究

ジャワ島西部のレンバンおよびチマンデリ両断層

周辺およびグントール火山においてGPS観測を反復

して、同断層周辺の地殻変動および同火山体の変動

を検出した。

9)GPSの高精度化に関する研究

GPSの測位誤差の原因となる大気中の水蒸気に関

する研究、マッピング関数に関する研究を進めた。

水蒸気分布の異方性、日周変動を検出し、新しい

マッピング関数を提案した。

地震予知情報研究領域

教授古澤 保、助教授松村一男

助手森井 亙

地震予知に関するさまざまの項目の観測データを

効率よく解析処理するシステムの開発と、地震予知

に有意となり得る情報の検出と前兆現象として判定

する方法の開発、さらに、得られた情報を地震防災

に役立つように関係諸機関に迅速に伝達するシステ

ムの研究を目指して、以下の研究課題を設定しいる。

l)各種データの集録・処理システムの開発に関す

る研究

2)地殻変動・地震活動の観測データの多変数時

系列解析による地殻歪場の時空間変化に関する

研究

3)前兆現象の事例の収集と地震予知情報のデータ

・ベースの構築

4)連続データからの異常変化の抽出と評価に関す

る研究

平成8・ 9年度には、地震データの伝送方法が従

来の電話線利用の有線テレメータ方式から衛星通信

利用のシステムに切り替えられ、それに伴う集録シ

ステムの大幅な変更とそれに適合するデータ処理シ

ステムの構築を行った。関係する観測所及び総合処
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理室との密接な協力の下に、従来各観測所別に独自

に行っていた地震データの解析処理を一元化するこ

とにより地震活動に関するデータ処理の効率化と統

合処理による震源決定の高精度化を実現することが

できた。さらに、これに伴う膨大な量の地震波形記

録と一次処理データとしての震源情報のデータベー

ス化とその効率的検索システムの構築を行った。

地殻変動連続観測データについても、これまで各

観測所での個別のデータ解析による降雨・気圧等の

影響を明らかにして観測点固有の擾乱を除去した局

所的地殻歪変動の把握に留まっていたのを、一元的

データベースを構築して統合処理を行うよう改良し

た。これに基き広域的歪場の時間変化の検出に向け

た解析方法の検討を行っている

が、十分な結果を得るにはなお若干の時間を要する。

大地震前後の地震活動の時空間変化を量的に捉え、

大地震発生の予知情報としての有為性を検討するた

めの試みとして、中国地方東部ー近畿地方西部地域

について兵庫県南部地震前後の地震活動の時系列と

空間分布に基き、 b値の時間変化の地域の地殻応力

変化に対する量としての可能性、発生した大地震に

よるせん断応力の増加量と摩擦応力の増加量との差

L1CFFの有効性を検討し、ある程度までの有効性を

示した。

1966年10月と12月に日向灘で45日の間隔で連続し

て発生したM6.6の地震について、日向灘地殻活動

総合観測線で得られたデータより 2つの地震を含む

期間の歪変化が解析され、各々の地震に伴う歪変動

とそれに続く余効変動に関する情報は明らかにされ

たが、直前の前兆的歪変化および一連の地震活動を

特徴付ける歪の解放様式を見出すことはできなかっ

た。現在の観測網による前兆現象の検出可能性の検

討は地震予知研究の大きな課題でもあり、本研究領

域の重要課題として推進する必要がある。

総合処理解析研究領域

助 教 授 竹 内 文 朗 、 助 手 大 見 士朗

微小地震を中心とする地震の連続観測は、鳥取・

北陸・上宝の 3観測所の観測網が昭和50、51両年度

にテレメータ化されて以来、地震予知研究の基幹の

1つとして活発な活動を続けられている。昭和57、58

年度には、これらの観測網のオンライン・リアルタ

イムの自動処理化が実現し、地震活動の把握が一層

容易になった。平成2年度、地震予知研究センター

の設置に伴い、鳥取・北陸・上宝・阿武山の 4観測

網を統合した西南日本内帯観測網が実現した。総合

処理解析室（後、総合処理解析研究領域）では、宇治

に集中された地震観測波形データをもとに、地震の

判定、波形の読み取り、震源の決定を即時に自動処

理し、地震波形データファイルを作成すると同時に、

自動処理された震源は専用回線を通して東京大学地

震研究所の地震予知観測情報センターに随時送信さ

れている。さらに、再検測されたデータをもとに国

立大学観測網地震カタログが作成された。

平成 5年度より地震波形データ総合処理装置を導

入し、 64Kbsディジタル専用回線によって、より高

精度、多項目のデータを宇治に集中し地震波形の総

合的な解析を行うと同時に、地震波形データベース

を構築し地震予知研究者の利用をはかっている。ま

た、徳島観測所の地震波形データも公衆回線を通じ

て宇治に集中され、順リアルタイムでの地震波形の

処理が行われている。これらの地震データの処理・

解析を進めながら、当研究領域では下記の研究を実

施している。

1)地震情報の伝達システムの研究

2)地震データベースの構築と解析ソフトの開発

3)多項目データに基づく地震活動の総合的解析

平成6年度に新しい研究棟が完成し、総合処理解

析室が移転した。平成 7年 1月の兵庫県南部地震後、

データの一元化政策に伴い、大阪管区気象台との連

続地震波形の交換を目指したシステムの開発が行わ
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れ、平成9年度には大阪管区内の気象庁のデータと

国立大学のデータの相互交換が実現した。平成8年

度に「衛星通信テレメタリング地震観測設備」が導

入された。これにより、上宝観測所および徳島観測

所に属する各観測点からは直接地震データが通信衛

星に打ち上げられる様になった。また、他の観測点

のデータは地上回線でそれぞれの観測所に集められ

た後、衛星に打ち上げられることになった。このよ

うなデータは、他大学等からも東京大学に集められ、

それらは再び衛星通信で宇治の総合解析室に送られ、

ホームページ上での利活用が測られている。平成10

年7月現在では、隣接他大学および大阪管区内の気

象庁のデータを含めて163観測点分の地震観測デー

タが宇治の地震予知研究センターにおいてリアルタ

イムで自動処理され、データベース化されている。

また、専門読み取り者による再験則データも順次

データベース化されている。これらのデータベース

は原則として公開の方向で研究者に利用されている。

震源情報は地震予知研究センターのホームページで

刻々表示されている。また、地震調査研究推進本部

が展開する地震の基盤観測網のデータも利用するこ

とが可能になりつつあり、それらを含めたデータの

解析システムの再構築が検討されている。

リアルタイム地震活動解析領域

助教授梅田康弘、助手中村佳重郎

地震発生や異常な地殻活動が発生した場合、緊急

に現場へ出動し諸観測を展開する。それと同時に取

得したデータをリアルタイムで解析処理し、大地震

発生の予測に関する研究を行なう。異常地域や異常

発生をいち早く発見するため、定常的な地震・測地

観測に加えGPSや重力観測等を、観測強化地域や特

定観測地域を中心に定期的に行っている。

一方、前兆現象を捉えて大地震の予知を行うとい

う従来の地震予知の戦略は必ずしも成功しておらず、

我々の分野では地震の成長過程とそれを支配してい

る地殻の環境場に関する研究に重点を置いた新しい

地震予知戦略をめざしている。この戦略を研究テー

マとして箇条書きにすると以下のとおりである。

1)小地震や微小地震は日常的にたくさん発生してい

る。そのうち極めて希なものが大地震に成長する。

それは何故か。これが第 1のテーマであり、当分

野では以下の 3つの重要な研究成果を得た。

A)大地震の前には初期破壊という小さな破壊が

先行する。

B)初期破壊の継続時間が長いほど地震は大きく

成長する。

C)初期破壊は本震には付随するが、余震や群発

地震にはほとんど見られない。

B)は地震の成長には因果関係があることを、

C)は初期破壊の存在、すなわち本震にはそれを

成長させる地殻の環境場があることを示唆してい

る。

2)クラック間の動的相互作用をシミュレーションし

た結果、破壊の種としてのクラック密度が地震の大

小を決定していることがわかった。すなわち本震発

生の環境場は地殻の不均質度に帰着する。不均質度

が高いと地震は多く発生するが、相互作用が強くい

ずれも大きくは成長できない。これが群発地震であ

り、逆に不均質度が低い方が大地震に成長しやすい。

3)地殻の不均質度と大地震発生に関して次の重要な

発見をした。

A)地震発生層の下限は地域的に変化しており、

大地震はその下限が急変するところから出発す

る。これは兵庫県南部地震でも立証する事がで

きた。

B)地震発生層の下限は地殻下部の温度構造と相

関があり、高温層の上面は地震波の反射面とし

て検出できる。

このふたつの発見により、地震波の反射面の凹

凸から大地震発生の場所を予測する事が可能と

なった。
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4)地震波の反射面は流動体と考えられており、これ

と地殻不均質度は相関関係がある。反射面が顕著

で浅い所にある場合は、上部の地震発生層の不均

質度は高く、群発地震は起こるが大地震には成長

しない。

5)流動体反射面は時間的に変化することを1984年長

野県西部地震で確認した。本震前は反射波の明瞭

な地震の割合が多く、また反射面も浅いところに

あった。この傾向は本震の前 3月間特に顕著で

あった。しかし本震と共に反射波の見えない地震

の割合がふえ、また反射面も深くなった。

以上の大地震発生に関する決定論的な予測戦略を

より深く議論するため、平成 9年12月に研究集会

「地殻の不均質構造と内陸大地震の発生」を防災研

究所で開催した。また、この地震予知の新しい戦略

を実証するため、全国の大学や関係機関に呼びかけ

て、兵庫県南部地域、中部山岳飛騨地域において合

同の地震観測を実施した。前者の観測では阿武山観

測所、後者に置いては上宝観測所を拠点とし、技術

室より技術支援を受けた。引き続き平成9年度から

は東北脊梁山地において、衛星通信を利用した新し

い観測網を全国大学と共同展開し、「島孤地殻の変

形過程と内陸地震発生の解明」を目指している。

研究課題は、時間・空間的に広く、また関連する

研究分野が多岐にわたるため、当研究センターでは

対応できない研究分野を中心に研究担当あるいは非

常勤講師として学内外研究者の協力を得るとともに、

防災研究所共同研究、火山噴火予知計画関連の共同

観測を並行して進めてきた。また、桜島は我が国で

最も活動的な火山であるため、国内外の研究者およ

び報道機関等の関心が高い。火山活動とそれによっ

て引き起こされる災害のメカニズムの解明と予防に

は、多岐にわたる研究分野の協力と成果の社会への

還元が不可欠であるという観点から、当センターで

防災関係機関にデータをリアルタイムで提供すると

ともに、これまで蓄積した噴火記録ビデオ・写真、

観測資料や岩石試料提供、野外観測への協力、磁気

遮蔽室等施設利用の要請にも、可能な限り対応して

いる。

施設利用の主なものは、桜島マグマの岩石学的研

究（英国ランカスター大学、台湾中央研究院地球科

学研究所）、桜島エアロゾルの観測研究（京大大学院

エネルギー研究科）、爆発空気振動発生機構の研究

（米国地質調査所）等にかかわる実験観測に伴うもの

と、磁気遮蔽室の利用である。その他、観測データ、

岩石試料の提供依頼があり、特に、噴火現象のビデ

オや写真の提供要請が多い。

当センターが関係して実施した防災研究所共同研

3.4.8 火山活動研究センター 究および研究集会は：平成 8年度研究集会「マグマ

探査一現状と展望ー」、平成 9・ 10年度特定共同研

昭和35年に火山噴火機構と噴火予知の研究を目的

として設立された付属桜島火山観測所が、平成 8年

度の防災研究所の改組に伴い、火山活動研究セン

ターとなった。火山学、火山噴火予知および火山災

害軽減の研究に関する全国的レベルでのフィールド

ラボラトリーとしての役割を担い、地球物理学、地

質・岩石学および地球化学的手法を用いて、島弧火

山活動のダイナミクス、火山噴火機構および噴火予

知手法に関する研究を行うことを目的としている、

単一の研究領域「火山噴火予知」からなる。

究「桜島火山の地下水・熱水系に関する研究」、平

成9年度一般共同研究「姶良カルデラ噴出物の年代

学的・岩石学的研究」および「波形インバージョン

法による火山噴火の力学的モデルの構築」、平成9

年度研究集会（特定）「古地磁気学的手法を用いた火

山活動史の復元」の 5件である。また、平成8年度

には第 9回桜島火山の集中総合観測を行い、報告書

を取りまとめた。これら 2ヶ年の共同研究に参加し

た研究者は延べ167名である。

また、火山災害軽減に関する国際協力と噴火機構
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の比較研究という観点から、平成 6年度からインド

ネシア火山調査所と「ジャワ島の活火山の噴火機構

とテクトニクスに関する共同研究」を行っていて、

同調査所の研究者を大学院学生、研修生等として受

け入れ研究および技術指導を行うとともに、グン

ドール火山やメラヒ°火山において各種観測調査を

行っている。グンドール山では群発地震に対応した

地殻変動が捉えられ、また、メラヒ°火山で傾斜連続

観測により火砕流噴火に先行するマグマも上昇過程

を捉えられるなど、火山調査所による活動評価、お

よび予備情報に実際に役立てられた。研究成果は

1997年12月のメラヒ°十年火山国際ワークショップお

よび、 12月の国際研究集会「自然災害の予測と防御

に関する研究」において発表公表された。これまで

は共同研究の基礎作りの段階で、相手機関の強い要

請もあって、更に 5ヶ年共同研究を継続することで

合意ができ協定書が取り交わされた。

当研究センターの運営協議会委員等からは、噴火

予知研究のみならず、我が国でもっとも火山活動が

活発な地域である九州全体を視野に入れた研究が期

待されていて、理学研究科地球熱学研究施設、地震

予知研究センター、他大学と連携した研究教育体制

のあり方を模索している。

火山噴火予知研究領域

教授石原和弘助教授井口正人

助手西 潔、味喜大介

山本圭吾、神田 径

非常勤講師平林順一（平成8・9年度）

本研究領域では、主に、浅部マグマ供給系の構造、

噴火機構と噴火予知手法の研究を、桜島火山および

薩南諸島火山を含む南九州領域に展開した観測網で

収集された各種のデータを元に実施するとともに、

火山噴火予知計画に関連した集中総合観測、火山体

構造探査、雲仙普賢岳等の火山活動の緊急調査など

全国共同研究を実施してきた。これまでは、地震お

よび地殻変動といった火山活動にともなう力学的現

象に着目して研究が行われ、桜島の火山活動に関す

る長期的、短期的および直前の前兆現象の捕捉手法

とマグマ供給系モデルと関連させたデータ評価方法

はほぼ確立した。一方、電磁気学的、地質学的、地

球化学的視点から見た、火山活動および地下構造に

対する理解、また、霧島火山帯の他の火山で頻繁に

発生する水蒸気爆発等他の噴火様式の発生機構に関

する理解は不十分であり、これらの研究を推進する

ために、非常勤講師に地球化学の専門家である平林

順ー教授（東京工業大学）を迎え、平成10年度には後

任の非常勤講師として地質学・岩石年代学の専門家

である宇都浩三主任研究官（地質調査所）を迎えると

ともに、地球電磁気学手法による地殻構造の研究を

行ってきた神田径を、停年退官した江頭康夫助手の

後任に採用した。主な研究課題は以下の通りである。

1)火山噴火機構の総合的研究

2)島弧火山のマグマ供給系に関する研究

3)島弧火山（霧島火山帯、インドネシア）の噴火機

構に関する比較研究

4)火山活動総合判定システムの開発

5)火山活動予知事業に基づく火山帯の構造と噴火

機構に関する共同研究

平成 8・ 9年度には、主として 1)桜島と雲仙普

賢岳のマグマ供給系と火山活動に関する調査研究、

2)インドネシアのグンドール山、口永良部島等の火

山活動に関する調査研究、 3)桜島溶岩流の古地磁気

学的研究、 4)特定火山の集中総合観測および火山体

構造調査を行った。

雲仙普賢岳周辺の地盤変動観測とデータ解析によ

り、普賢岳西方の地下約10kmにマグマ溜りが存在し、

そこから普賢岳に向かうマグマ供給路がすることを

明らかにするとともに、 1994年以降マグマ供給が停

止したことを確認した。桜島では噴火活動が低下し

たものの深部から姶良カルデラヘのマグマ供給は依

然として続いていて近い将来の準備活動としてのマ

-137-



グマ蓄積が着実に進行していることを明らかにした。 3. 4. 9 7J<損む原研fgEtz ：ノ~
口永良部島、グンドール山はそれぞれ、平成 8年

および 9年に地震活動が急増した。地震活動および

地殻変動調査を実施して震源域と地殻変動の検討か

ら、主に火山ガス、熱水が関与した活動であって顕

著なマグマ性噴火に直結する可能性は少ないと推定

した。

桜島の溶岩流の帯磁特性を調べ、帯磁特性と過去

の地磁気変化および地質学的研究成果との比較から

溶岩流の噴出年代の推定が可能であることが示され、

桜島南岳の溶岩流出開始は約4000年前であることが

明らかになった。

火山噴火予知計画関連の共同研究として、平成 8

年に桜島の第 9回集中総合観測を企画・実施して、

研究成果・調査結果を報告書として出版した。平成

9年度には北海道駒ヶ岳・樽前山の集中総合観測に、

平成8年度の霧島火山、平成9年度の磐梯山の構造

探査に参加し、火山体下の反射面および低速度域を

見出した。また、霧島山および雲仙岳の地震探査

データを使用して、両火山の地殻表層の 3次元速度

構造を明らかにした。

北海道大学理学研究科の大島弘光助手が内地研究

員として滞在し、雲仙普賢岳及びフィリッピンのマ

ヨン火山の火砕流噴火に伴う地震・空気振動の励起

機構の研究を行った。弘前大学と共同して波形イン

バージョンにより爆発地震． B型地震のメカニズム

を求め、噴火機構を力学的側面から研究した。薩南

諸島のうち、高温なマグマが火口底近くまで上昇し

ていて次第に活動が高まってきた薩摩硫黄島では、

地質調査所と共同観測を行っている。平成10年度に

は諏訪之瀬島の第 3回集中総合観測、阿蘇山の構造

探査に加えて、噴火発生の可能性が高まってきた岩

手山の合同観測を行う計画である。

日本学術会議は第58回総会の議に基づき、昭和46

年5月 1日付で政府に対して、全国科学者の共同利

用の研究所として水資源科学研究所（仮称）の設立が

勧告され、昭和53年4月1日付文部省令第10号によ

り、全国科学者の共同利用の性格をもつ水資源研究

センターが防災研究所に設置される運びとなった。

人々が利用し、または利用とする水を人間と水との

結びつきで見るという観点から、水資源問題に関連

する課題を科学的かつ学術的に研究することを目的

としている。すなわち、地球規模および都市・地域

規模での水資源を取り巻く自然・社会現象とその変

化を多角的にとらえ、ジオシステム・ソシオシステ

ム・エコシステムの総体としての水資源の保全と開

発のシステムを総合的に研究することを目的として

いる。

現在、地球規模での水文循環の予測技術の開発、

過去から現在にわたる長期的な水文循環の変遷を明

らかにし、地球規模における水・熱循環を学術的・

総合的に研究する「地球規模水文循環研究領域」、

ジオ・ソシオ・エコシステムならびに降水・

流出・蒸発を相対として捉える方針を象徴し

た、水資源研究センターのロゴマーク
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都市化による流出形態の変化、熱収支を定量的に評

価し、とくに都市域で逼迫している水資源の開発・

保全・永続的利用を図る研究をする「都市・地域水

文循環研究領域」、今後の都市域に求められる水循

環の保全・向上を計画目的に加えた水利用システム

のマネジメントの方法について研究する「地域水利

用システム計画学研究領域」、の 3つの専任研究領

域と外部の研究者を客員として迎え、一定期間集中

的に行う水資源共同ネットワーク研究（客員）がある。

さらに専任・客員が共同して学内外の全国から研究

協力者の参加を得ていくつかのプロジェクト研究を

進めている。

プロジェクト研究としては、

・地下水の水利用と保全／．琵琶湖プロジェクト／

・大都市の複合災害と水利用システムのリスクマネ

ジメント／ •A1技術による水資源システムの管理

支援／・環境の経済的評価／．都市の水辺環境創

出に関する理論的・実証的研究／ •河川の浸食・堆

積環境と生物の棲み場所構造の関係／・メソ降雨系

の解明と予測等を、平成8・ 9年度は積極的に進め

てきた。これらの成果の内外への公表ならびに、よ

り広い問題を議論するために、年一回の「水資源セ

ミナー」を開催すると共に、「水資源研究センター

研究報告」を発刊している。また国際的には、平成

8年11月京都で開催した「水資源及び環境研究に関

する国際会議： 21世紀に向けて」を開催すると共に、

平成9年度から「東南アジア・太平洋地域の流域水

利用実態およびデータ環境の国際共同調査」（代表：

池淵周ー教授）が文部省科学研究費（国際学術研究）

の交付を受けている。

地球規模水文循環研究領域

教授池淵周一、助教授中北英一

助手大石 哲

昭和50年より国際水文学計画(IHP、1975~）の一

環として、引き続き琵琶湖を含めた近畿地方の水害、

水資源、水環境の総合的調査研究を、水資源研究セ

ンター一体となって推進している。その中で、本研

究領域は現象を通して水資源研究に係わる領域であ

る。しかし、水資源研究はジオ、ソシオ、エコの 3

システムを一体として進めていくべきものであり、

平成 8年から新たに生まれ変わった水資源研究セン

ターは、 3研究領域、客員研究領域が一体となって、

学術的に進めていく予定であり、その基礎が既にこ

こ10年の活動によって培われてきている。

本研究領域では、 1)琵琶湖水資源・水環境の研究、

2)水収支と渇水の研究、 3)降水分布の物理的および

確率．統計的特性の研究、 4)水文収支と蒸発を中心

とした素過程の観測・実験・モデル開発、 5)流出解

析・出水予知、 6)水文統計と治水・利水計画を、中

心に研究活動を行ってきたが、ここ数年はさらに視

野を広げて、地球規模での水文循環の予測技術の開

発、過去から現在にわたる長期的な水文循環の変遷

を明らかにし、地球規模における水・熱循環を学際

的・総合的に研究することを目的とし、

l)衛星・地上リモートセンシングによる地球規模

水文量分布の推定

2)陸面・大気の相互作用の解明

3)降雨予測ならびに分布構造の解明をはじめとし

た、スケール効果を考慮した地球規模の水文循

環の解明と予測技術の開発

4)古気候・古水文学に基づいた水文循環の長期的

変動の解明、

5)酸性雨・酸性雪の流出メカニズムの解明

6)降雨予測と定性推論を結合したダムの管理・操

作方法の開発

7)流域水環境の変化とあるべき姿

を追求している。

さらに、これらを実践して行くための国内外の共

同観測である。

l)GEWEX（全地球エネルギー及び水循環観測実

験プロジェクト）／GAME(Gewex Asias Monsoon 
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Expriment) /HUBEX 

2)琵琶湖プロジェクト

の推進に対し、中心的な役割を果たしている。

琵琶湖プロジェクトで観測中の飛行船

また、内外の研究者と取り組んでいる水資源研究

センタープロジェクト研究のうち

．琵琶湖プロジェクト

•河川の浸食・堆積環境と生物の棲み場所構造の

関係

・メソ降雨系の解明と予測

に対して、プロジェクトリーダーあるいはコアメン

バーとして参加し、積極的にその推進に関わってい

る。

都市・地域水文循環研究領域

後任として平成9年8月に石井助手が採用された。

平成 8・ 9年度の研究課題とその内容の概要は次

のとおりである。

1)都市及び自然丘陵の雨水流出機構とそのモデル化

に関する研究

京都市周辺部の自然丘陵地・市街地・低平地に試

験流域を設定し、水文観測を実施するとともに、人

工降雨型式の浸透性能試験などの現地試験・各種土

壌物理実験を行い、雨水流出機構に関する研究を

行っている。また、人工衛星や航空機によって得ら

れるリモートセンシング画像及び地理情報システム

(GIS)の水文学への応用に関する基礎的研究を展開

している。これらは、都市化に伴う雨水流出機構の

変化の解明、地形図や水文資料の整備が十分に進ん

でいない発展途上国の洪水・水資源対策に応用され、

国際的研究技術協力に役立てられている。

2)降雨の都市内貯留・浸透利用システムに関する研

究

自然丘陵が宅地化されると、不浸透域の増大 ・地

盤のてん圧などにより雨水の浸透量が減少し、洪水

流量が増大する。その対策として、地中に穴あきパ

イプや礫層を埋設して雨水の一部を強制的に土壌内

に浸透させ出水を抑制する方法を提案し、その有用

性と問題点についての研究を進めている。

3)地下水の開発と保全に関する研究

琵琶湖北部の姉川～高時川流域を対象に、地下水

流動とその数理モデル及び地域開発と地下水挙動の

教授岡 太郎、助教授賣 馨 経年変化に関する観測研究を実施している。また、

助手 石井将幸

都市及びその周辺地域における水収支・水循環、

雨水流出機構に関する基礎研究、水資源の開発・保

全・永続的利用、都市水害の防止軽減法に関わる研

究を行い、都市・地域水文循環システムの基礎から

応用までの体系化を目指している。

平成 8年度のスタッフは、岡教授、賓助教授、近

森秀高助手が岡山大学に助教授として転出したので、

水資源研究センターのプロジェクト研究として、高

知県春野町に試験流域を設置し、地下水の汚染時に

塩水化の実態とその対策に関する基礎研究に着手し

ている。これらの研究は、全国の研究者への共同研

究の場を提供するものである。さらに、地下ダム建

設後の地下水の挙動予測、貯留域の地下水の異常上

昇対策及び海水浸入域よりの塩水排除についての研

究を行うとともに、礫層中の微視的な粘性流の数値

解析し、浸透流の抵抗則を明らかにした後、浸透流
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・地下水の数値シミュレーションヘの応用研究を

行っている。これらは地下ダムの設計・施工・管理

運用及び揚水井の効率低下機構の解明などに役立て

られている。

4)バングラデシュ・インドネシアにおける洪水対策

に関する国際共同研究

バングラデシュにおける洪水対策のための技術移

転と研究者の養成を目的とするプロジェクト（外務

省・国際協力事業団）に参加し、同国の研究者・技

術者に水文観測・データ処理法及び雨水流出と洪水

氾濫解析法に関する技術・研究指導を行っている。

また、洪水現象の解明と洪水の利害得失を考慮した

洪水対策について共同研究を行っている。インドネ

シアの洪水災害に関する国際研究(IDNDR)では、

主としてリモートセンシングデータと地理情報シス

テム(GIS)を応用して地被分類・地形量の測定を行

うとともに雨水流出・土砂流出量の推定を行ってい

る。これらの研究は、水災害の防止軽減のための基

礎資料として役立てられている。

5)都市の水環境の整備

都市はその機能を追求するあまり潤いを失い、コ

ンクリート砂漠とさえいわれている。このような点

を反省して、環境用水のあり方及びそのために必要

となる水量を調査するとともに、地下水の利用・水

質浄化・地下貯留などの環境用水の確保技術の研究

に着手している。また、これらを非常時の水源とし

て転用することも考えている。

平成8 • 9年度の研究成果は著書2編（分担執筆）、

学術論文38編（うち審査つき19編）にまとめられてい

る（巻末リスト参照）。さらに、博士課程の学生で

あった児島利治は平成8年日本リモートセンシング

学会の論文奨励賞を受賞するなど、本研究領域にお

ける研究成果は高く評価されている。

地域水利用システム計画

教授小尻利治、助教授友杉邦雄

大気中の水の挙動から地下水、人間活動までのあ

らゆる領域での水問題を研究テーマとしている。最

近では、衛星やレーダ雨量計などのリモートセンシ

ング情報や、地球温暖化のように全地球的規模での

気候変動が水資源に与える影響の評価を行っている。

また、流域と人間社会の共存なども環境保全と水資

源の関係として重要なテーマとなっている。すなわ

ち、研究テーマは大きく、計画論的アプローチと物

理学的アプローチに分けられる。

前者は、治水・利水・水環境に関する水文データ

の解析・計画・管理である。水資源計画策定に関し

て、河川生態系のモデル化や影響評価のミクロ経済

分析、実時間での支援システムを意味している。そ

の際、従来の確率論、最適化理論に加え、ファジ一

理論、人工知能、ニューラルネットワーク等、 Al

手法の導入を計っている。後者はGISを利用した流

域シミュレーションが中心であり、水量・水質•生

態系の環境評価モデルの確立を目指している。こう

した点から、本研究を “SystemIntelligence in Water 

Resources Planning and Management’' と呼ぶことも

ある。具体的な研究課題を列挙すれば、

(I)地球規模水資源システム

1)温暖化による地球環境への影響評価

2)持続可能な水資源計画の策定

3)パターン分類による地球規模での水文事象分布

解析

(II)流域規模水文・水資源システム

1)新しい水文統計手法と総合的治水計画

2)レーダ雨量計による短時間降雨・降雪・斜面崩

壊予測

3) リモセン •GISによる治水計画

4)生態系を含む流域総合水循環モデル

(III)人工知能システム

1)災害時の公共施設管理支援システム
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2)マルチメディアを利用した洪水予測・貯水池操

作システム

となる。

小尻は、平成 9年度より岡田教授（現総合防災部

門教授）の後を継いでおり、 1)長期気候変動のパ

ターン分類とその発生確率に関する研究と2)水循環

モデルを用いた流域環境評価に関する研究、 3)時空

間パターン分類化手法による小雨現象の分析と渇水

対策をまとめた。

今後は、各課題の中でも水文事象の分類に関する

物理的根拠の解明、人工知能、コンピュータープロ

グラム、ユーザーインターフェイスを結合させた半

自動会話型のシステム管理支援システムの作成と、

大気一流域一都市、水量ー水質一生態、高水一低水、

等を連続的に解析・評価可能な総合流域モデルの構

築に推進していく予定である。

3. 4.10 巨大災害研究センター

わが国のような先進国では、都市社会構造の高度

化によって、また発展途上国では、人口、経済、環

境というトリレンマの下で、災害脆弱性が大きく

なっている。そのため、巨大災害の発生が憂慮され

ている。巨大災害は、異常な自然外力のみならず、

極めて人間的な要因によって発生・拡大する。した

がって、自然科学と社会科学の研究を融合させた国

内・国際共同研究を行い、総合減災システムを確立

する必要がある。とくに、関東大震災級の地震の再

来や東海・東南海・南海地震とその津波の発生は、

人的・物的被害が未曽有となって、それをきっかけ

として、わが国が衰退に向かう危険性が極めて大き

vヽ。

従来の防災研究が、構造物による被害抑止である

のに対し、異常外力による巨大災害では、被害を皆

無にすることは不可能であって、むしろ被害を小さ

くする減災の考え方が重要である。そこでは、非構

造物による被害軽減を重視し、これと被害抑止との

組合せによる総合減災システムの確立が求められる。

この主旨に添って、京都大学防災研究所巨大災害研

究センターは平成 8年度発足した。

研究の4つのフレーズ

研究組織として、本センターの 7名の専任教官、

5名の国内・国外客員教官、 3名の研究担当教官及

び3名の非常勤講師と所内及び全国の災害研究者に

よって研究ネットワークが構成され、とくに、阪神

・淡路大震災の全過程について総合的に研究してい

る。 本研究センターでは、国内外突発災害調査な
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どの文献、資料の収集・保管を継続しており、また、

全国5地区の資料センターと協力して、自然災害

データベース「SAIGAIJを構築し、インターネッ

トを通して供用している。さらに、全国の大学の災

害研究者約1,700名から構成される自然災害総合研

究班の活動を支援している。

研究成果の広報として、巨大災害研究会を年10回、

公開で開催するとともに、日本自然災害学会や阪神

・淡路大震災を契機に組織された「Memorial

Conference in Kobe」の事務局を担当し、後者は1996

年から 3回開催して、延べ2000人を超える参加者を

得た。また、都道府県、政令市レベルの自治体の防

災担当者を対象として「地域防災計画実務者セミ

ナー」を毎年3日間開催し、過去 4回の開催によっ

て、延べ600人が受講した。さらに、当センターの

教官が国内外で防災に関係した講演（講演会、セミ

ナー、フォーラム、シンポジウム、研修会など）実

績は、延べ300回を超えており、研究成果のアカウ

ンタリヒ‘‘リティに関して多大の努力をしている。国

際的な研究活動としては、「国際防災の十年」に関

係して、米国・デラウエア大学、ワシントン大学と

都市地震・津波防災に関する共同研究を継続し、中

国、インドネシアを対象に災害調査共同研究を推進

している。

巨大災害過程研究領域

教授河田恵昭、助手高橋智幸

巨大災害による人的・物的被害を軽減するための

総合減災システムに関する研究を行う。まず、国・

地域・都市の防災力、災害脆弱性、ハザードとして

の外力及び災害リスクの定量的な評価方法を開発す

る。そして、これら各項からなる保存則としての自

然災害方程式の定式化を行う。その解の破綻条件か

ら、巨大災害の発生法則と拡大要因を明らかにする

とともに、発生危険度及び人的被害予測を確率的に

行う。さらに、その解の特性から、災害の地域性と

歴史性の影響の相互関係を見いだす。これらの応用

として、人的被害軽減のための危機管理と阪神・淡

路大震災の教訓を生かした減災システムを提案する。

具体的なテーマは以下の通りである。

1)巨大災害の危機管理

1)生体防御のアナロジーの活用による都市防災

2)都市環境創造への社会ミティゲーションの発展

3)巨大災害の被害想定とそのマネージメント方法

2)巨大災害の人的被害と総被害額の定量化

1)来るべき関東地震による人的被害と被害額予測

2)世界各国の巨大災害による被害ポテンシャル分

布大勢

3)人の生命の価格の評価方法の開発

3)阪神・淡路大震災の教訓の総合化と地震・津波防

災などへの活用

1)東海・東南海・南海地震とその津波による広域

被害の減災策

2)地域防災計画の活用方法と広域防災協力体制の

提案

3)臨海都市の津波防災の内容とその進め方

最近の研究成果の一部を紹介すると、つぎのよう

である。

都市総合減災システムをさらに一般化して提案す

ることを目的として、その問題点を検討した。すな

わち、自然災害の危機管理においては、ハードウエ

ア、ソフトウエア、ヒューマンウエア、コマンドウ

エアの 4つに分類し、災害前をリスクマネージメン

ト、災害後をクライシスマネージメントすれば、必

要な施策が分類できることを見いだした。さらに実

際の適用においては、時系列的に再調整し、即時、

緊急、応急、復旧、復興対応とすればよいことを明

らかにした。

都市減災システムについては、構造物・建築物の

破壊というような物理的課題と救命・救援というよ

うな社会的課題が約100存在し、それらに対処する

には情報の処理が鍵を握っていることを示した。特
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に砂防地理情報システムの開発が重要な課題であり、

まず地形や地質というような自然条件と人口や世帯

構成などの社会条件についてのデータベースの構築

が先行するべきことを提案した。そして、現行の米

国に連邦政府危機管理庁（略称FEMA)における危機

管理方法の変遷における時代的背景、思想及び適用

にあたっての注意点を資料解析から明らかにし、わ

が国へ適用するに際しての検討すべき事項を整理し

た。その結果、わが国の地方自治体における災害対

策本部のように、日常業務の縦割りをそのまま適用

した組織では相互に関連する事項を円滑に処理でき

ず、むしろ事項対応的な組織構成が必要なことと相

互に影響する機能が必須であることを示した。

(Mitigation)である。第 2は、被害抑止限界を超過

する外力に対する被害の限定化と早期復旧を目的と

した被害軽減策(Preparedness)である。与えられた

制約条件の中で、社会の防災力を極大化できるよう

な被害抑止策と被害軽減策の最適な組み合わせを考

えることが防災の仕事である。低頻度巨大災害の防

災では、被害軽減策の充実度によって社会の防災力

が強く左右される。

巨大災害研究センター災害情報システム研究分野

では、情報処理過程として災害対応をみる観点から、

防災の充実を目指した研究を次の 3側面で行う。

第 1は、災害の社会科学的側面に着目して、災害

過程そのものの理解を深めるための研究を行ってい

る。とくに、災害発生後の社会の対応や個々の被災

者の対応と情報の関係について検討を中心としてい

る。最近3年半は阪神淡路大震災発生以後の社会の

対応について、徹底した現地調査を元に、「災害エ

スノグラフィー」の構築を目指した活動を続けてい

る。災害エスノグラフィーとは、被災者あるいは災

害対応者として震災を体験した被災地の人々が、ど

のように考え、感じ、行動したのかを、彼ら自身の

言葉で、しかも体系的に記述したものである。これ

までのわが国の防災にパラダイムシフトを迫るほど

の未曾有の災害となった阪神淡路大震災の事実を確

実に残す仕事である。

第2は、災害情報システムが処理すべき情報のあ

り方に関する研究である。どの時点でどのような内

容の情報をどのような手続きで収集・評価・共有す

べきかを、事前対策から事後対策まで一貫した枠組

教授林 春男、助教授西上欽也 みで検討する。その一環として地震に関する効果的

一一

喰
一骸

＇尋
、洛‘

’

＇ ー

ミティゲーション

リスク•マネジメント i クライシス・マネジメント
（災害発生前） （災害発生後）

火災の危機管理の構成

災害情報システム研究領域

当該社会の防災力を上回る外力によって災害が発

生する。こう災害を定義すれば、外力についての理

解の深化を基礎にして、社会の防災力の向上をはか

る試みを防災と定義できる。社会の防災力はさらに

2つに分類できる。第 1は、災害による被害の発生

を未然に防ぐことを目的とした被害抑止策

な情報提供の方法を中心にして、外力ついての理解

の深化のための情報提示方略を検討している。また、

効果的なクライシスコミュニケーションのあり方に

関する研究を行っている。さらに、文字を使わずに

防災に関係する情報を伝達するための「防災ヒ°クト

グラム体系」の構築を行っており、 IDNDRの日本

からの成果として公開する予定である。
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第 3は、防災CALSの確立である。防災に携わる

機関の間で、災害対策の法制度、防災計画、被害想

定・推定、防災アセスメント、被害抑止計画、危機

管理計画の各要素についての総合的なデータベース

構築と災害対応過程の統合によって効果的な災害対

応をはかる。阪神淡路大震災を契機として、災害時

の情報力の大切さが認識され、さまざまな災害情報

システムが開発された。しかし、それらのシステム

相互には仕様の共通性がなく、各システムが個別に

存在している。巨大災害は同時に広域災害であるこ

とを想定すると、各防災情報システム相互の広域連

携も、効果的な災害対応のために不可欠な要素であ

る。それを実現するための規格の標準化、災害対応

手順や防災計画の標準化のための検討を行っている。

被害抑止システム研究領域

教授田中晦義、助教授赤松純平

助手北原昭男

災害による社会的被害を軽減するための研究、特

に、大都市圏地震災害の被災構造とその時系列的展

開、施設・構造物の被害予測とその経済損失の評価

に関する解析を行う。それにはハザードとしての地

震動の特性や都市域の社会構造を明らかにする必要

がある。また、地震被害軽減の観点からの地域・都

市構造・デザイン・計画の各論を展開して、安全で

安心な地域・都市づくりの方法を提示する。さらに、

被害の長期化、広域化を抑止する危機管理組織やコ

ミュニティ・ボランティアの在り方を考察して、有

効な減災策を提案する。本研究領域の主要な研究課

題としては次の 6つがある。

1.都市地震のハザードマップとマイクロゾーニ

ング

2. 巨大災害のリアルタイム評価と被害軽減

3.物的被害の予測と被害局限

4.都市社会構造の耐災論

5.危機管理と災害復旧・復興

6.防災ボランティア論

都市地震のハザードマップとマイクロゾーニング

に関しては、次の 3つの研究が進められている。

(l)IDNDRに関連する日中共同研究として、 1996年

中国雲南省麗江地震の調査を行い、麗江盆地の活

構造や基盤構造が被害に大きく関与していること

を明らかにした。また平成9年には、脈動による

麗江盆地の基盤構造と地盤震動特性の調査を実施

し、成果を中国・西安における日中共同ワーク

ショップおよび京都における国際シンポジウムで

発表した。

(2)都市地震防災への地球物理学的データの高度利用

を目指す研究の一環として、西宮市、奈良盆地、

生駒市域の基盤構造を、微動観測、重力測定、 GPS

測位、地震観測資料の併合処理などの手法により、

名大理、岡山理科大、地質調査所、国立天文台、

奈良国立文化財研究所、京大防災研究所地震予知

研究センターなどとの共同で調査した。

(3)地質環境の変遷が地震動に及ぼす影響を解明する

ことによって地震動の的確な予測を行い、成果を

行政、地域住民に還元することを目的として、地

質学、地球物理学、地震工学などの研究者が学問

分野にとらわれずに自由に討論する“地質環境の

変遷と地震動予測に関する研究会”を平成 6年以

後毎年開催している。平成9年度には関東地震危

険度評価の基礎資料の収集を目的として延命寺断

層とこれに関係する基盤構造の調査を、反射法地

震探査、微動観測、重力細密測定により実施した。

物的被害の予測と被害軽減に関しては、以下の 2

つの研究が進められている：

(4)既存建築構造物を対象に常時微動計測や構造実験

を行うと共に、 3次元振動台を用いて構造モデル

の振動実験を行い、構造物の耐震性能・動的特性

解明のための資料を蓄積しつつある。また、既往

の被害地震に関しては、都市における建物分布お

よび地質・地盤特性と被害分布の特性を明らかに

-145-



し、都市における建築構造物群の耐震ポテンシャ

ルの評価を行ってきた。さらに、これらの成果を

ふまえ、都市建築物群の時代変遷および耐震性の

地域分布を考慮した地震被害推定手法を構築して

きた。

(5)建築内部空間の被害に関して、建物被害、家具の

転倒や散乱などの室内被害および室内における 2

次被害に関するアンケート調査を行い、地震時に

おける室内被害発生のプロセスを明らかにするた

めの資料を得た。さらに、 3次元振動台を用いた

実験により、被害波及の核となる家具の振動・転

倒性状を明らかにし、これらの成果をもとに、低

いレベルから高いレベルまでの地震入力によって

引き起こされる居住空間の被害を、物理的な手法

に基づき推定するプロセスを構築してきた。

被害抑止システム研究領域は平成8年に新設され、

以来上記のように主として基盤構造の解明に基づい

た地震危険評価、及び建築構造物の耐振性評価と都

市建築物群の地震被害推定のために手法の確立に向

けた研究を実施してきた。今後は、これらの手法の

精度や適用性の向上を目指した研究を継続するとと

もに、新たに地震火災の性状の解明、被害予測およ

び被害軽減のための都市計画手法に関する研究に着

手する予定である。
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